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はじめに 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC1、以下

「IPCC」という）が 2007 年に公表した第 4 次

評価報告書（AR42、以下「AR4」という）は、「気

候システムの温暖化には疑う余地がない」ことを

示し、「20 世紀半ば以降に観測された世界平均気

温の上昇のほとんどは、人為起源の温室効果ガス

濃度の観測された増加によってもたらされた可

能性が非常に高い」ことを明らかにした。また、

多くの自然システムが、地域的な気候変動、とり

わけ気温上昇の影響を受けつつあることを示し

た。 
 また、温室効果ガスの増加と、個々の極端現象

を結びつけて論ずることは難しいが、その頻度の

増加や影響の大きさの拡大の傾向に、温室効果ガ

スの増加が関係している可能性が指摘されてい

る。極端現象の増加は、人間社会に対して大きな

影響をもたらす可能性が高い。このため、IPCC
はこれまでに観測された極端現象の傾向や将来

予測、それに伴って増大する災害リスクの管理に

ついてとりまとめ、2012 年に「気候変動への適

応推進に向けた極端現象及び災害のリスク管理

に関する特別報告書」（SREX3、以下「SREX」

という）として、公表した。 
 気候変動に伴う様々な影響を防ぐために、我が

国をはじめ各国で進めている対策は、大きく「緩

和策」と「適応策」に分けられる。緩和策は、省

エネルギーや再生可能エネルギー導入等による

温室効果ガスの排出削減や森林等の吸収源の増

加などで気候に対する人為的影響を抑制する対

策である。一方、適応策は、気候変動がもたらす

水資源、食料、生物多様性等への様々な影響に対

して人や社会、経済のシステムを再構築すること

で影響を軽減しようという対策である（図 1）。 
AR4は、「最も厳しい緩和努力をもってしても、

今後数十年の気候変動の更なる影響を回避する

ことができないため、適応は特に至近の影響への

対応において不可欠」であり、また、「緩和され

ない気候変動は、長期的には、自然システム、人

為システム及び人間システムの適応能力を超え

る可能性が高い」と述べている。このため、同統

                                                      
1 IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change 
2 AR4: Fourth Assessment Report: Climate Change 2007 
3 SREX: Special Report on Managing the Risks of 
Extreme Events and Disasters to Advance Climate 
Change Adaptation 

合報告書は「適応策と緩和策のどちらも、その一

方だけでは全ての気候変動の影響を防ぐことは

できないが、両者は互いに補完しあい、気候変動

のリスクを大きく低減することが可能である」と

述べている。 
本レポートの目的は、2009 年に公表した「温暖

化の観測・予測及び影響評価統合レポート『日本の

気候変動とその影響』」のとりまとめの後に得られ

た知見を加え、日本を中心とする近年の気候変動の

現状と将来の予測及び気候変動が及ぼす影響につ

いて体系だった情報を提供することである。さらに、

国や地方の行政機関や国民が気候変動に対する適

応策を考える際に役立つ最新の科学的知見を提供

することである。 
本レポートでは、第 1 章でまず気候変動対策を考

えるにあたって必要となる基本的な用語・概念や気

候変動の要因・メカニズムについて解説する。第 2
章ではこれまでの観測結果に基づく近年の気候変

動の現状と将来予測、第 3 章では気候変動により現

在生じている影響及び将来予測される影響につい

て分野ごとに示す。第 4 章では、適応策の必要性と

考え方、適応策に関する現状の取組と課題について

解説する。なお、付録として、気候変動に関する観

測・予測とその影響評価に対する取組についてまと

めた。 
科学的信頼性を確保するとともに、できるだけ最

新の研究成果を反映させるため、本レポートは、主

として、IPCC AR4 及び AR4 で用いられた気候予

測モデルの結果、政府が設置した検討委員会、政府

の研究プロジェクト及び定常観測や予測実験の成

果報告書等の既存の資料をもとにとりまとめた。な

お、本レポートの理解を助ける用語等の解説、また

関心が高いと思われるトピックについてコラムと

して話題提供した。 
とりまとめにあたっては、観測、予測、影響評価

の各分野の専門家からなる「気候変動の観測・予測

及び影響評価統合レポート」専門家委員会（委員

長：住 明正 国立環境研究所理事）を設置し、委

員の協力を得て、報告書の構成・内容等の検討、査

読等を実施した。 



         

2 
 

気候変動
（地球温暖化）

【緩和策】
温室効果ガスの排出削減と吸収対策

≪例≫
省エネルギー対策
再生可能エネルギーの普及拡大
 CO2の吸収源対策
 CO2の回収・貯留

【適応策】
悪影響への備えと新しい気候条件の利用

≪例≫

渇水対策
治水対策、洪水危機管理
熱中症予防、感染症対策
農作物の高温障害対策
生態系の保全

人間活動による
温室効果ガス濃度
の上昇を抑制 最大限の緩和策

でも避けられな
い影響を軽減

影響

 
図 1 気候変動と緩和策・適応策の関係 

 

 

第 1章 気候変動のメカニズム 

 この章では、気候変動対策を考えるにあたって

必要となる基本的な用語や概念、及び近年の気候

変動の要因について解説する。 

 

１．１ 気候変動とその要因 
１．１．１ 気候とは 

気候とは、一般に「十分に長い時間について平均

した大気の状態」のことをいう。平均によって短期

間の変動が取り除かれるため、それぞれの場所で現

れやすい気象の状態と考えることができる。具体的

には、ある期間における気温や降水量などの平均値

や変動の幅によって表される（コラム1参照）。 
平均期間より長い時間で見ると、気候は必ずしも

定常的なものではなく、様々な変動や変化をしてい

る。このような変動や変化を広く「気候変動」と呼

ぶ。本レポートでは、基本的に人為的要因によると

推定される長期的な変動や変化を対象として「気候

変動」の語を用いるが、自然変動を含む気候の変化

や変動を「気候変動」と記述しているところもある

（詳しくはコラム 5 参照）。 
 

１．１．２ 気候を決める要因と気候システム 

気候は大気の平均的な状態を示すものであるが、

大気や水の循環には海洋、陸面、雪氷が深くかかわ

っている。このため、大気と海洋・陸面・雪氷を相

互に関連する一つのシステムとして捉えて「気候シ

ステム」と呼ぶ。 
地球規模の気候は、気候システムに外部から強制

力が加わることで変化する。外部強制力には自然的

要因によるものと人為的要因によるものがある。自

然的要因としては、太陽活動の変動や、火山噴火に

よる大気中の微粒子「エアロゾル4」の増加などが

あり、人為的要因としては、人間活動に伴う化石燃

料の燃焼や土地利用の変化などによる温室効果ガ

スの増加やエアロゾルの増加などが挙げられる（表

1.1.1）。一方、気候は外部強制力を受けなくとも気

候システム内部の要因によっても変動する（内部的

な自然変動）。内部の要因とは、大気・海洋・陸面

が自然法則に従って相互作用することであり、これ

による自然変動の代表的な例にはエルニーニョ／

ラニーニャ現象がある。 
地球全体の平均気温は、地球に入ってくるエネル

ギー（太陽放射）と地球から出ていくエネルギー（外

向きの長波放射）のバランスによって決まっている。

人為的要因が大きくなると、図 1.1.1 のように地球

規模でのエネルギーのバランスに変化をもたらし、

気候に大きな影響を与えることになる。 
  

                                                      
4 エアロゾル：大気中に浮遊する固体又は液体の微粒子。エ

ーロゾルともいう。 
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表 1.1.1 地球規模の気候を決める主な要因 

外部強制力 

主な 

自然的要因 

太陽活動の変動  
大気上端で受け取る太陽放射量の変化 

地球の公転軌道の変動 

火山の噴火によるエアロゾルの増加  地表で受取る日射量の変化 

主な 

人為的要因 

化石燃料等を起源とする温室効果ガス（二酸

化炭素等）の排出による大気組成の変化 

 
宇宙に出ていく長波放射量の変化 

森林伐採や土地利用の変化 
 地表面の反射率の変化、二酸化炭素吸収源の

変化、水循環の変化 

大気汚染物質（硫酸塩エアロゾルや黒色炭

素など）の排出 

 地表で受取る日射量の変化、雲粒径や雲量変

化を通した雲の反射率の変化 

内部の要因 

熱帯太平洋の海面水温が数年規模で変動するエルニーニョ／ラニーニャ現象（ENSO）や、太平洋十年規模振動（PDO）など

をもたらす、大気－海洋相互作用など 

 
 

 
図 1.1.1 年平均した地球全体のエネルギー収支と人為的要因が影響する主な過程 

 出典：IPCC､2007a を改変、加筆 

コラム 1 平年値の基準期間 

 
気候の地域性や時間的変化を解析する際の基準としてしばしば用いられる平年値は、世界気象

機関（WMO）により 30 年間の平均値として定義されている。30 年が使われているのは、「1
世代 30 年」と言われるように社会の変化の時間スケールが 30 年程度であるためである。我が
国の気象庁では、平年値を 10 年毎に更新しており、2011 年より 1981～2010 年の平均を用い
ている。 
しかし、気候を定義する時間スケールは様々であり、実際には 30 年とは異なる平均期間が使

われることもある。また平年値がどの 30 年間を用いているかも、国によって、あるいは統計に
よって異なるので、相互に比較するときには注意が必要である。本レポートでは、原則として
1981～2010 年の平均を平年値として用いた。 
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放射強制力5は、気候に与える影響力を定量的

に評価し比較するための物差しとなるもので、地

球のエネルギー収支のバランスを変化させる

様々な人為起源及び自然起源の要因の影響力を

示す。正の放射強制力は地表を加熱し、負の放射

強制力は冷却する。 
産業革命以前（1750 年頃）を基準とした 2005

年時点の放射強制力の内訳をみると（図 1.1.2）、
正の放射強制力については、長寿命の温室効果ガ

ス（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハロカ

ーボン類）及び対流圏オゾンの増加による温室効

果の寄与が大きい。一方、負の放射強制力は、主

に人為起源のエアロゾル（硫酸塩など）によって

もたらされている。エアロゾルは、直接太陽放射

を散乱・吸収して日射を減衰させる（日傘効果）。

また、雲の凝結核となることから雲粒径や雲量の

変化を通じて間接的に雲アルベド（反射率）を増

加させ、地表に届く日射を減少させる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

                                                      
5 放射強制力：IPCC 第 1 次評価報告書で、「対流圏の上端

（圏界面）における平均的な正味の放射の変化」と定義され

ている。平衡状態にある大気と地表とのエネルギーのバラン

スがさまざまな要因によって変化した際の変化量を圏界面に

おける単位面積あたりの放射量の変化（W/m2）で表した指標

である。 

１．２ 温室効果ガス濃度の変化 

  
温室効果ガス濃度は、20 世紀後半以降、世界

各地でモニタリングされるようになった。日本で

も、気象庁が綾里（岩手県）、南鳥島（東京都）、

与那国島（沖縄県）において、国立環境研究所が

落石岬（北海道）、波照間島（沖縄県）において、

それぞれ二酸化炭素などの温室効果ガス及び他

の微量ガスの観測を継続的に行っている。 
大気中の二酸化炭素濃度は、北半球の春から夏

に減少し、秋から翌春に増加する季節変動を伴い

ながら、年々明瞭に増加している（図 1.2.1）。季

節変動は主に陸域生態系の活動（植物の光合成や

土壌有機物の分解）によるもので、南半球は北半

球に比べて陸地が少なく森林等の植物も少ない

ため、季節変動が小さい。 
 世界気象機関（WMO6、以下「WMO」という）

の温室効果ガス世界資料センター（WDCGG7、

以下「WDCGG」という）の解析によると、二酸

化炭素の世界平均濃度は、2011 年時点で 390.9 
ppm8と産業革命以降 40%増加した（表 1.2.1）。
また、最近 10 年は年平均 2.0ppmの割合で増え

ており、増加率は 1990 年代（年平均 1.5ppm）

よりも大きくなっている。二酸化炭素以外の温室

効果ガス濃度も増加しており、特にメタンの

2011 年の平均濃度は 1,813ppb9と産業革命以降

154%の増加となっている（表 1.2.1）。 
 図 1.2.2 は、氷床コアから得られた過去 80 万

年における二酸化炭素濃度と気温の変化である。

これまで、およそ 10 万年毎に氷期と間氷期が繰

り返され、寒冷な氷期に比べて温暖な間氷期には、

二酸化炭素濃度が高かったこと、氷期の最寒冷期

と間氷期の間で約 100ppm の濃度差があったこ

とがわかる。これらは、地球の公転軌道や自転軸

の傾きの周期的な変動に起因する気候の変動を

きっかけとして二酸化炭素などの温室効果ガス

濃度が変化し、さらに気候の変動を促進した結果

と考えられている。近年の二酸化炭素濃度（図

1.2.1）は、過去 80 万年のいずれの間氷期におけ

る濃度（～300ppm）よりも遙かに高く、過去 80
万年にわたる地球大気の歴史の中でも極めて特

殊であることがわかる。 

                                                      
6 WMO: World Meteorological Organization 
7 WDCGG: World Data Centre for Greenhouse Gases 
8 ppm：容積比で 100 万分の 1 
9 ppb：容積比で 10 億分の 1 

図 1.1.2 2005 年時点で世界平均した放射強

制力の推定値（1750年頃を基準） 
火山によるエアロゾルは自然起源の放射強制力として付

加的に寄与するが、影響が一時的であるため、この図に

は含まれていない。色つきの棒グラフについた細い黒線

は、個々の値の 90％信頼区間を示す。 
出典：IPCC、2007a 
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図 1.2.1 大気中の二酸化炭素平均濃度の経年変化 

WMO 温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）及び国立環境研究所の観測データを使用。 

 
表 1.2.1 温室効果ガス等の世界平均濃度（2011 年） 

温室効果ガス 

の種類 

大気中の濃度 

前年との差 

参考数値 

産業革命以前 

（1750年頃） 

2011年平均濃度 

（産業革命以降の増加率） 
寿命（年） 

二酸化炭素 約 280ppm 390.9ppm（+40％） +2.0ppm 不定 

メタン 約 715ppb 1813 ppb（+154％） +5  ppb  12 

一酸化二窒素 約 270ppb 324.2ppb（+20％） +1.0ppb 114 

WMO（2012）及び IPCC（2007a）を基に作成。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.2.2 氷床コアから推定した二酸化炭素濃度と気温の変化 
過去 80 万年以降の二酸化炭素の大気中濃度（下段、T は氷河期の終了）と氷床コア採取点における気温偏差（上段）。二酸化炭

素濃度の異なる色の印は異なる研究を示す。なお、近年の急激な二酸化炭素濃度の増加は反映していない。出典：Lüthi et al., 
2008 
 

１．３ 近年の地球温暖化の原因 

19 世紀後半以降、世界の平均気温や海面水位

は、長期的に上昇している（図 1.3.1）。また、海

洋表層の貯熱量は、1950 年以降上昇と下降を繰

り返しつつ増加しており、水温の上昇が海面のみ

ならず海洋内部まで及んでいることを示してい

る。これらの観測結果により、気候システムが温

暖化していることには疑う余地がないとされて

いる（IPCC, 2007a）。 
 観測された地球温暖化が自然変動によるもの

なのか、人為的要因によるものなのかは、気候モ

デルで強制力を分離して計算した結果から推測
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できる。図 1.3.2 は世界の平均地上気温の変化に

ついて観測値とモデルによる再現シミュレーシ

ョンを比較したものである。自然起源と人為起源

の強制力の双方を考慮した気候モデルの計算結

果（赤陰影）は、観測された気温の変化（黒線）、

特に 20 世紀後半の気温上昇をよく再現している。

一方、人為起源の強制力を考慮していない計算結

果（青陰影）では、この気温上昇は再現されてい

ない。この違いは陸域に限らず、海洋においても

同じである（図 1.3.2 (b), (c)）。 
 以上に紹介した観測結果及び気候モデルによ

る 20 世紀気候再現実験の結果等に基づき、

IPCC(2007a)は、「20 世紀半ば以降に観測された

世界平均気温の上昇のほとんどは、人為起源の温

室効果ガス濃度の観測された増加によってもた

らされた可能性が非常に高い。」とした。 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.1  

（a）世界の平均気温、 

（b）潮位計 （青）と衛星（赤）デ

ータによる世界の平均海面水位、 

（c）世界の海洋貯熱量(0～700m) 
 
気温と海洋貯熱量は 1981 年～2010 年の平
均からの差、水位は 1990 年を 0 としたとき
の差で示している。滑らかな曲線は 5 年移動
平均値、丸印は各年の値をそれぞれ示す。エ
ラーバーは 90%の信頼区間を示す。 
データソース：(a)、(c)及び(b)の衛星データ
は気象庁の解析値、 (b)の潮位計データは
Church and White (2011)による解析値であ
る。 作成：気象庁  

 
 

 

 

図 1.3.2 観測された地上気温の変化と気候モデルによるシミュレーションの比較 
1901～1950 年平均からの偏差の 10 年間平均値。(a) 世界全体、(b) 陸域のみ、(c)  海洋のみの結果。 

黒線：観測値（気象庁による解析値） 
陰影：第 5 期結合モデル相互比較計画(CMIP5)10の複数のモデルのシミュレーション結果の 5～95%が含まれる範囲 

（青）自然起源の強制力のみを用いた 15 のモデルのシミュレーション結果 
（赤）自然起源と人為起源の両方の強制力を用いた 35 のモデルのシミュレーション結果     作成：気象研究所 

                                                      
10 結合モデル相互比較計画：Coupled Model Intercomparison Project (CMIP) 。気候モデルの開発は各国でそれぞれ行われて

いるが、世界気候研究計画（WCRP）の下にある結合モデル作業部会（WGCM）では、国際的な気候モデルの開発を推進する

ため、実験設定を共通にしたシミュレーション結果の相互比較により気候モデルの性能を評価し気候予測の可能性や不確実性を

探求するプロジェクトとして Coupled Model Intercomparison Project を行っている。CMIP は IPCC 評価報告書における温暖

化の原因特定や将来予測に関する主要な結論の科学的根拠となるデータを提供する役割を果たしている。CMIP3 は第 3 期、

CMIP5 は第 5 期結合モデル相互比較計画である。 

(a) 世界の平均気温

(b) 世界の平均海面水位

(c) 世界の海洋貯熱量 (0-700m)
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地球の炭素循環 
(上)1990年代の炭素循環 

各数値は炭素重量に換算した二酸化炭素貯蔵量（□中の数値、1750～2004 年末の積算値、単位：億トン）と移動量（矢
印、青：産業革命前の自然の循環＋人為起源、オレンジ：人為起源のみ、1990 年代（1990～1999 年）の平均値、単位：
億トン／年）を表している。IPCC(2007a)をもとに作成。ただし、炭素貯留量は有効数字 2 桁で示した。ここでは示さな

いが、これら炭素貯留量は推定誤差を含んでおり、誤差の大きさは項目別に大きく異なる。移動量のうち数値を 3 ないし 4
桁目まで示したものがあるのは小さい移動量を含めた収支を整合させる目的であり、移動量の有効数字は 1 ないし 2 桁程
度である。 
(下)人為起源の CO2交換量の推移 

産業革命以降の推移を放出源、吸収源別に示したもの。Global Carbon Project, 2011（グラフと 2000 年代（2000～2010
年）の数値）に、1990 年代の数値（IPCC, 2007a）を加筆。 
 

 

 

 
 
 

 

  

コラム 2 炭素循環 

 
大気中の温室効果ガス濃度は、地球規模の炭素循環や窒素循環の結果として変化する。代表的な生元素（生

体の維持・活動に不可欠な元素）である炭素や窒素は、大気や水の循環、地殻変動などにより循環し、海洋

への溶解や生物の光合成、呼吸、分解など生物化学過程による変化を受ける。炭素循環では、図に示すよう

に、大気、海洋、陸域生態系が主要な炭素の貯蔵庫となっており、これらの貯蔵庫間で炭素が交換され循環

する結果として、大気中二酸化炭素の濃度が決まる。大気と海洋中での主な炭素の形態はガスとしての二酸

化炭素と溶存無機炭酸種であるが、陸域生態系では、植物体を構成する有機物とそれが変化した土壌有機物

や腐食物質が主要な存在形態となる。 
循環する炭素の一部は重要な温室効果ガスであるメタンとして存在し、生物化学過程がその存在量と循環

量を決める主要なプロセスとなっている。窒素を含む主要な温室効果ガスは一酸化二窒素であり、二酸化炭

素と同様に大気、海洋、陸域生態系間での循環過程が存在する。 
産業革命以降、人類が大量に消費するようになった化石燃料は、数億年以上も昔の生物の死骸が地下の熱

や圧力の作用で変化してできたもので、炭素を含んでいる。化石燃料の消費は、長い年月をかけて地下に蓄

積されてきた炭素を、短期間で大気中に放出することであり、地球上の炭素循環に不均衡をもたらす。 
自然の炭素循環量に比較すると人為起源の炭素交換量は小規模に見えるものの、産業革命以前には均衡し

ていた収支に不均衡をもたらし、貯蔵庫の炭素現存量を変化させている。大気貯蔵庫の二酸化炭素量の増加

は地球温暖化の最大の原因となっており、近年（2000 年代）は、1990 年代に比べ、化石燃料からの放出の

増大で、大気中の二酸化炭素濃度の年々の増加量が大きくなった。 

CO2交換量

自然+人為起源 人為起源のみ

放出源

吸収源

年

海洋(380,000)陸の植生・土壌・腐食
(23,000)

大気(7,600)

化石燃料
(35,000)

放出
906

陸
域

流
出
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コラム 3 太陽活動と気候 

 
 太陽活動はさまざまな時間スケールの変動を繰り返している。とりわけ平均約 11 年の周期変動が卓越して

おり、その指標となっている黒点数の増減と、太陽面の爆発現象（フレアー）によってもたらされる地球の現

象すなわちオーロラの出現、地球磁場と電離層の乱れなどがよく対応していることは古くから知られていた。

一方、日射強度に関しては、地上観測から確かな関係を見出すのは困難であったが、1979 年以降、人工衛星

による直接観測によって、黒点数の増減に対応して 0.1%程度の変動が確認された。それから 30 年余り経過し、

その間系統的なトレンドは見出されず近年の温暖化の原因としては無視できる大きさ（温室効果ガス増加によ

る放射強制力の数%以下）であることが明らかになった。  
 2012 年、東京天文台と NASA の研究チームは、過去 20 年間で太陽活動は次第に低下しており、太陽観測

衛星「ひので」の観測結果を含めた分析から、黒点の原因となる太陽磁場の構造が通常と異なる事を明らかに

した。東京天文台は、今後も黒点活動の低下傾向は続くだろうとの見解を示している。しかし、衛星観測によ

る太陽放射強度は通常の 11 年周期変動と同様に回復してきており、すぐには地球の温度の低下をもたらすと

は考えられない。 
 100 年以上前の歴史時代の気候の変化に関しては、太陽活動の変動による日射の変化が影響しているとする

考えが有力である。歴史時代の気候の変化は、歴史記録や樹木の年輪、堆積物中の花粉の分析など様々な代替

データで研究されている。また掘削抗中の地中温度から過去の温度を推定することも行われている（Pollack 
and Smerdon, 2004, IPCC, 2007a など）。これらを総合して、15 世紀半ば～19 世紀半ばの期間は低温傾向が

続いたと推定されており、「小氷期」と呼ばれている。この中で、およそ 1645～1715 年の期間は黒点数が著

しく減少し（マウンダー極小期として知られる）、その前後を含んで宇宙線を遮蔽する太陽磁場も弱かったこ

とから、太陽活動低下の時期であった。小氷期の気温は、20 世紀初頭に比べて 0.5℃程度（0.3~0.7℃）低か

ったと推定されている（下図）。現在問題とされている人為起源の温暖化が 2~3℃であることを考えると、仮

に太陽活動が弱まりその影響があったとしても、温度上昇を大幅に減らすものとは考えにくい。 
 また、デンマークの宇宙物理学者スベンスマルクは太陽活動の間接的な温暖化への影響として以下のような

説を唱えている。この説は、日射強度の変化が人工衛星による直接観測によってきわめて小さい(0.1%)ことが

明らかになったのち、直接の加熱の変化でない別のプロセスで太陽活動が気候に影響を与え得るものとしてヨ

ーロッパを中心に他分野の科学者の注目を浴びた。地球には銀河からの宇宙線（超新星爆発などで発生した高

エネルギーの粒子）が降り注いでおり、それが空気を電離してイオンを作っていることが知られている。スベ

ンスマルクは、雲粒を作る凝結核の中でも重要とされる硫酸エアロゾルが、ガス状態の硫酸から最初の微小な

核を作るのにイオンが重要な働きをするとの考えを取り上げた。銀河宇宙線は太陽磁場の活動が強いと地球を

含む太陽系空間に入りにくくなるので、太陽活動によって宇宙線の強度は変わる。そこで太陽活動に応じて雲

核の数が変わり、雲量の変化をもたらして日射加熱を変え、それによって気候が変わる可能性があると考えた。

硫酸エアロゾル生成のメカニズムは専門の研究者の間でも議論されていたので、この仮説を検証するため欧州

原子核研究機構(CERN)では、2010 年、2011 年に硫酸ガスを含むチャンバーに高エネルギー粒子を照射する

実験を行った。その結果、イオンは有効でなく、専門家が考えていたように空気中にごく微量含まれるアンモ

ニアやそのほかの物質の方が重要との結論が得られた（Duplissy et al., 2010, Kirkby et al., 2011）。スベンス

マルクは近年の温暖化に関して、宇宙線の減少傾向から、雲量が減ったためと推定していた。しかし、その後、

太陽活動は弱まる傾向になり宇宙線は記録的強さとなって、スベンスマルクの説によれば宇宙線が雲を増やす

なら低温化すべきであるが、実際には気温低下は起きていない。従って 20 世紀後半の温暖化は温室効果ガス

の増加ではなく太陽活動によるものとすることは何重にも困難になった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復元された過去 1300 年の北半球の気温の変化 
黒線は観測機器による記録。その他の色が示すのは、複数の代替データによる 12 の研究結果。出典：IPCC, 2007a 

掘削孔中の地中温度
からの推定値 
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コラム 4 「地球温暖化は止まった」のではないか 

 
近年、世界平均気温の上昇が停滞していることから、地球温暖化は止まったのではないか、という説がある。 
図 A に示すように、2000 年前後以降、黒線で示される世界の平均気温の観測値の上昇が横ばいになってい

るように見える。しかし、過去約120年間の推移にもこのような気温の一時的な低下や停滞は見られ（図1.3.1、
図 2.1.1）、大きく変動しながらも再び上昇に向かいトレンドとして気温は上昇していることがわかる。また、

気象庁による世界平均気温の解析では、1891 年の統計開始以降の 1 位から 10 位までの高温年はすべて 1998
年以降に現れている。この変動は気候変動予測モデルによるシミュレーション（CMIP3、CMIP5）の幅（細

線）の範囲内であり、現時点でトレンドが変わったと判断することはできない。 

 
2000 年前後からの世界平均気温の横ばい傾向の要因の可能性の一つとして、「太平洋十年規模振動（Pacific 

Decadal Oscillation (PDO)）」が挙げられている（図 B）。PDO とは、太平洋の海面水温が上がったり下がっ

たりする現象で、熱帯太平洋が高温のときは北部北太平洋が低温（図 B 左：PDO 指数プラス）、熱帯太平洋

が低温のときは北部北太平洋が高温（図 B 右：PDO 指数マイナス）というパターンで数十年の時間規模で不

規則に変動する現象である。図 C に示されるとおり、ここ数年は PDO 指数がおおよそマイナスとなってお

り、熱帯太平洋の広い面積で海面水温が相対的に低いことを表している。この影響により世界の平均気温の

上昇が横ばい傾向となっている可能性がある。 
このように、温暖化のトレンドに PDO に代表される数十年周期の内部的自然変動が重なったことによっ

て、気温上昇が一時的に減速または加速したように見えることがある。気候の変化や変動を分析する際には、

それに伴う時間のスケールを的確に切り分けて評価することが重要である。 
 

  
 
 
 
 
 
 
  
 

図 A 世界の年平均気温偏差の推移 
黒線：観測値 
オレンジ線：CMIP3 
   細線：各シミュレーション予測値 
   太線：アンサンブル平均値 
緑線：CMIP5 
   細線：各シミュレーション予測値 
   太線：アンサンブル平均値 
  
作成：東京大学・国立環境研究所 

 
 
  

図 B 太平洋十年規模振動のパターン 
PDO の正極（左）、及び負極（右）の冬季における

海面水温（色）、海面気圧（等値線）、海面の風応力

（矢印）の典型的な偏差パターン。出典：気象庁、

2012a（原著論文は Mantua et al., 1997） 

図 C  PDO指数の時系列（1901 年～2012 年） 
棒グラフ：PDO 指数の冬季平均値 
実線：5 年移動平均値 出典：気象庁、2012b  
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コラム 5 気候における様々な変動や変化とその用語について   

  
ある地点や地域の気候は、気温や降水量などの観測値の平均（気候値）や変動の幅などによって示される。長

期間にわたる観測から、それらの年々の変動を時系列として示すことが出来る（例として、気温の場合のイメー

ジを下図に示す）。氷期・間氷期のような数万年に及ぶ長期変動から、年ごとの暑さ寒さの違いのように気候値を

算出する期間の中での短期変動まで様々な周期の変動があり、短期変動は気候の揺らぎあるいは（短期の）気候

の変動性とも称される。このような変動の幅は平均する領域の広さにも依存し、世界平均など広い領域での気候

値における変動幅は、狭い領域での変動幅よりも小さくなる。 
長期にわたる観測の全期間にわたって、気候値を統計的に算出する期間ごとの平均や短期変動の幅が事実上同

じとみなせる場合（1a）、この時系列は定常であると言われる。実際には、長期的に見ると気候には様々な要因に

よって変動や変化があり、多くの時系列は定常とならない。そのパターンは、平均的な状態がある方向に継続し

て変化するもの（1b）、周期的・規則的に変動するもの（1c）、ある時点を境に平均的な状態が大きく変化するも

の（1d）、に大別できる。また、平均値は変化しなくても、短期変動の幅が増大あるいは減少することもある（2a）。
多くの時系列は、これらの変動が重なりあっているとみなせる。気象学ではこのような変化や変動を総称して気

候変動と呼んでいるが、（1b）のような長期的に一方向の変化を「気候変化」と呼んで、「気候変動」と区別する

こともある。また、気候学では長期の変化・変動の総称を「気候変化」とする場合がある。 
 

 
気候の変動や変化のパターンの例 

出典：WMO 気候の事典、2004 に加筆 
 

なお、「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC） や「気候変動に関する国際連合枠組条約（気候変動枠組条

約（United Nations Framework Convention on Climate Change (UNFCCC)）、以下「UNFCCC」という）」の

ような国際機関や条約の行政上の正式名称では、英文表記での 「気候変動に関する国際連合枠組条の訳語に「気

候変動」があてられている。特に、気候変動枠組条約第１条では、「『気候変動』（“Climate Change”）とは、地

球の大気の組成を変化させる人間活動に直接又は間接に起因する気候の変化であって、比較可能な期間において

観測される気候の自然な変動に対して追加的に生ずるものをいう。」と定義されており、条約の対象となる気候変

動の要因を人為起源のものに限定している。 
本レポートは、UNFCCC で定義された「気候変動」を対象としている。一方、このコラムの前半に記されて

いるように、「気候変動」という用語は、広く自然の気候の変化を指して用いられてきた。このため、本レポート

においても、自然変動を含む気候の変化や変動を「気候変動」と記述しているところもある。これは、人為起源

の気候変動を分析・理解し、さらに予測するには自然変動を含めた取り扱いが必要なためであり、文章の前後関

係で区別がつくよう注意を払っている。 
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第２章 気候変動の観測結果と将来予測 

19 世紀後半以降、世界各国や日本で観測機器

による気象観測が行われるようになった。また、

気候変動の将来予測に向けた研究が国内外で進

められている。本章では様々な観測データにより

明らかになった、世界及び日本における近年の気

候変動の現状を概観するとともに、気候変動の将

来予測に関する最新の研究成果をとりまとめる。 
 

２．１ 気候に関する観測事実 

２．１．１ 気温 

世界の平均気温は 1891 年以降 100 年あたり

0.68℃の割合で上昇している。また、日本の平均

気温は 1898 年以降 100 年あたり 1.15℃の割合

で上昇している。気温の上昇に伴って、猛暑日や

熱帯夜の日数が増加している。 
 
（１）世界の気温 

地球表面の 7 割は海洋が占めるため、世界の平

均気温は陸上の観測のみならず、海面水温のデー

タを併せて解析している。機器を用いた観測が広

く開始された 19 世紀後半以降、世界の平均気温

は変動を繰り返しながら上昇しており、長期的に

は 100 年あたり 0.68℃の割合で有意に上昇して

いる（図 2.1.1）。世界の平均気温の経年変化には、

二酸化炭素など温室効果ガスの大気中濃度の増

加による地球温暖化の影響に、数年～数十年程度

で繰り返される自然変動が重なって現れている

と考えられる。 

 
図 2.1.1 世界の年平均気温の変化 

観測機器によって得られた資料に基づく、1891～2012 年の

世界全体の年平均気温の推移。黒線は各年の平均気温の平年

差（平年値との差）、青線は 5 年移動平均、赤線は長期変化

傾向を示す。平年値は 1981～2010 年の 30 年平均値。 
出典：気象庁、2012c に追加 
 

気温の上昇は世界的に一様に起こっているの

ではなく、地域による違いが現れている。アジア

地域では、北アジア、中央アジアといった北半球

中・高緯度に属する地域における気温の上昇が顕

著である（図 2.1.2）。 
また、これら長期的な変化傾向とともに、顕著

な高温や低温などの極端な現象も変化している。

IPCC の SREX では、これまでの観測結果から、

世界規模で寒い昼と寒い夜の数が減少し、暑い昼

と暑い夜の数が増加した可能性が非常に高いこ

とや、多くの地域で熱波などの高温期間の長さや

発生数が増加したことの確信度は中程度、とまと

められている（コラム 7）。 
 

 
図 2.1.2 世界の年平均気温の変化の分布 

観測機器によって得られた資料に基づいて推定された、1901
～2005 年の年平均気温の変化傾向（100 年あたりの変化
量：℃）。灰色の領域はデータが不十分な地域。 
出典：IPCC、2007a 
 
（２）日本の気温 

日本の平均気温は、観測データの均質性が長期

間維持され、かつ都市化の影響が比較的少ないと

みられる気象庁の 17 観測地点（図 2.1.3）のデー

タから求められている。 
日本の平均気温も世界の平均気温と同様、変動

を繰り返しながら上昇しており、長期的には 100
年あたり 1.15℃の割合で有意に上昇している（図

2.1.4）。1940 年代までは比較的低温の期間が続

いたが、その後上昇に転じ、1960 年頃を中心と

した高温の時期、それ以降 1980 年代半ばまでの

やや低温の時期を経て、1980 年代後半から急速

に気温が上昇した。顕著な高温を記録した年は、

おおむね 1990 年代以降に集中している。これは

世界の平均気温と同様に、温室効果ガスの増加に

伴う地球温暖化の影響に、数年～数十年程度で繰

り返される自然変動が重なって現れているため
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と考えられる。 
顕著な高温や低温などの極端な現象について、

日最高気温が 35℃以上（猛暑日）の日数及び日最

低気温が 25℃以上（熱帯夜11）の日数は、統計期

間 1931～2012 年での変化傾向をみると、それぞ

れ 10 年あたり 0.2 日、1.4 日の割合でいずれも有

意に増加している。一方、日最低気温が 0℃未満

（冬日）の日数は、同期間において 10 年あたり

2.2 日の割合で有意に減少している（図 2.1.5）。 

 
図 2.1.3 日本の平均気温・平均降水量の算出に 

用いたデータの観測地点図 
赤丸は平均気温の算出に用いた 17 地点を、緑丸は平均降水
量の算出に用いた 51 地点を示す。なお、宮崎は 2000 年 5 月
に、飯田は 2002 年 5 月に庁舎を移転したため、移転による

観測データへの影響を評価し、その影響を除去するための補
正を行ったうえで利用している。 出典：気象庁、2005 
 

 
図 2.1.4 日本の年平均気温の変化 

国内 17 地点（図 2.1.3）での 1898～2012 年の年平均気温の
推移。黒線は各年の平均気温の平年差（平年値との差）、青線
は 5 年移動平均、赤線は長期変化傾向を示す。平年値は 1981
～2010 年の 30 年平均値。出典：気象庁、2012c に追加 

                                                      
11 熱帯夜：熱帯夜は夜間の最低気温が 25℃以上のことを指

すが、ここでは日最低気温 25℃以上の日を便宜的に「熱帯夜」

と呼んでいる。 

 
図 2.1.5 猛暑日(上)、熱帯夜(中)、冬日(下)の 

年間日数の経年変化 
国内 15 地点（図 2.1.3 の赤丸の 17 地点から庁舎移転のあっ
た宮崎、飯田を除いた地点）の出現日数から求めた 1 地点あ

たりの年間日数（1931～2012 年）。棒グラフは各年の値、青
線は 5 年移動平均、赤線は長期変化傾向を示す。 出典：気
象庁、2012c に追加 
 
２．１．２ 降水量 

世界及び日本の年降水量は大きく変動してい

る。日本は 1970 年代以降、年ごとの変動が大き

い。1mm 以上の降水の年間日数は減少する一方、

大雨の年間日数に増加傾向が現れている。 
 

（１）世界の降水量 

世界（陸域）の年降水量は、変動を繰り返しな

がらも、1950 年代と 2000 年代半ば以降に多い

時期が現れている（図 2.1.6）。降水量は気温と異

東経 

北

緯 
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なり、全球で一様な変化傾向はなく、年降水量の

長期変化傾向は、地域によって大きく異なり、年

降水量が増加している地域や、減少している地域

がある。降水量の変動は空間的・時間的に非常に

大きく、はっきりした長期変化傾向が見られない

地域もある（図 2.1.7）。 
また IPCC の SREX は、これまでの観測結果

から、強い大雨の発生数が増加した地域が、減少

した地域よりも多い可能性が高いとしている（コ

ラム 7）。 
 

 
図 2.1.6 世界（陸域）の年降水量の変化 

世界の陸上の観測地点での、1901～2012 年の年降水量の推

移。棒グラフは各年の年降水量の平年差（平年値からの差）、

青線は 5 年移動平均を示す。平年値は 1981～2010 年の 30
年平均値。 出典：気象庁、2012c に追加 
 
 

 
図 2.1.7 世界（陸域）の年降水量の変化の分布 

1961～1990 年の平均を基準とした、1901～2005 年の世界

（陸域）の年降水量の傾向（100 年あたりの変化率：％）。灰

色の領域はデータが不十分な地域。＋を付した領域は 5%の

危険率で有意なトレンドであることを示す。 出典：IPCC、

2007a 
 
 
 

（２）日本の降水量 

日本の年降水量は、観測データの均質性が長期

間維持されている気象庁の 51 観測地点（図 2.1.3）
のデータから求めている。その変化を見ると、

1920 年代半ばまでと 1950 年代頃に多雨期がみ

られ、1970 年代以降は年ごとの変動が大きくな

っている（図 2.1.8）。降水日数の変化を見ると、

日降水量 1.0mm 以上の日数には有意な減少傾向

（日降水量が 1.0mm 未満あるいは無降水の日数

に有意な増加傾向）が見られる（図 2.1.9）。 
極端な降水現象の変化として、日降水量

100mm 以上の日数及び日降水量 200mm 以上の

日数の変化傾向をみると、いずれも有意な増加傾

向が見られ、長期的にはそれぞれ 100 年あたり

0.25日、0.04日の割合で増加している（図2.1.10）。 
 

 
図 2.1.8 日本の年平均降水量の変化 

国内 51 地点（図 2.1.3）の、1898～2012 年の年降水量の推

移。棒グラフは各年の年降水量の平年差（平年値からの差）、

青線は 5 年移動平均を示す。平年値は 1981～2010 年の 30
年平均値。 出典：気象庁、2012c に追加 
 

 
図 2.1.9 日降水量 1.0mm以上の年間日数の変化 

国内 51 地点（図 2.1.3）の出現日数から求めた 1 地点あたり

の年間日数（1901～2012 年）。棒グラフは各年の値、青線は

5 年移動平均を、赤線は長期変化傾向を示す。作成：気象庁 
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図 2.1.10 日降水量 100mm以上(左)、200mm以上(右)の年間日数の変化 
国内 51 地点（図 2.1.3）の出現日数から求めた 1 地点あたりの年間日数（1901～2012 年）。棒グラフは各年の値、青線は 5 年

移動平均を、赤線は長期変化傾向を示す。 出典：気象庁、2012c に追加 
 

 

 

コラム 6 アメダスでみた短時間強雨の観測回数の変化 

 
現在、気象庁では、全国約 1,300 箇所の地域気象観測所（アメダス）（気象台、測候所、特別地域気象観測所を

含む）において、降水量の観測を行っている。観測開始年は地点により異なるものの、多くの地点では 1970 年代

後半に観測を始めており、35 年間程度のデータが利用可能となっている。気象台や測候所等における約 100 年間

の観測データと比べるとアメダスの 35 年間は短いが、アメダスの地点数は気象台や測候所等の約 8 倍あり面的に

緻密な観測が可能であることから、短時間強雨などは比較的よく捉えることができる。 
アメダスで観測された 1 時間降水量（毎正時前 1 時間降水量）50mm 及び 80mm 以上の短時間強雨の観測回数

の 30 年余りの変化傾向をみると、いずれも 1976～2012 年の期間において増加傾向が明瞭に現れている。 
ただし、短時間強雨の発生回数は年ごとの変動が大きく、それに対してアメダスの観測期間は比較的短いこと

から、変化傾向を確実に捉えるためには今後のデータの蓄積が必要である。 

 アメダス地点で 1時間降水量が 50mm 以上(左)及び 80mm以上(右)となった年間観測回数の変化 

（1,000地点あたりの観測回数に換算） 

 棒グラフは各年の値（1976～2012 年）、青線は 5 年移動平均、赤線は期間にわたる変化傾向を示す。 
 出典：気象庁、2012c に追加 
 

  

  



 
 

15 
 

２．１．３ 海洋 
世界の平均海面水温、平均海面水位はいずれも

上昇している。一方、日本近海の平均海面水温は

概ね上昇傾向を示しているが、平均海面水位は約

20 年周期の変動が顕著であり世界平均海面水位

にみられるような明瞭な上昇傾向はみられない。 
 
（１）世界の海面水温、海面水位、海洋酸性化 

世界全体の年平均海面水温は、1891～2012 年

において100年あたり0.51℃の割合で有意に上昇

している（図 2.1.11）。 
また、世界全体の年平均海面水位は 20 世紀を通

じて 0.17m 上昇したと見積もられており、海洋表

層の貯熱量は長期的に有意な上昇傾向にある（図

1.3.1）。海面水位の上昇の要因は、海洋の昇温（貯

熱量の増加）に伴う熱膨張と、氷河、氷帽及びグ

リーンランドや南極の氷床といった陸氷の融解や

海洋等への流出によると考えられている。 
産業革命以後、大気中に放出された化石燃料起

源の二酸化炭素のうち、約 3 分の 1 が海洋に吸収

されていると見積もられており、吸収された二酸

化炭素によって海水は酸性化している。これまで

に、観測結果に基づいて太平洋、大西洋、南大洋、

北極海などで海洋酸性化が起きていると報告され

ている。北西太平洋における気象庁の海洋気象観

測船による観測データによると、この海域での冬

季の表面海水中の水素イオン濃度（pH）は北緯

10～30 度で 10 年あたり 0.014～0.018（1984～
2012 年冬季の平均）低下している（図 2.1.12）。 

 

 
図 2.1.11 世界全体の年平均海面水温の変化 

観測船の観測等により得られた資料に基づく、1891～2012
年の世界全体の年平均海面水温の推移。黒線は各年の平均海

面水温の平年差（平年値との差）、青線は 5 年移動平均、赤線

は長期変化傾向を示す。平年値は 1981～2010 年の 30 年平均

値。 出典：気象庁、2012c に追加 

 
図 2.1.12 東経 137度に沿った冬季表面海水中 

の水素イオン濃度（pH）の変化 

赤線は北緯 30 度、緑線は北緯 20 度、青線は北緯 10 度での

解析結果。各線は観測値（1984～2012 年）、黒破線は期間に

わたる変化傾向を示す。水素イオン濃度（pH）とは、酸性／

アルカリ性を示す指数で、pH7 が中性、小さいほど酸性が強

くなり、大きいほどアルカリ性が強くなる。二酸化炭素濃度

や全炭酸濃度をもとに、緯度帯ごとに表面海水中の水素イオ

ン濃度（pH）を計算した。 出典：気象庁、2012d 
 
（２）日本の海面水温、海面水位 

日本付近の海域別の年平均海面水温は、2012
年までの約 100 年間で、100 年あたり 0.63～
1.72℃の割合で上昇した（図 2.1.13）。これらの

上昇率は世界全体の年平均海面水温の上昇率（図

2.1.11）より大きな値となっている。 

 
図 2.1.13 日本付近の海面水温の変化 

1900～2012 年の年平均海面水温の長期変化傾向（100 年あ

たりの変化率：℃）を、無印は信頼度 99％、**付は信頼度

90％で統計的に有意、[#]は変化傾向が明確に見出せないこと

を示す。 出典：気象庁、2012c を更新 
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日本沿岸の海面水位は、1906 年以降のデータ

を長期的に見た場合、約 20 年周期の変動が顕著

であり、世界全体の海面水位（図 1.3.1(b)）にみ

られるような明瞭な上昇傾向はみられない。日本

沿岸の海面水位に卓越している周期的な変動は、

主に北太平洋偏西風の強弱や南北移動を原因と

した海洋循環の変動によることが、海洋大循環モ

デルを用いた解析により明らかとなっている。

1960～2012 年の期間でみると、日本沿岸の水位

は年あたり 1.1mm で上昇している（図 2.1.14）。 
 

図 2.1.14 日本沿岸の海面水位の変化 
地盤変動の影響が小さい検潮所の観測結果に基づく、各年の

年平均海面水位平年差（1906～2012 年）の時系列。平年値
は 1981～2010 年の期間の平均値。1906～1959 年は 4 地点
（忍路、輪島、浜田、細島）での平年差を平均した値。1960
年以降は変動パターンが類似している 4 海域（北海道・東北
地方の沿岸、関東・東海地方の沿岸、近畿太平洋側～九州太
平洋側の沿岸、北陸地方～九州東シナ海側）の海域毎に求め

た平年差を平均した値。青線は 4 地点平均の平年差の 5 年移
動平均値、赤線は 4 海域平均の平年差の 5 年移動平均値を示
す。青点線は、参考のために 4 地点平均の平年差の 5 年移動

平均を期間後半について示したもの。出典：気象庁、2012c に
追加 
 
 
２．１．４ 海氷 
北極域の年平均海氷域面積は長期的に減少し

ている。また、オホーツク海の積算海氷域面積も

長期的に減少している。一方、南極域の海氷域面

積は増加している。 
 
（１）極域 

北極域の年平均海氷域面積は観測データのあ

る 1979 年以降、年あたり 5.9 万km2の割合で長

期的に減少し、2012 年には過去最少の 1,046 万

km2となった（図 2.1.15）。また、2012 年 9 月に

は、北極域の海氷域面積は過去最少の 336 万km2

を記録した（付録のコラム 29「しずく」の項参

照）。一方、南極域の海氷域面積は年あたり 2.5
万km2の割合で増加している。 

 
図 2.1.15 北極域の年平均海氷域面積の変化 

青線は観測値（1979～2012 年）、黒点線は期間にわたる変化

傾向を示す。NSIDC（米国雪氷データセンター）等が提供す
る、衛星観測による輝度温度（赤外放射エネルギーをプラン
クの法則を用いて変換した温度）データから海氷の密接度を

算出し、密接度が 15％以上の領域を海氷域面積としている。 
 出典：気象庁、2012c に追加 
 
 
（２）オホーツク海 

オホーツク海の積算海氷域面積（前年 12 月 5
日～当年 5 月 31 日まで 5 日ごとの海氷域面積の

合計）や最大海氷域面積（海氷域が年間で最も拡

大した半旬の海氷域面積）は年ごとに大きく変動

しているものの、長期的には減少している。オホ

ーツク海の積算海氷域面積は 1971 年以降、10
年あたり 173 万km2の割合で減少し、最大海氷域

面積は 10 年あたり 5.8 万km2（オホーツク海全

体の 3.7％に相当）の割合で減少した（図 2.1.16）。 
 

 
図2.1.16 オホーツク海の積算海氷域面積と 

最大海氷域面積の変化 

赤線は各年（1971～2012 年）の最大海氷域面積（右軸）、青
線は各年の積算海氷域面積（左軸）、オレンジと水色の直線は
期間にわたる変化傾向を示す。出典：気象庁、2012c に追加 
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２．１．５ 台風 
台風の発生数及び全発生数に対する「強い」台

風の割合に長期的な変化傾向は見られない。 
 
台風の発生数は、最近の数年は平年値を下回る

年がほとんどであるが、台風に関する統計がある

1951 年以降において明瞭な長期変化傾向は見ら

れない（図 2.1.17）。また、台風中心付近の最大

風速データが揃っている 1977 年以降で、「強い」

（中心付近の最大風速が 33～44m/s）以上の勢力

となった発生数、及び全発生数に対する割合にも

長期変化傾向は見られない（図 2.1.18）。 
なお、IPCC の SREX によると、観測結果に基

づいて熱帯低気圧の活動（強度、発生頻度、継続

期間）が長期的に増加しているとの報告はあるが、

過去における観測能力の変化を考慮すると、いず

れも確信度は低いとしている（コラム 7）。 

 
図 2.1.17 台風の発生数の長期変化(1951～2012年) 
細い実線は各年の発生数を、太い実線は 5 年移動平均を示す。

細い破線は平年値（1981～2010 年の平均値）を示す。 出

典：気象庁、2012c に追加 
 

図 2.1.18「強い」以上の台風の発生数と全発生数

に対する割合(1977～2012年) 
細い実線：「強い」以上の勢力の台風の発生数(青：左軸)と全

台風に対する割合(赤：右軸)、太い実線はそれぞれの 5 年移

動平均を示す。出典：気象庁、2012c に追加 

コラム7 世界における極端な現象の変化 

2012 年に公表された IPCC の SREX では、「1950 年以降の観測によれば、いくつかの極端現象には変化の証拠

がある。極端現象の変化に対する確信度は、データの質と量、及びこれらのデータを解析した研究の有無に依存

し、地域によっても極端現象の種類によっても異なる。特定の極端現象や、世界規模・地域スケールでの極端現

象に関する観測された変化に対し、確信度が低いとされたとしても、変化の可能性を排除するものではない。」と

して、以下の通り極端現象の変化についてまとめられている。 
種類 1950 年以降観測された変化 可能性・確信度 

気温 
 

世界規模で寒い昼と夜の日数が減少、暑い昼と夜の日数が増加 可能性は非常に高い 
多くの地域で熱波など高温期間の長さや発生数が増加 確信度は中程度 

降雨 
 

強い大雨の発生数が統計的に有意に増加した地域が、統計的に有意に

減少した地域よりも多い 可能性は高い 

低気圧の 
活動など 

 

熱帯低気圧の活動（強度、発生数、持続時間）が長期的に増加 確信度は低い（過去の観測能力の

変化があるため） 
温帯低気圧の主要な経路が極側へシフト 可能性は高い 

竜巻・雹といった小スケールの現象が地域により増加傾向にある 確信度は低い（データの不均一・

観測体制の不十分さのため） 
干ばつ 

 
 

ヨーロッパ南部・西アフリカでは干ばつの強度・持続期間が増加、北

アメリカ中央部・オーストラリア北西部では干ばつの頻度・強度・持

続期間が減少 
確信度は中程度 

洪水 
 

洪水の強度・頻度が変化しているとの証拠は限られており、世界規模

では変化の方向についてすらはっきりしない 
確信度が低い（証拠が限られてい

るため） 
海面水位 平均海面水位の上昇に関連し、沿岸域の極端な高潮の高さが上昇 可能性は高い 
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２．２ 将来予測される気候変動 

２．２．１ 気候変動予測と将来シナリオ 

（１）予測の信頼性と不確実性 
気候変動予測は、今後、大気中の温室効果ガス

やエアロゾルなどの濃度がどのように変化する

のかというシナリオをもとに、気候モデルにより

計算される。気候モデルでは、太陽活動の変動や

火山噴火など自然起源や温室効果ガスやエアロ

ゾルなど人為起源の外部強制力に対する、気候シ

ステムの応答の結果としての気候の「平均的」な

変化が示される。日々の天気予報は「いつどこで

どのような現象が起こるか」を予測しており、計

算における初期値（観測値や解析値等）のわずか

な違いが予測結果に大きな影響を与えるが、気候

モデルで予測しているのは気候の「平均的」な状

態であり、これは外部強制力の変化に大きく依存

していることから、気候モデルによる将来予測が

可能となる。気候モデルの妥当性は、図 1.3.2 に

示したような 20 世紀の気候の再現実験において、

ある程度の誤差を持ちつつも過去の気温変化を

再現していることによって確認されている。 
一方で、気候モデルは、基本的には物理法則に

基づいているものの、気候システムの全てを気候

モデルの中に含めることは不可能であり、一部に

観測や経験等に基づいた近似や仮定が用いられ

ている。また、空間解像度の制約などにより気候

モデルで用いる地形は現実のものと異なること

などから、過去の気候の再現や将来の予測におい

てある程度の不確実性が生じる。 
このため、IPCC AR4 では、多数の気候モデル

の予測結果を用いて、将来の気候の変化傾向を不

確実性とともに示している。図 2.2.1 は個々のモ

デルが予測した気温と降水量の変化を示してお

り、モデルにより予測結果にばらつきがあること

がわかる。このような気候変動予測の不確実性に

ついては、異なる気候モデルの結果を比較したり、

同一モデルでも条件を変えて計算した複数の結

果を比較したりすることで、評価することができ

ると考えられている。 
 

（２）将来シナリオ 

気候システムの外部強制力として最も大きい

ものは温室効果ガスであり（図 1.1.2 参照）、気

候変動予測には温室効果ガスの排出量の予測値

が必要である。このためには人口、経済、エネル

ギー需要、石油に替わるエネルギー技術開発など、 

 
図 2.2.1 IPCC AR4 における大気・海洋結合モデ
ルの世界平均気温と世界の降水量の将来予測 

1980～1999 年の平均との比較。A1B については（３）を参

照。出典：IPCC、2007a 
 

社会的・経済的な側面の将来予測の検討が必要であ

る。しかし、研究ごとに異なる想定を用いると、予

測結果を相互に比較することが困難となるうえ、政

策を検討する上での有用性も低下する。そこで、前

提として使用する統一的なシナリオを定めている。 
IPCCでは、これまで「排出シナリオに関する特

別報告書」（SRES12、以下「SRESシナリオ」と

いう）を作成しており、IPCC AR4 の将来予測は

このSRESシナリオに基づいて実施された。本レ

ポートでは主にSRESシナリオに基づいた予測結

果を示す。 
なお、SRESシナリオにおける二酸化炭素排出

量には、UNFCCCや京都議定書の削減目標の履行

などの積極的な排出削減対策は含まれていない。

そのため、SRESシナリオに代わる気候変動予測

のための新たなシナリオとして、代表的濃度経路

（RCP13シナリオ、以下「RCPシナリオ」という）

が作成された。2013~2014 年に公表されるIPCC 
第 5 次評価報告書（AR5、以下「AR5」という）

では、このRCPシナリオを用いた結果が示される

予定である（RCPシナリオとそれに基づいた最新

の気候変動予測はコラム 10 を参照）。 

                                                      
12 SRES: Special Report on Emissions Scenarios, 2000 
13 RCP: Representative Concentration Pathways 
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（３）SRESシナリオ 

これまでの気候変動予測で多く用いられてきた

SRES シナリオでは、世界の発展の形態として二

つの軸で将来の方向を想定し（図 2.2.2）、それぞ

れの将来像のもとに人口、経済活動、技術発展、

エネルギー、土地利用などの変化が整合的に推定

されている。それぞれの推定について社会経済シ

ナリオに基づき将来の二酸化炭素排出量と二酸化

炭素濃度に関する 6 つのシナリオが図 2.2.3 に示

すように与えられている。気候変動予測計算にお

いては、二酸化炭素等の温室効果ガス濃度レベル

の代表として、この中から（低い方から順に）B1、
A1B、A2 の各シナリオが主に用いられている。 

 
図 2.2.2 SRES シナリオにおける 4 つの世界像 

A1 シナリオはさらに A1B、A1T、A1FI シナリオに細分され
ている。よく用いられる A1B シナリオは、「各エネルギー源
のバランスを重視した高成長型社会シナリオ」である。 
出典：国立環境研究所、2001 より作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.2.3 シナリオ毎の二酸化炭素の排出量(a)
と二酸化炭素濃度(b) 出典：気象庁、2005 

（４）予測の空間スケール 

気候変動に対するきめ細かな対策を行うために

は、地域ごとの気候変動を詳細に予測する必要があ

る。しかしながら、現状の全球気候モデルは空間解

像度が十分でなく、気候変動に対する地域的な影響

評価への利用が難しい。このため、高解像度の全球

気候モデルや全球大気モデルを用いる、あるいは、

粗い空間分布で表された予測結果から、より細かい

空間分布の予測結果を求める「ダウンスケーリング」

が行われている。ダウンスケーリングには、「力学

的ダウンスケーリング」と、「統計学的ダウンスケ

ーリング」がある。 
力学的ダウンスケーリングは、全球気候モデルの

計算結果を境界条件とし、より細かい空間分解能で

計算が可能な地域気候モデルでさらに計算し、特定

の領域における詳細な気候変動予測を行う手法で

ある。より空間解像度の高い地形、土地利用などの

情報を与えることにより、地形性降水など、時空間

スケールの小さな現象が表現可能となる。ただし、

全球気候モデル自身が有する不確実性（誤差）を引

き継ぐため、空間的に詳細な表現ができても、必ず

しも予測精度が高くなるわけではないことに注意

が必要である。 
図 2.2.4 は、全球気候モデル、地域気候モデル

(RCM) 60km 版、RCM 20km 版、気象庁のレーダ

ーとアメダスの観測結果を使用して解析した雨量

（レーダーアメダス；格子間隔 5km）の年平均降

水量分布を示したものである。全球気候モデルでは、

日本列島の地形は降水分布に影響を与えていない

が、RCM 60km 版、RCM 20km 版と細かくなる

に従い、レーダーアメダスの観測結果に示されるよ

うな、地形の影響を受けた特徴的な降水分布の表現

が可能となる。 
統計学的ダウンスケーリングは、任意の地点にお

ける観測データと、気候モデルによる現在気候の再

現結果から得られるその地点周辺の大気場との間

に統計的な関係式を検出し、それに基づいて空間詳

細化を行う手法である。観測データがあれば比較的

少ない計算機資源や計算時間で利用可能である。一

方、現在気候において検出した統計的な関係を将来

に外挿して対象地点の予測を行うため、独立した期

間や地点で統計的関係を検証し、極端な外挿になら

ないようにする等の注意が必要である。 
このように、空間スケールの小さい範囲の気候変

動予測とその影響評価には、ダウンスケール手法が

必要であり、より精度の高い予測結果を得るための

様々な研究が進められている。 
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図 2.2.4 日本列島中部の年平均降水量の再現性

の比較 
（a）全球気候モデル（解像度 280km 相当）、（b）地域気候
モデル(RCM) 60km 版、（c）RCM 20km 版、それぞれ 10 年

平均値、（d）レーダーとアメダスの観測値に基づく解析によ
る 6 年間（1995-2000）平均値 出典：高藪、2005 を拡大 

 
（５）日本付近の詳細な予測 

日本付近を対象とした地域的に詳細な気候変

動予測は、日本のいくつかの研究グループが高解

像度大気海洋結合モデルや超高解像度全球大気

モデル、日本付近の地域気候モデルなどを使って

研究を行い、成果をあげている。本レポートでは、

日本付近の詳細な予測結果として、主に気象庁気

象研究所が開発した非静力学地域気候モデル

（NHRCM）により 5km の解像度で力学的にダ

ウンスケーリングした、21 世紀末（2076～2095
年）の予測結果を示している。なお、地域気候モ

デルのもととなる全球予測結果には、SRES の

A1B シナリオにより 20km の解像度で計算した

高解像度全球大気モデル（MRI-AGCM3.2）の結

果を用いている（詳細は気象庁, 2013 を参照）。 
なお、本レポートに掲載されている予測の多く

は、特記のない限りその前提となる温室効果ガス

の排出については単一のシナリオ、そして単一の

気候モデルの結果をもとに記述している。このた

め、用いるシナリオや気候モデルが異なると計算

結果に違いを生じる可能性があることに注意が

必要である。また、降水量等の変化の予測は、気

温に比べて一般に不確実性が大きい。これは、台

風や梅雨前線に伴う大雨等の顕著現象の頻度や

程度は年々の変動が大きいことに加え、空間的な

代表性が小さく、さらに発生頻度が稀であるため

であり、このことについても注意が必要である。 

  

見解一致度は高い
証拠は限定的

見解一致度は高い
証拠は中程度

見解一致度は高い
証拠は頑健

見解一致度は中程度
証拠は限定的

見解一致度は中程度
証拠は中程度

見解一致度は中程度
証拠は頑健

見解一致度は低い
証拠は限定的

見解一致度は低い
証拠は中程度

見解一致度は低い
証拠は頑健

確信度
の尺度

証拠（種類、量、質、整合性）

見
解

の
一

致
度

「可能性」の定義のうち、*が付されているものは、IPCC 
AR4 で付加的に用いられた定義。適切な場合は AR5 でも用

いてよいとされている。 

コラム 8 IPCC の評価報告書における可能性と確信度の表現 
IPCC では、評価結果の「可能性」と、「確信度」を表す用語を、一貫した基準に基づいて使用している。以

下に、IPCC AR5 で用いるために準備され、SREX でも用いられている、「可能性」と「確信度」を表現する

用語を示す (Mastrandrea et al., 2010)。 
「可能性」とは、はっきり定義できる事象が起こった、あるいは将来起こることについての確率的評価であ

る。また、「確信度」とは、モデル、解析あるいはある意見の正しさに関する不確実性の程度を表す用語であ

り、証拠（例えばメカニズムの理解、理論、データ、モデル、専門家の判断）の種類や量、品質及び整合性と、

特定の知見に関する文献間の競合の程度等に基づく見解の一致度に基づいて定性的に表現される。 
 
「可能性」の定義               証拠と見解の一致度の記述およびそれらの「確信度」との関係 

用語 発生する可能性 
ほぼ確実 ＞99％ 

可能性が極めて高い* ＞95％ 
可能性が非常に高い ＞90％ 
可能性が高い ＞66％ 

どちらかと言えば* ＞50％ 
どちらも同程度 33％～66％ 
可能性が低い ＜33％ 
可能性が非常に低い ＜10％ 

可能性が極めて低い* ＜5％ 
ありえない ＜1％ 

 

高 

 

 

 

低 
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２．２．２ 気温 

温室効果ガス濃度の増加に伴い、日本の平均気

温は上昇し、その上昇幅は世界平均を上回ると予

測される。また、平均気温の上昇に伴い、真夏日

や熱帯夜の日数は増加し、冬日や真冬日の日数は

減少すると予測される。 

 
（１）世界の気温 

21 世紀末までの世界平均気温は、温室効果ガ

ス濃度の増加に伴って上昇し続けると予測され

ている（図 2.2.5）。今後 20 年間程度は、温室効

果ガスの排出シナリオによらず、気温は 10 年あ

たり約 0.2℃の割合で上昇するが、その後はシナ

リオごとの差異が顕在化し、21 世紀末には、1980
～1999 年の平均と比較して、B1 シナリオで 1.8℃
（可能性が高い予測幅は 1.1～2.9℃）、A1FI シナリ

オでは、4.0℃（可能性が高い予測幅は 2.4～6.4℃）

と予測されている。 
予測された気温の上昇量の地理的分布をみる

と、温室効果ガス排出シナリオによる分布の差異

は小さく、過去数十年に観測された気温上昇の分

布とも類似している。気温上昇の程度は、陸域と

ほとんどの北半球高緯度で大きい（図 2.2.6）。 
平均気温の上昇に伴い、世界規模で暑い昼や夜

の数が増加するとともに、寒い昼や夜の数が減少

する可能性が高いと予測されている。また、日最

高気温について数十年間に一度しか起こらなか

ったような暑い日の頻度が、21 世紀末にはさら

に増加するとも予測されている。 
 

（２）日本の気温 

日本の平均気温は、世界平均と同様に温室効果

ガス濃度の増加に伴って上昇し続けると予測さ

れている（図 2.2.7）。世界平均と同様に、21 世

紀前半の気温上昇は温室効果ガスの排出シナリ

オによらないが、その後はシナリオごとの差異が

顕在化し、21 世紀末には、1980～1999 年の平均

と比較して、A2、A1B、B1 の各シナリオでそれ

ぞれ 4.0℃、3.2℃、2.1℃上昇すると予測されて

いる。これは、いずれのシナリオでも世界平均気

温の上昇量より大きい。 
地域気候モデルで A1B シナリオについて予測

された気温の上昇量を地域別（図 2.2.8 参照）に

みると、北日本ほど昇温が大きい。これは、世界

平均気温の予測にみられる傾向と同様の傾向で

ある（図 2.2.9）。また、夏季に比べて冬季の昇温

が大きいと予測されている。 

気温の上昇に伴い、冬日や真夏日などの日数が

変化することが予測されている。A1B シナリオ

による予測では、21 世紀末（2076～2095 年）に

は、真夏日や熱帯夜の日数は東日本、西日本、沖

縄・奄美を中心に増加すると予測されている。一

方で、冬日や真冬日の日数は北日本を中心に減少

すると予測されている。（図 2.2.10）。 
 
 

 
図 2.2.5 世界平均気温の上昇量 

実線は、A2、A1B、B1 シナリオにおける複数のモデルによ
る（1980～1999 年と比較した）世界平均地上気温の上昇量
を 20 世紀の状態に引き続いて示す。陰影は、個々のモデル

の年平均値の標準偏差の範囲。橙色の線は、2000 年の濃度を
一定に保った実験のもの。右側の灰色の帯は、6 つの SRES
シナリオにおける最良の推定値（各帯の横線）及び可能性が

高い予測幅。 出典：IPCC、2007a 
 
 
 

 
図 2.2.6 地上気温の上昇量の地理的分布 

1980～1999 年を基準とした、21 世紀末（2090～2099 年）
の地上気温の変化の予測。なお、海面水温の変化は、広域的・

長期的には直上の海上気温の変化と同じと見なせる。複数の
大気海洋結合モデル（AOGCM）によって計算された、SRES 
A1B シナリオでの予測の平均値を示す。出典：IPCC、2007a 
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図 2.2.7 日本の平均気温の予測 

IPCC 第 4 次評価報告書で使われた複数の気候モデルによる

A2、A1B、B1 シナリオでの日本の平均気温の予測結果。各

モデルの格子のうち、日本の陸地が占める割合が 30%以上あ

る格子を選び、それらの格子の値の平均値を各モデルの予測

結果における日本の気温の予測値とした。シナリオごとの平

均値と予測のばらつきの幅（±標準偏差の範囲）を赤、緑、

青の実線と陰影で示す。黒線は日本の平均気温の観測結果（図

2.1.4）。2000 年以前の陰影は過去の再現実験の再現値のばら

つきの幅（±標準偏差）。1980～1999 年の 20 年平均値から

の差で示す。作成：気象庁  
 
 
 

 

図 2.2.8 予測における地域区分 

 

図 2.2.9 地域別の年平均気温の変化 

非静力学地域気候モデル(NHRCM, 解像度 5km）による地域

別の年平均気温の変化予測。棒グラフは 1980～1999 年平均

と 2076～2095 年の差を表わし、縦棒は年々変動の標準偏差

（左：1980～1999 年、右：2076～2095 年）を示す。各地域

の範囲は図 2.2.8 参照。A1B シナリオによる予測結果に基づ

く。出典：気象庁、2013 
 

 
図 2.2.10 地域別の真夏日、冬日日数の変化 

非静力学地域気候モデル(NHRCM, 解像度 5km）による地域

別の真夏日、冬日の変化予測。棒グラフは 1980～1999 年平

均と 2076～2095 年の日数の差を表わし、縦棒は年々変動の

標準偏差（左：1980～1999 年、右：2076～2095 年）を示す。

各地域の範囲は図 2.2.8 参照。いずれも A1B シナリオによる

予測結果に基づく。出典：気象庁、2013  
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２．２．３ 降水量 

世界では、高緯度地域で降水量が増加する可能

性が非常に高い一方、ほとんどの亜熱帯陸域では

減少する可能性が高い。極端な大雨の頻度や総降

水量に対する大雨の割合は、21 世紀中に多くの

地域で増加する可能性が高い。 
日本の年降水量は、21 世紀末には 20 世紀末

に対して平均的に 5％程度増加すると予測され

る。ただし、降水量は予測の不確実性とともに、

年々の変動が大きいことに注意する必要がある。 
１時間降水量 50mm 以上など、極端な降水現

象の頻度の増加が予測される。 
 

（１）世界の降水量 

大気中の温室効果ガス濃度の増加に伴って地球

上のほぼ全ての地域で気温が上昇するのに対し、

降水量は増加する地域と減少する地域がある。地

域ごとにみると、高緯度地域では降水量が増加す

る可能性が非常に高い一方、ほとんどの亜熱帯陸

域では減少する可能性が高いと予測されている。

また、地域によっては、気候モデルによる予測の

ばらつきが大きく、増加するか減少するかはっき

り傾向が見いだせない地域がある（図 2.2.11）。 
降水量は増加する地域と減少する地域があるが、

極端な大雨の頻度あるいは総降水量に占める大雨
の割合は 21 世紀中に世界の多くの地域で増加す
る可能性が高いと予測されている（IPCC, 2012）。 

 

 
図 2.2.11 2090～2099年を対象とする降水量の

相対的な変化率（1980～1999 年が基準） 
SRES A1B シナリオの複数の気候モデルの平均。上図は 12
～2 月、下図は 6～8 月。白色の地域は、変化の符号が一致し

たモデルが 66％に満たない地域、点描の地域は、90％以上の
モデルで変化の符号が一致した地域。出典：IPCC、2007a 

（２）日本の降水量 

日本の年降水量の予測結果は、A2、A1B、B1
のいずれのシナリオでも、21 世紀末には 20 世紀

末に対して平均的に 5％程度増加する傾向を示し

ており、シナリオによる差異はほとんどない。た

だし、降水量については、予測の不確実性ととも

に年々の変動が大きいことに注意する必要がある

（図 2.2.12）。 
 

 
図 2.2.12 日本の年平均降水量の予測 

IPCC AR4 で使われた複数の気候モデルによる A2、A1B、

B1 シナリオの予測結果から算出した日本の年平均降水量の
将来予測を観測結果とともに示す。各モデルの格子のうち、
日本の陸地が占める割合が 30%以上ある格子を選び、それら

の格子の値の平均値を各モデルの予測結果における日本の年
平均降水量の予測値とした。シナリオごとの平均値と予測の
ばらつきの幅（±標準偏差）を赤、緑、青の実線と陰影で示

す。黒線は日本の降水量の観測結果（図 2.1.8）。2000 年以前
の陰影は過去の再現実験の再現値のばらつきの幅（±標準偏
差）を示す。1980～1999 年の 20 年平均値との比で示す。 作
成：気象庁 

 
地域気候モデルで A1B シナリオについて予測

された年降水量の変化を地域別にみると、北日本

で有意に増加すると予測されている（図 2.2.13）。 
また、梅雨期の降水現象の変化に着目して現在

と将来予測を比較すると、西日本における梅雨後

期の降水量が増加するとともに、大雨の頻度が増

加する可能性があると予測している研究結果があ

る（図 2.2.14）。 
 極端な降水現象については、全ての地域で、21
世紀末には、短時間強雨（1 時間降水量 50mm 以

上）の年平均発生回数が増加する傾向が現れてい

る（図 2.2.15）。また、総降水量に対し大雨によっ

てもたらされる降水量は増加する傾向が現れてお

り、総降水量では減少傾向が見られる地域でも、

大雨による降水の寄与分としては増加している
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（図省略）。これは世界全体について予測されてい

る傾向と一致している。 
 
 

 
図 2.2.13 地域別の年平均降水量の変化 

非静力学地域気候モデル(NHRCM, 解像度 5km）による地域
別の年平均降水量の変化予測。棒グラフは 1980～1999 年平
均と 2076～2095 年の差を表わし、縦棒は年々変動の標準偏

差（左：1980～1999 年、右：2076～2095 年）を示す。各地
域の範囲は図 2.2.8 参照。A1B シナリオによる予測結果に基
づく。出典：気象庁、2013 
 

 
図 2.2.14 日降水量の季節変化及び総降水量に占

める大雨の割合の将来予測 
雲システム解像地域気候モデル（解像度 5km）による予測結
果。西日本付近の領域（東経 127-137 度、北緯 30-35 度）に
おける a) 25 年平均日降水量（mm）の季節変化（5 日移動平

均）及び b) 日降水量 100mm 以上の大雨によってもたらされ
る降水量の総降水量に対する割合（%：5 日移動平均）の現
在気候と将来予測の比較。A1B シナリオによる予測結果に基

づく。a)日降水量の変化には、レーダーとアメダスによる観
測結果（点線；1996～2009 年の平均）も合わせて示す。 
 出典：Kanada et al.,2012 を和訳 

 一方で、日本においては年間の無降水日数がほ

とんどの地域で増加すると予測されている（図

2.2.16）。これは気温の上昇に伴って降水イベント

の間隔が延びる可能性が指摘されていることと整

合している。 
これらの極端な降水現象の結果についても、予

測の不確実性とともに年々の変動が大きいことに

注意が必要である。 
 

 
図 2.2.15 地域別の１時間降水量 50mm以上の年

間発生回数の変化 
非静力学地域気候モデル(NHRCM, 解像度 5km）による地域
別の 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数の変化予測。棒
グラフは 1 地点あたりの年間発生回数を表し（灰：1980～
1999 年、赤：2076～2095 年）、縦棒は年々変動の標準偏差
（左：1980～1999 年、右：2076～2095 年）を示す。A1B
シナリオによる予測に基づく。各地域の範囲は図 2.2.8参照。

出典：気象庁、2013 

 

図 2.2.16 地域別の年平均無降水日数の変化 
非静力学地域気候モデル(NHRCM, 解像度 5km）による地域

別の年平均無降水日数の変化予測。棒グラフは 1980～1999
年平均と 2076～2095 年の差を表わし、縦棒は年々変動の標

準偏差（左：1980～1999 年、右：2076～2095 年）を示す。

各地域の範囲は図 2.2.8 参照。A1B シナリオによる予測結果

に基づく。出典：気象庁、2013 
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２．２．４ 降雪量、最深積雪 

日本の降雪量及び最深積雪は、北海道と本州の

内陸の一部地域を除いて減少すると予測される。 

 

日本における降雪量は、ほとんどの地域で減少

すると予測されている。また、最深積雪もほとん

どの地域で減少すると予測されている（図 2.2.17）。 
なお、北海道など一部地域では、降雪量や最深

積雪が増加すると予測されている地域もある。こ

れは各地域における降雪量、気温等の変化が関係

していると考えられる。一般に、気温・海面水温

が上昇すると大気中の水蒸気量は増加すると予

測されており、地球温暖化が進行しても冬季が十

分に寒冷な地域においては、降雪量及び最深積雪

が増加すると考えられる。 
 

２．２．５ 台風 
世界では熱帯低気圧の平均最大風速が強まる

可能性が高いと予測される。日本では、台風の来

襲確率は減少するが、中心気圧の低い台風が接近

する頻度が現在よりも大きくなる可能性がある

との研究結果がある。 
 
 水平格子間隔が細かい高解像度の全球気候モ

デルや、全球気候モデルからダウンスケーリング

した高解像度の地域モデルを用いることによっ

て、現実的な熱帯低気圧の特徴を再現できるよう

になった。これらの複数のモデルの結果に基づき、

世界では熱帯低気圧の平均最大風速が強まる可

能性が高い一方、発生頻度については、世界全体

で減少するか実質的に変わらない可能性が高い

と予測されている（IPCC, 2012）。 

 

 
 

また、高解像度全球気候モデルの予測結果のマ

クロ統計量を用いて、日本沿岸における台風特性

の変化を確率台風モデルにより確率的に検討し

た研究結果がある。この結果によると、地球温暖

化の進行に伴う台風の発生個数、中心気圧と経路

の将来変化を考慮すると、東京湾、伊勢湾、大阪

湾の三大湾への台風来襲確率は減少し、三大湾近

傍を通過する際の台風の最低中心気圧の平均値

は大きく変化しないが、中心気圧の低い台風の頻

度が現在よりも大きくなる可能性があるとされ

た（図 2.2.18、図 2.2.19；東京湾での例）。ただ

し、この予測結果は、気候モデルの不確実性に加

えて、湾スケールでは統計的変動が大きいことに

も注意する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.2.17 降雪量と最深積雪の変化 
非静力学地域気候モデル(NHRCM, 解像度 5km）による地域

別の降雪量と最深積雪の変化予測。棒グラフは 1980～1999
年平均と 2076～2095 年の差を表わし、縦棒は年々変動の標

準偏差（左：1980～1999 年、右：2076～2095 年）を示す。

各地域の範囲は図 2.2.8 参照。いずれも A1B シナリオによる 

 
 
 

 

予測結果に基づく。出典：気象庁、2013 
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コラム 9 極端に強い台風のシミュレーション 

 
台風は日本など東アジア諸国に大きな災害と水資源の両方をもたらしているため、温暖化に伴う台風の

将来変化は人間社会に大きな影響を与える。特に最も大きな強度のクラスの台風がどのくらい強いものに

なるのかは、防災計画や災害リスク管理において大きな問題となる。雲解像モデル（個々の積雲を表現す

ることが可能な詳細な高解像度の気候モデル）を用いた台風シミュレーションでは、21 世紀末頃には現在

では見られない強度まで発達する台風が予測されている。最大風速 67m/s を超えるような極端に強い台風

については、その数と最大強度が顕著に増大するとともに、日本に上陸する直前でも中心気圧が 880hPa
以下、最大風速 70 m/s 以上を維持するものも予測されている。 

 

21 世紀末頃の温暖化気候の条件における極端に強い台風の雲解像モデル（解像度 2km） 
を用いたシミュレーション結果の例 

出典：文部科学省、21 世紀気候変動予測革新プログラム、2012 

図 2.2.19 東京湾への来襲台風の最低中

心気圧の変化 
現在気候（青）及び将来予測（赤：21 世紀末）にお

ける、東京湾近傍を通過する時の台風の最低中心気

圧の確率分布（100 年間の最低値）。A1B シナリオ

による予測。出典：文部科学省、21 世紀気候変動予

測革新プログラム、2010 

図 2.2.18 東京湾への台風来襲数の変化 
現在気候（青）及び将来予測（赤：21 世紀末）に

おける、東京湾に台風が来襲する数の確率分布（100
年間の来襲数）。A1B シナリオによる予測。出典：

文部科学省、21 世紀気候変動予測革新プログラム、

2010 
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２．２．６ 海面水温 

世界の海面水温は、温室効果ガス濃度の増加に

伴って長期的に上昇する。昇温量は、南極海と北

大西洋の一部で最小となる。日本近海の海面水温

も長期的に上昇し、その長期変化傾向は、日本南

方海域よりも日本海で大きいと予測される。 

 
21 世紀末までの世界の海面水温は、温室効果

ガス濃度の増加に伴って長期的に上昇すると予

測されている（図 2.2.6）。その変化量の地理的分

布は、シナリオに依存せず、過去数十年に観測さ

れた分布と類似している。海面水温の昇温量は、

南極海と北大西洋の一部で最小となると予測さ

れている。 
21 世紀末までの日本付近の海面水温は、A1B

シナリオの場合で 100 年あたり 2.0～3.1℃程度、

B1 シナリオの場合で 0.6～2.1℃上昇することが

予測されている。海面水温の長期変化傾向は、日

本南方海域よりも日本海で大きい（図 2.2.20）。 
 

 
図 2.2.20 日本近海の海域平均海面水温（年平

均）の長期変化傾向の将来予測（℃/100 年） 
高解像度北太平洋海洋モデル（NPOGCM） による 1981～
2100 年の将来予測をもとに、一次回帰分析によって求めた
海域別海面水温の 100 年あたりの変化量（℃）。左は A1B シ
ナリオ、右は B1 シナリオによる予測結果を示す。この予測

結果は、単一モデルの二つのシナリオによるものであり、モ
デルやシナリオが異なると計算結果に違いを生じる可能性が
ある。 出典：気象庁、2008 
 
２．２．７ 海面水位 

海面水位は長期的に上昇することが予測され

る。ただし、日本周辺の海面水位については、顕

著に現れる周期的な変動を、予測の不確実性とし

て考慮する必要がある。 

 

（１）世界の海面水位の変化 

世界の気温や水温の上昇に伴い、世界の平均海

面水位は上昇すると予測されている。複数のモデ

ルの予測結果によると、1980～1999 年の平均に

比べ、21 世紀末（2090～2099 年）には、B1
シナリオで 18～38cm 上昇、A1FI シナリオでは

26～59cm 上昇するとされている（図 2.2.21）。
海面水位の上昇には海水の熱膨張が最も寄与し、

陸氷（氷河、氷帽、およびグリーンランドや南極

の氷床など）の融解や流出も寄与するとされてい

る。ただし、この予測には炭素循環の不確実性と

氷床流出の変化の効果が含まれておらず、特に氷

床流出の変化を考慮すると予測は上方修正され

ると考えられることに注意が必要である。 
 

（２）日本近海の海面水位の変化 

海面水位の変化は、海水密度や海洋循環の違い

のため、海域によって大きさが異なり、日本周辺

の海域では北海道東方を除き、世界平均に比べて

5cm～10cm 大きくなると予測されている（IPCC, 
2007a）。 
また、過去 100 年の日本沿岸の海面水位には約

20 年周期の変動が顕著である（図 2.1.14）が、こ

こで示した予測にはこのような周期変動は考慮さ

れていない。従って、日本周辺の海面水位予測に

は、この周期変動の影響も加味する必要がある。 
 
 

 

 

図 2.2.21  21世紀末における海面水位上昇予測 
6 つの SRES シナリオに対する（1980～1999 年を基準とし
た）2090～2099 年の世界平均海面水位上昇とその内訳の予
測。不確実性は 5～95％の範囲を表し、モデル結果の広がり

に基づき、炭素循環の不確実性を含まない。出典：IPCC、
2007a 
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コラム 10 RCP シナリオを用いた予測  

IPCC AR5 では、SRES シナリオに代わる気候変動予測のための新たなシナリオとして、RCP
（Representative Concentration Pathways; 代表的濃度経路）シナリオを用いた気候予測の結果が示さ

れる予定である。 
RCP シナリオは、政策的な安定化を前提とし、将来どのような濃度に安定化させるかという考えに基

づいた 4 つの温室効果ガス濃度に対応した排出シナリオである。シナリオは大気中の温室効果ガスの濃

度が放射強制力に与える影響の大きさをもとに特徴づけられ、それぞれ RCP8.5（高位参照シナリオ）、

RCP6.0（高位安定化シナリオ）、RCP4.5（中位安定化シナリオ）、RCP2.6（低位安定化シナリオ）と呼

ばれ、産業革命以前と比較した今世紀末の放射強制力の目安がそれぞれ 8.5W/m2、6.0W/m2、4.5W/m2、

2.6W/m2となるシナリオに対応している（下表）。下左図（上）は、RCP シナリオにおける二酸化炭素濃

度の推移を示している。下左図（下）は、二酸化炭素濃度が下左図（上）のようになるには化石燃料から

の排出量がどれだけとなるかを、複数の地球システムモデルによって逆算した結果である。このような評

価を行うことが、RCP シナリオの重要な使い方の一つである。下右図は、RCP の 4 つのシナリオの複数

のモデルによる全球平均気温の上昇量の予測結果である。2100 年時点での全球平均地上気温の上昇量は

1986-2005 年平均と比較して、RCP2.6 で 1℃程度、RCP8.5 で 4℃程度という結果となっている。 

 

RCPシナリオの概要 出典：IPCC、2007b より作成 

名称 産業革命以前と比較した 
放射強制力の目安 

2100 年における各種の温室効果ガス濃

度(二酸化炭素濃度に換算） 濃度の推移 

RCP8.5 
（高位参照シナリオ） 2100 年において 8.5W/m2を超える 約 1,370ppm を超える 上昇が続く 

RCP6.0 
（高位安定化シナリオ） 2100 年以降約 6.0W/m2で安定化 約 850ppm（2100 年以後安定化） 安定化 

RCP4.5 
（中位安定化シナリオ） 2100 年以降約 4.5W/m2で安定化 約 650ppm（2100 年以後安定化） 安定化 

RCP2.6(RCP3-PD) 
（低位安定化シナリオ） 

2100 年以前に約 3W/m2でピーク、 
その後減少、2100 年頃に約 2.6W/m2 

2100 年以前に約 490ppm でピーク、 
その後減少 ピーク後減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二酸化炭素濃度シナリオ（上）とそれぞれの濃度に対応 

する化石燃料からの二酸化炭素排出量（下） 

下図の細線は個々の地球システムモデルによる逆算の結果、太線は複数のモデルの平均を示す。参考のため、RCP シ
ナリオでの排出量（社会経済シナリオと簡略炭素循環モデルを含む統合評価モデルにより算出）を破線で示す。 
出典：Jones et al.、2013 から 1900 年以降を抜粋、和訳 
 

 

 

 

 

 

 

 

1986-2005年平均を基準とした世界平均気温の上昇量（℃） 
陰影は個々のモデルの年平均値の標準偏差の範囲、括弧内の数
字は平均に用いたモデルの数を表す。出典：Knutti and 
Sedláček、2012 
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第３章 気候変動による影響 

前章では、世界各国や日本でこれまでに観測さ

れている気候変動の現状と将来予測について述

べた。この章では、その結果既に生じている影響

と、将来起こりうる影響の予測について、各分野

の最新の知見を踏まえながら解説する。 

気候変動による影響には、気温の上昇量に応じ

て徐々に大きくなるものと、ある閾値を超えると

急変をもたらすものがある。後者には、海洋大循

環の停止、グリーンランドや西南極の氷床の不安 

 
定化による数ｍ以上の海面上昇などの可能性が

挙げられている（コラム 11 参照）。 
本章では、気候変動がもたらす世界及び日本へ

の影響の全体像や、各分野・地域での影響につい

て示す。なお、影響の予測結果は、気候変動予測

シナリオや予測期間によって異なるため、できる

だけこれらも合わせて示すことにした。また、予

測結果を見る際には、気候予測や影響評価自体の

不確実性の影響があることも留意する必要があ

る。 

コラム 11 気候システムの急変～「ティッピング・ポイント」とは？ 

 
 「ティッピング・ポイント（tipping point）」とは、少しずつの変化が急激な変化に変わってしまう転

換点を指す用語である。気候変動についても、あるレベルを超えると、気候システムにしばしば不可逆性

を伴うような大規模な変化が生じる可能性があることが指摘されており、地球環境の激変をもたらすこの

ような事象は、「ティッピング・エレメント」と呼ばれている。現在指摘されているティッピング・エレ

メントの例としては、下記のようなものがある。こうした変化については、現時点では未解明な部分も多

く、さらなる研究が必要であるが、その潜在的な深刻さについては認識しておくことが重要である。 
 
◆海洋深層大循環の停止 

 海洋深層大循環とは、北大西洋のグリーンランド沖や南極周辺で低温・高塩分のために密度の高い海水

が深層まで沈み込み、2000 年ほどかけて世界の海洋を一周する流れである。気候変動により海水温が上

がることと、高緯度での降雨の増加等によって海水の塩分が下がることで、北大西洋の海水の沈み込みが

止まり、海洋深層大循環全体が停止する可能性が指摘されている。その結果、北大西洋の暖流が高緯度ま

で来なくなって、ヨーロッパ全体が寒冷化する等、世界全体の気候に影響する恐れがある。これまでの研

究では、21 世紀のうちに循環が弱まる可能性は非常に高いものの、循環そのものが停止してしまう可能

性は非常に低いと考えられている。 
 
◆グリーンランド及び南極における氷床の不安定化 

 グリーンランドと南極において、最近 10 年の氷床の質量が過去に比べて明らかに減少してきたことが

報告されている。グリーンランドの氷床については、夏季における氷の融解により、地表面での日射の反

射率が低下してより日射を吸収しやすくなることと、雪氷の表面高度が下がって表面気温が高くなること

により、融解をさらに促進するフィードバックがあるため、気候が一定以上温暖となる状態が続くと氷床

の融解が急激に進むと考えられている。ただし、それには数百年～数千年かかると見積もられており、そ

の間に再び一定以下の気温に下げられれば氷床の不安定化は止めることができる。一方、南極では、氷床

から突き出た棚氷が切り離されたり、氷床の底が融けて潤滑油のような働きをしたりすることで、流出が

加速すると考えられている。特に南極の西側全体は、氷床の底が水深数百メートル以上の海中にあるため、

ひとたび氷の後退が始まると海底と氷床の間に海水が入り込み、浮力が働くことで後退がさらに加速する

可能性があるが、メカニズムが複雑なためさらなる研究が必要である。 
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図 3.1.1 気候変動によって各地域・分野で予測される影響の事例 

吹き出しが複数色で着色されているものは、分野にまたがって影響が現れることを示す。 
出典：IPCC、2007a（AR4 表 SPM.2.）と江守ら、2012 の記述をもとに作成 
 
３．１ 気候変動の分野別影響（世界） 

 

 気候変動の影響は、世界の様々な場所で、水環

境・水資源、水災害・沿岸、自然生態系、食料、

健康や、国民生活・都市生活といった、複数の分

野に現れる。図 3.1.1 は、世界において将来生じ

ると予測される影響の例を分野別に示したもの

である。 
 水資源分野では、熱帯・亜熱帯の乾燥地域で現

在よりさらに降水量が減り、水資源量が減少する

と予測されているほか、小島嶼や海岸沿いの地域

では、海面上昇に伴い塩水が地下水に混入する恐

れがある。水災害分野では、豪雨が増加して洪水

のリスクが増大する地域がある一方、渇水の期間

が長期化する地域もあるという予測がある。また、

海面上昇などにより沿岸域で高潮被害のリスク

に曝される人口が増加すると予測されている。自

然生態系の分野では、サンゴの白化等気温・水温

上昇によって生物に直接的な影響が現れる。また、

生息適地の移動に追随する能力が異なるため、植

物とその授粉を行う昆虫の共生関係が崩れると

いった、生態系構造の変化が生じる可能性がある。

食料の分野では、地域によって作物の生産力の低

下が予想されているだけでなく、病害虫による被

害も変化すると考えられている。人間の健康につ

いては、気温の上昇による熱関連疾患の増加や感

染症の拡大が懸念されている。また経済活動や日

常生活に対しても、例えば農産物の価格上昇や冷

暖房に用いるエネルギー需要の変化があると考

えられる。気候変動は、気温や降水量といった基

本的環境条件を変えるため、影響が様々な分野に

連鎖的に波及する。さらに、高齢化や都市化の進

展、土地利用の変化といった他の要因とも重なり

合って、より深刻な影響が現れる場合もあること

に注意が必要である。 
 こうした影響の中には、過去に予測されていた

ものが既に顕在化している事例もある。例えばオ

ーストラリアやサヘル地域では干ばつの強度の

増加が見られるほか、ヨーロッパでは暑熱関連の

死亡者数が増加している96) 102)。また一部の生態

系でみられる在来種の置き換えは、気温上昇が影

響している可能性が高い102)。 
図 3.1.2 は、世界平均気温の変化に伴う各分野

の影響の変化予測を示している。気温の上昇に応

じて、様々な影響が顕在化したり、影響の及ぶ範

囲がより拡大していくものと予測される。

水環境・
水資源

健康食料
水災害・
沿岸

自然生態系
国民生活・
都市生活

気温上昇等による

作物生産力の低下、
栄養状態の悪化

（低緯度地域で顕著） 干ばつによる作物の減収、
国際的な食糧需給への影響

（南米・豪州など）

海面上昇による沿岸災害の増加と
海岸浸食、地下水への塩水混入

（小島嶼など）

ピーク流量増による

洪水頻度の増大、沿岸域
での高潮被害増加

（アジアデルタ地帯など）

高水温等によるサンゴの
白化、観光業への影響
（熱帯・亜熱帯地域）

感染症媒介生物の

生息域変化・感染拡大
（特に途上国で影響大）

降水量減少等による

水資源賦存量減、水力発電
ポテンシャルの低下
（ヨーロッパ南部など）

熱波等による熱関連死亡
の増加（北欧・北米など）

氷河後退等にともなう
安定的水資源の減少、
大規模な生物種の喪失

（山岳地域等）
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図 3.1.2 世界平均気温の変化に伴う影響の事例 
黒い線は影響間のつながりを表し、点線の矢印は気温上昇に伴い継続する影響を示す。文章の左端がその影響が出始めるおおよ
その気温上昇のレベルを示すように、事項の記述が配置されている。下の図の点及び帯は、6 つの SRES シナリオにおける 2090
～2099 年についての最良の推定値及び可能性が高い予測幅（最良の推定値の-40～+60%の幅）である。気温変化は、1980～1999 
年の期間との差として表されている。1850～1899 年の期間に対する変化を表す場合には、これに 0.5℃を足す。 
出典：IPCC、2007a 

 

 

 

 

緩和策を考慮しないシナリオ（SRESシナリオと呼ばれる）における 1980～1999年に対する 2090～2099年の気温上昇予測 
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コラム 12 海外での極端な気象・気候現象と日本に及ぼす影響 

 

 気候変動によって、熱波や干ばつ、大雨といった極端な気象・気候現象が出現する可能性が高くなる

と予測されており、そういった現象に伴って世界各国で生じた被害が、日本に暮らす私たちにも間接的に

影響を及ぼす恐れがある。 
 例えば 2012 年、アメリカ・カナダは広範囲で厳しい干ばつに見舞われた。特にとうもろこしの収穫量

が大きく減少したことから、他の作物も収穫量が減少するとの見通しが生じ、とうもろこし・大豆の国際

価格は、8 月～9 月にかけて史上最高値を記録した。これによって飼料産業にも影響が波及したほか、そ

れに付随する形で小麦の価格も上昇した。日本における消費者への影響は限定的であったものの、一部作

物の輸入価格が値上げされ、特に飼料価格の高騰は畜産農家にとって大きな負担となった。 
また 2011 年には、インドシナ半島で平年より降水量の多い状況が雨季を通して長期間継続したことに

伴って、タイでは大規模な洪水が発生し、タイに進出している各国企業にも大きな打撃を与えた。タイに

工場を有している日系企業も、製造拠点が浸水して多大な経済的被害を受けたほか、現地で生産していた

ハードディスクドライブなどの電子部品の供給不足や製品価格の上昇が日本でも見られた。 
経済のグローバル化や、我が国が多くの食料品を海外から輸入している状況を考えると、海外における

気候変動の影響は、決して私たちと無関係ではない。 
 

 

農産物の需給への影響が懸念された 2012年の気象状況 

出典：農林水産省、2012 をもとに作成 
 

少雨・凍害

少雨・凍害

低温・少雨

高温・少雨

高温・少雨

【ウクライナ及びロシア・カザフスタン】
小麦、大麦等：1～2月の凍害および

春以降の高温・少雨

【EU】
冬小麦、冬なたね：ドイツ、スペイン等で

1～2月の降雨不足及び凍害、
イギリスで8月以降の降雨過多

とうもろこし：EU南東部で7月以降の少雨

【オーストラリア】
小麦、大麦、なたね：

西部で7月以降低温・少雨

【アメリカ】
とうもろこし、大豆：

コーンベルトで6月以降
からの高温・少雨

【カナダ】
なたね：7、8月からの

高温・少雨
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３．２ 日本における気候変動の影響 

３．２．１ 各分野への影響とその捉え方 

 

 気候変動の影響は、日本でも既に現れ始めてお

り、今後様々な分野で拡大するとみられている。 
 図 3.2.1は、日本の年平均気温の変化に伴って、

各分野で予測される影響を整理したものである。 
水資源については、いくつかの地域で将来、河

川流量が減少する可能性が高く、また源流域の積

雪量の減少により水資源が減少し、渇水リスクが

増す恐れがある。一方で渇水リスクは、水の需給

構造にも依存するため、影響の受けやすさは地域

差が大きい。 
人的あるいは家屋等への被害を及ぼす水災害

では、様々な地域で豪雨等の災害外力が治水安全

度等の防災力を上回る可能性が現状より高くな

る。また、洪水氾濫や斜面崩壊の発生確率の増加、

海面上昇等による高潮被害人口の増加が予測さ

れている。 
食料については、長期的には被害リスクが拡大

する一方で、地域によっては、短期的には収量の

増加や新しい作物の導入など好ましい影響も存

在する。 
自然生態系の分野では、ブナ林やサンゴの分布

適地の減少が予測されている。ただし、生態系の

分布域の変化には他の要因も作用するため、気候

変動の寄与がどの程度であるかを特定すること

は難しい。また、生物種によって適応能力には差

があるため、生態系の中でこれまで成り立ってい

た共生関係が崩れたりする可能性がある。 
健康分野では、熱ストレスによる死亡リスクの

増加や、感染症を媒介する生物の生息可能域の拡

大などが予測されている。 
 予測されている気候変動の影響を見るときに

は、以下に示すように留意すべき点がある。 
1 つ目は、気温上昇や降水量の変化といった気

候変動の予測は、想定する温室効果ガス排出シナ

リオや使用する気候モデルによって変化の大き

さに幅があり、予測に不確実性を伴うという点で

ある。気候予測の条件の違いによって影響予測に

も差が出るため、どのような排出シナリオの下で

の予測なのかなどに注意が必要である。 
2 つ目は、各分野における影響は必ずしも気候

変動のみによって引き起こされるものではない

という点である。例えばある場所における生態系

の変化は土地利用の改変などの要素にも大きく

影響を受ける。 

 
3 つ目は、影響の現れ方は、外力を受ける側の

特性によって大きく異なるという点である。災害

のリスクは生じる気象現象の激しさだけではな

く、影響を受ける分野の曝露14や脆弱性15にも依

存する。例えば、渇水リスクや水災害は、関連す

るインフラの整備状況等にも左右されるほか、同

じ量の雨が降っても、治水安全度の高い地域と低

い地域、人口の集中地帯とそうでない地域では、

受ける被害の大きさは変わってくる。 
このように、影響予測には様々な不確実性があ

るが、気候変動のもたらすリスクを把握するため

には、これらの不確実性を含めて、起こりうる影

響を予測することが不可欠である。また、現在起

こりつつある影響や将来の影響に対しては、予防

的な対応という考え方が重要であり、そうした予

防的適応策の立案のためには、リスクの高い事柄

について、あらかじめ把握し、考慮しておくこと

が不可欠である。さらに、地域特性に応じた適応

策を考えるうえでは、地域毎の影響予測が重要で

ある。なお、こうした地域別の影響評価をより詳

細に行うために、気候予測のダウンスケーリング

（第 2 章参照）の取り組みも進められている。 
以下の 3.2.2~3.2.7 では、各分野における気候

変動の影響の現状と将来予測についての知見を

示す。分野によって調査・研究の進展の違いがあ

るが、いずれの分野でも、現在までに得られてい

る最新の知見に基づいて、なるべく体系的に示す

ように整理した。 

                                                      
14 曝露：悪影響を受ける可能性がある場所に、人々、生計、
環境サービス及び資源、インフラ、あるいは経済的、社会的、
文化的資産が存在すること。例えば洪水被害を受ける場所に
人口が集中している場合、曝露の度合いは大きくなる。 
 
15 脆弱性：悪影響を受けてしまう傾向あるいは素因。そのよ
うな素因は影響を受ける要素の内的特性から成っており、災
害リスクの分野では、自然現象による悪影響を予測し、悪影
響に対処、抵抗し、悪影響から立ち直る能力に影響する個人
／集団の特性およびその人たちが置かれている状況の特性の
ことを言う。例えば地盤が弱い場所ほど、大雨に対する脆弱
性が高いと言える。 
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図 3.2.1 日本における平均気温変化に伴う影響の事例 
矢印は気温上昇に伴い影響が継続することを示す。文章の左端がその影響が出始めるおおよその気温上昇のレベルを示すように、
事項の記述が配置されている。出典：温暖化影響総合予測プロジェクトチーム、2009 をもとに作成 
  

1981～2000年に対する日本の年平均気温の変化

1℃ 2℃ 3℃ 4℃ 5℃

水環境・水資源

水資源

水質

水災害・沿岸

河川

沿岸

自然生態系

森林

沿岸生態系

食料

農業

水産業

暑熱

感染症

健康

暮らしと家計

季節と文化

国民生活・都市生活

最終整備目標を
超える洪水が起こる
年確率の変化

河川流量の減少による渇水の深刻化
／積雪量の減少に伴う水資源の減少、渇水リスク増加

河川・湖沼・ダム湖等の水温上昇、水質変化

1.5倍まで増加の恐れ
（A1FIシナリオでの予測）

３大湾の海抜
ゼロメートル地帯の
面積の拡大

ブナ林の分布適地減少と
アカガシの分布拡大

ブナ林
39％減少

ブナ林
68％減少

サンゴの白化・分布適域の減少

緩和策を考慮しないシナリオにおける
1980～1999年に対する2090～2099年の
日本の気温上昇予測

A2

A1B

B1

（6.4℃）

コメ収量の変化
（現状を1とする）

1.03に
向上

0.99に
低下

0.95に
低下

回遊魚の生息域変化、海水魚の小型化の可能性

熱ストレス
死亡リスク

1.6倍
に増加

2.2倍に
増加

3.7倍に
増加

ヒトスジシマカ、ネッタイシマカの分布可能域拡大

輸入食料等の価格変動による影響を受ける可能性

スキー場の積雪深減少、砂浜の後退
等によるレジャー機会の減少

1.8～4.4倍に増加
（A1Bシナリオでの予測）

（6.0℃まで）
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図 3.2.2 水環境・水資源分野における気候変動の影響 出典：国土交通省、2008a をもとに作成 

 

 

３．２．２ 水環境・水資源 

 

気候変動が水環境・水資源に及ぼす影響として

は、降水特性の変化や、気温・水温の上昇、海面

上昇などを通じた、河川流量の変化、水質の悪化、

地下水の塩水化などが挙げられる。これらによっ

て、飲料水や農業・工業用水等の利用に悪影響が

及ぶ可能性があるほか、生態系にもその影響が波

及する恐れがある。（図 3.2.2） 
 

（１）現状 

①渇水・水量変動 
第 2 章（図 2.1.8）で述べたように、降水につ

いては 1970 年代以降、多雨の年と少雨の年の降

水量の変動の幅が大きくなっている。図 3.2.3は、

1991～2010 年の渇水状況を表したものであり、

四国地方を中心とする西日本、東海、関東地方で

渇水が発生している。特に渇水が多発している四

国の吉野川では、ダムを計画した際の基準年の降

水量を下回る年が最近 20 年間で 8 ヶ年となって

いる（図 3.2.4）。また年降水量の変動が大きくな

っており、無降雨・少雨が続くこと等により給水

制限が実施された年が 6 ヶ年にのぼっている。こ

のように、降雨形態の変化により、ダム等の水資

源施設を計画した時点に比べて、近年では必ずし

も十分な水供給ができていない状況にある。 

 

 

 

 

 図 3.2.3 1991～2010年における渇水の状況 
(注) 1. 国土交通省水資源部調べ。2. 1991 年から 2010 年の

間で、上水道について断水・減圧給水のあった年を渇水が発
生した年として年数を図示したもの。3. 都道府県ごとに流域
界や市区町村の行政界を考慮してエリアを分割。出典：国土

交通省、2011a 

蒸発散量増加 気温上昇 水温上昇 海水の熱膨張

年降水量の変動増大・
降水パターンの変化

積雪量の減少・
融雪の早期化

水田・稲・農地・作物
からの蒸発散量増大

稲作時期の変更

飲料水等の
需要拡大

水源地の
水循環停止

植物プランク
トンの増殖

生態系の
変化

海面の上昇

気 候 変 動

極端な少雨の
発生

渇水の発生
頻度の増加

河川流量の減少土砂の流出

豪雨の発生
頻度の増加

重金属、栄養
塩類の溶出

異臭味・
ろ過障害

塩水の地下水
位上昇

塩水の
河川遡上

濁水の発生に
よる水質悪化

河川流出量の減少・
流出時期の早まり

水需要時期変化・
水需要の増大

水質の
悪化

地下水の
塩水化

河川取水
障害
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図 3.2.4 吉野川水系における年降雨総量の経年変化 

注 1.「ダム計画時点の対象期間」とは、ダムを計画する際に用いた水文データの対象期間である。 
注 2.「計画年の降水量」とは、ダムを計画した際の基準年の降水量である。 
注 3. 図中の数字は、最近 20 年間に給水制限が実施された年を示す。出典：国土交通省、2010a 

コラム 13 日本の 1人あたり水資源量 

 
 日本は、降水量が多く「水に恵まれた国である」と考えられることが多い。しかし、水資源が十分に存在す

るかどうかは、需要と供給の相対的なバランスによって決まるものである。日本は人口密度が高いため、1 人

当たりの降水量や水資源賦存量（降水量から蒸発散量を差し引いた値）は、必ずしも他国に比べて豊富にある

わけではない（左図）。 
 また日本国内でも、水需給の逼迫度合いが地域によって異なる（右図）。1 人当たりの水資源賦存量は、人

口密度を反映して関東臨海部で極めて少なく、北海道や山陰、南九州ではその 20 倍以上となっている。日本

では、他地域の水資源を利用して水資源供給を安定させる手段を確保しているため、普段は水不足を感じるこ

とは少ない。しかし、気候変動によって渇水リスクが増す可能性を考えると、必ずしも水資源自体が無限に存

在するものではないこと、また都市部では水の自給自足は難しいことを理解しておくべきである。（参考：沖、

2012） 

  

左図：世界各国の 1人当たり降水量と水資源賦存量 
注）1. FAO（国連食糧農業機関）「AQUASTAT」の 2012 年 4 月時点の公表データをもとに国土交通省水資源部作成。 2.
「世界」の値は「AQUASTAT」に「水資源量[Water resources: total renewable (actual)]」が掲載されている 177 カ国に

よる。出典：国土交通省、2012a 
右図：日本国内各地域の 1人当たり降水量と水資源賦存量 

注）1. 国土交通省水資源部作成。2. 人口は総務省統計局「国勢調査」（2010 年）。3. 平均降水量は 1976 ~2005 年の平均
で、国土交通省水資源部調べ 4. 渇水年とは 1976 ~2005 年において降水量が少ない方から数えて 3 番目の年。5. 水資源賦

存量は、降水量から蒸発散によって失われる水量を引いたものに面積を乗じた値で、平均水資源賦存量は 1976~2005 年の
平均値で、国土交通省水資源部調べ。出典：国土交通省、2012a 
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②水温・水質変化 
全国の公共用水域（河川・湖沼・海域）の過去

約 30 年間の水温変化を調べたところ、4,477 観

測点のうち、夏季は 3,244 地点（72％）、冬季は

3,654 地点（82％）で水温の上昇傾向が認められ

た。水温変化は、様々な自然的・人為的要因が関

係するが、気温変化もその一因であると考えられ

る22)。 
水温の上昇に伴う水質の変化も指摘されてい

る。例えば、年平均気温が 10℃を超えるとアオ

コの発生確率が高くなる傾向があることが報告

されており36)、水環境や水資源に悪影響を及ぼす

と考えられる。また、湖などの循環への影響も指

摘されている68)。滋賀県の琵琶湖では、冬季には

通常表層水の冷却と融雪水の流入によって湖水

の全循環が起こり、深層にも酸素が供給される。

しかし、暖冬となった 2007 年は、例年 2 月頃に

起こる全循環が 3 月下旬まで起こらず、湖底付近

まで十分な酸素が届かない状態が長く継続した。

溶存酸素濃度が低いと、富栄養化の原因となるリ

ンが湖底から溶出しやすい状態となるため、水質

が悪化したり、湖内の生態系にも悪影響を及ぼす

恐れが指摘されている（図 3.2.5）。 
 

 

図 3.2.5 湖における全循環とその変化 

出典：国土交通省、2008a をもとに作成 

 

（２）将来 

①渇水・水量変動 
気候変動に伴う将来の日本付近の降水量変化

については、まだ不確実な部分が多いものの、無

降水日数の増加（第 2 章 図 2.2.16）や積雪量の

減少（第 2 章 図 2.2.17）による渇水の増加が予

測されている。図3.2.6は、全国の年超過確率1/10
渇水流量（コラム 14 参照）の将来増加比を予測

した研究例である。これによると、北日本と中部

山地以外では、河川の流量が減少し渇水が深刻に

なる恐れがある。また、河川の源流域において積

雪量が減少すると、融雪期に生じる最大流量が減

少するとともに、そのピーク時期が現在より早ま

ることが想定される（図 3.2.7）。これにより、需

要期における河川流量が減少すると考えられる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 3.2.6 年超過確率 1/10に対応する渇水流量

の変化比率（21 世紀末） 
気象研究所全球気候モデル（MRI-AGCM 20km）、SRES A1B
シナリオを利用（SRESシナリオについては 2.2 節（１）気

候変動予測と将来シナリオを参照）。現在気候（1979-2003
年）に対する 21 世紀末（2075-2099 年）の変化比率を示す。
なお、台風の到来頻度が変化することが渇水流量変化の大き

な要因と考えられるが、台風到来頻度が元々相対的に少ない
東海・関東以北では、不確実性がやや大きい点に留意が必要
である62)。出典：立川ら、2011 

コラム14 「年超過確率1/100の現象」とは？ 

 
しばしば耳にする「100 年に 1 度の現象」とい

う言い方は、誤解を招きやすい表現であり、正確

には「年超過確率 1/ 100 の現象」を意味する。例

えば洪水の場合、そのような洪水現象が「100 年

に 1 度の頻度で生じる」ということではなく、「そ

の規模を超える洪水現象が発生する確率が毎年

1％ある」という意味である。このため、「100 年

に 1 度の洪水現象」が 1 年に複数回発生する場合

もあれば、100 年を超えて発生しない場合もあり

得る。 
防災分野では、このような「年超過確率○○」

の大雨や洪水を想定して防災計画が作成されてい

ることが多い。しかし仮にこのような大雨が頻繁

に続く場合は、以前とは気候が変化している可能

性があり、その想定を再検証する必要がある。 
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図 3.2.7 少雪化に伴う河川流量と 

ダム貯留量の変化 
積雪量の減少及び融雪水の早期流出により、春先（4～5 月）
の河川流量が減少する。また、満水状態に達して貯留されず

にそのまま下流に放流される「無効放流」も発生する。 
出典：国土交通省、2008a 
 
 
②海面水位上昇 

気候変動に伴い、長期的に世界の海面水位が上

昇すると予測されている（第 2 章 2.2.7 海面水位

参照）。一方、日本周辺の海面水位は、周期的変

動が顕著で、かつ海域によって変化の大きさが異

なる。海面上昇に伴う島嶼や沿岸での地下水への

塩水浸入54), 79)は、土地利用の変化など他の要因

と合わせて起こることが指摘されているが119)、

離島などで地下水を飲料水や農業用水などに利

用している地域では、利用可能な水量が減少する

恐れがある。また、河川への塩水の遡上により、

勾配が緩やかな河川においては、河川水の利用が

困難になる恐れがある。 

 
③水温・水質変化 

気候変動が水温・水質等に及ぼす影響要因と相

互の関連は非常に複雑であり、影響発生の有無、

頻度、程度を正確に予測することは困難であるが、

環境省(2013)によれば、現在気候（1973~2003）
から将来気候(2030~2039)にかけて平均気温が

約１℃上昇した場合、年平均水温は、雄物川（秋

田県）では約 0.3℃程度上昇、琵琶湖では表層で

1.1℃～1.3℃程度上昇し、湖水の全循環不全やそ

の影響による下層の溶存酸素濃度の低下等が予

測されている。 
 

３．２．３ 水災害・沿岸  

  

気候変動の影響でリスクが増大しうる水災害

としては、大雨の頻度増大による河川の洪水、内

水氾濫や土砂災害と、海面水位の上昇や台風の強

大化による高潮等の浸水害が挙げられる。また、

これまでになかったような強い雨による災害の

発生も懸念される。 

 

（１）現状 

①大雨災害 
第 2 章（図 2.1.10、コラム 6）でも述べたよう

に、大雨については、日降水量 200mm 以上の日

数は増加傾向にあり、時間降水量 50mm 以上の

発生回数も近年増加傾向が明瞭である。 
宅地等の浸水面積の経年変化（図 3.2.8）でみ

ると、年毎の変動はあるものの減少傾向が見られ

る。こうした被害の減少は、治水対策や下水道等

の整備による都市浸水対策等が進められてきた

ことも大きな要因である。ただし、大河川におい

ては年超過確率 1/30～1/40 程度、中小河川にお

いては年超過確率1/5～1/10程度の規模の降雨に

対して防御する計画となっているが、防御されて

いる区域の割合は約 63％であり47)、このような

計画上の治水安全度は、現在の気候における大雨

に対しても充分なものとはなっていない。 
また、浸水面積は減少している一方で、氾濫域

への資産集中が進んだため、浸水面積あたりの被

害額は増加傾向にあり、ひとたび氾濫が起きた場

合には被害が深刻化する傾向にある。さらに近年、

都市部において大雨による内水氾濫16が頻発し、

人口や都市機能の集積した地区等において、毎年

甚大な浸水被害が発生している。したがって、気

候変動による大規模洪水や内水氾濫の発生頻度

が上昇すると、現状よりも被害額が大幅に増大す

るおそれがある。 
 
 
 
 

                                                      
16 内水氾濫：市街地などに降った雨を下水道や排水路だけ

では流しきれなくなり、建物や道路などが水につかってしま

う現象。 
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図 3.2.8 日本の気象災害による宅地等の浸水面積（青線）と浸水面積当たりの被害額（赤線）と
一般資産被害額（棒グラフ）の経年変化 出典：国土交通省水管理・国土保全局、2011c より国土交通省作成             

コラム 15 近年における水災害事例 

 近年の短時間強雨や台風による被害事例を示す。こうした気象災害の一つひとつは気候変動と直接に

関係を論ずることはできないが、気候変動に伴ってその発生頻度や強度が変化する可能性がある。 
◆近畿地方での局地的大雨（2008年 7月 28日） 

兵庫県南部で発生した積乱雲により、都賀川（神戸市）流域周辺では、特に 14 時 40 分からの 10 分間
は強烈な降雨となった。都賀川甲橋水位観測所の水位は、わずか 10 分程度で 1m 以上も上昇した。河川
敷にいた市民が水に流され、児童を含む 5 名が亡くなった。降り始めから約 15 分後のことであった。 

  
神戸市都賀川（甲橋水位観測所）における雨量・水位データ（左）、モニタリングカメラ画像（右）  

提供：国土交通省 第１回中小河川における水難事故防止検討ＷＧ兵庫県説明資料より 
 
◆台風第 12号による被害（2011年 8月～9月） 

2011 年の台風第 12 号は大型で動きが遅かったため、8 月 30 日～9 月 6 日に西日本から北日本にかけ
て、広い範囲で記録的な大雨となった。紀伊半島の一部では解析雨量*で 2,000mm を超え、熊野川では
観測史上最大の流量を記録した。土砂災害、浸水、河川のはん濫等により死者 81 名、行方不明者 16 名
となり、北海道から四国にかけて床上・床下浸水、田畑の冠水、鉄道の運休など交通障害が発生した。 

*解析雨量：気象レーダーとアメダス等の雨量計観測値を組み合わせて、雨量分布を細かく解析したもの 

 
台風第 12号による雨量（左）、三重県南牟婁郡紀宝町 熊野川の越水状況（右） 

出典：統一河川情報システム／国土交通省、2012b 

（１４：５０）
１．０１ｍ

（１４：４０）
－０．３３ｍ

10分間雨量(mm)

水位(m)

１４：５０ 水位：１．０１m１４：４０ 水位：－０．３３m

2000mm

注１）値は過去５箇年の平均値である。 

注２）一般資産被害額及び水害密度には、 

営業停止損失を含む。 

注３）価格は平成１２年価格である。 
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図 3.2.9 流域別の豪雨量倍率（RCM5 後期）（上）、

流域別の氾濫可能性倍率（RCM5後期）（中央）、

豪雨量倍率と氾濫可能性倍率（下） 
SRES A1B シナリオを利用。倍率は将来気候（2075～2099）
の氾濫発生確率を現在気候（1979～2003）の氾濫発生確率で
割ったものの中央値。提供：国土交通省 
 

（２）将来 

①大雨災害 

図 3.2.9 は、全国の１級河川 109 水系における

年最大流域平均雨量17の変化率（以下、豪雨量倍

率とする）と、河川の最終整備目標を超える洪水

が起こる年確率の変化率（以下、氾濫可能性倍率

とする）を分析した研究例である。これによると

両変化率ともに全国で増加しているが、氾濫可能

性倍率の増加率（約 1.8～4.4 倍）の方が、豪雨

量倍率の増加率（約 1.1～1.3 倍）よりも大きく

なっている。これは、豪雨の増加割合よりも、治

水施設の能力を超える河川流量の増加割合の方

が大きくなることが多いため、それに伴い氾濫発

生の恐れも高まることによる。 

 

②斜面崩壊 

図 3.2.10 は、現在に比べて 2050 年と 2100 年

で、都道府県別に斜面崩壊の発生確率がどの程度

変化するかを予測した研究例である。関東北部か

ら東北南部、東北日本海側から北陸地方を中心に、

斜面崩壊確率の上昇が見込まれている。 

 
図 3.2.10 斜面崩壊発生確率の増加量 

現在気候（1971-2000 年）に対する 2050 年期（2046-2065
年）、2100 年期（2081-2100 年）の増加量。斜面崩壊発生確
率モデル12)と温暖化政策支援モデル100)、SRES A1Bシナリオ
を利用。出典：川越ら、2010 より抜粋 
 

③沿岸環境の変化 

三大湾（東京湾・伊勢湾・大阪湾）周辺には、

ゼロメートル地帯が広がっており、現在 388 万

人が暮らしている。ゼロメートル地帯は、浸水リ

スクが非常に高く、仮に海面水位が 60cm 上昇す

ると、ゼロメートル地帯の面積とそこに暮らす人

口が 5 割も拡大するため、将来の海面水位の上昇

は、深刻な事態をもたらす恐れがある（図 3.2.11）。 
図3.2.12は、日本近海における年超過確率1/50  

                                                      
17 流域平均雨量：流域全体に降った推計雨量のこと。地点雨

量から求める。 

紀の川 宮川

北川

筑後川

松浦川 矢部川

嘉瀬川

本明川

菊池川

緑川

球磨川

大分川
大野川

番匠川

五ヶ瀬川

小丸川

大淀川川内川

肝属川

六角川

吉野川

那賀川

土器川

重信川
肱川

物部川
仁淀川

渡川

千代川天神川日野川

斐伊川

江の川
高津川

吉井川
旭川

高梁川芦田川太田川

小瀬川
佐波川

由良川

大和川

円山川

加古川揖保川

新川

九頭竜川

狩野川
安倍川大井川

菊川

天竜川

豊川

矢作川
庄内川

木曽川

鈴鹿川

雲出川 櫛田川

荒川

信濃川

関川

姫川黒部川

常願寺川

神通川庄川

小矢部川

手取川

山国川

久慈川

那珂川
利根川

荒川

多摩川

鶴見川相模川

富士川

岩木川
高瀬川

馬淵川

北上川

鳴瀬川

名取川

阿武隈川

米代川

子吉川

最上川
赤川

遠賀川

雄物川

常呂川
網走川

留萌川

石狩川

尻別川

後志利別川 沙流川

釧路川

十勝川

天塩川
渚滑川

湧別川

阿賀野川

淀川

梯川

白川

鵡川

-0.90
0.90-1.00
1.00-1.05
1.05-1.10
1.10-1.15
1.15-1.20
1.20-1.30

1.30-

豪雨量倍率 氾濫可能性倍率
4モデル
平均値

1.16 2.87

GCM20
前期

1.12
（0.96～1.24）

2.04
（0.75～4.55）

GCM20
後期

1.12
（1.03～1.24）

2.17
（1.20～6.67）

RCM5
前期

1.09
（0.89～1.32）

1.79
（0.34～7.69）

RCM5
後期

1.26
（1.17～1.42）

4.35
（2.00～12.50）

カッコ外の数値：流域別倍率の中央値

カッコ内の数値：同最大・最小値

2050年期 2100年期



41 
 

図 3.2.11 高潮リスクを有するエリアの変化  
約 60cm の海面上昇とは、AR4 で 21 世紀末に予測される全球平均海面水位の上昇の予測の上限（A1FI シナリオ：59cm）に相

当する。現在気候は 1979-2003 年、将来気候は 2075-2099 年。 出典：国土交通省、2008b 
 
波高の分布の将来変化の研究例である。現在気候

では、南西諸島の東方海上とオホーツク海で比較

的大きな値を示しているが、将来気候では、高い

波高を示す地域が関東の南方海上まで広がるほ

か、その極値も増大すると予測されている。これ

は主に、太平洋における将来の台風強大化と、発

生・来襲域の北東方向への拡張に起因するものと

考えられ、特に太平洋沿岸地域では、高波による

リスクが高まる可能性がある。 

台風の強大化や経路の変化にともなって、従来

高潮災害が生じにくかった地域で高潮災害が生

じたり、頻度分布が変化したりする可能性がある。 
図 3.2.13 は、予測された風及び気圧データか

ら高潮計算を行い、得られた現在気候と将来気候

における年超過確率 1/25 に相当する高潮偏差を

それぞれ示した研究例である。 
 また、海岸侵食についても、気候変動の影響が

出てくると考えられている。海岸侵食は、海底で

生じる岸向きと沖向きの土砂移動の平衡が崩れ

ること等によって生じる。これが、海面水位の上

昇に伴って平衡状態が変化していくことにより、

上昇分以上に汀線が後退する。さらに、台風の激

化に伴い高波浪が増加すること等によって、海岸

侵食がより進行していくと想定される。その一方

で、土砂生産量や流出量の変化により供給が増え

る可能性があるなど、不確実性が高い。 

図 3.2.12 年超過確率 1/50に相当する日本近海

の予測波高 (m)（左：現在気候、右：将来気候） 
気象研究所全球気候モデル（MRI-AGCM 20km）、SRES A1B
シナリオを利用。現在気候は 1979-2003 年、将来気候は
2075-2099 年。 出典：森ら、2010 
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※河川・湖沼等の水面の面積については含まない
※海面が１ｍ上昇した場合の面積、人口の６０％分を増分として
計算
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コラム 16 複合災害について 

「複合災害」とは、気候変動の影響で生

じる海面水位の上昇や集中豪雨と、地震や

地盤沈下といったそれ以外の現象が合わ

さって生じる災害のことである。例えば、

海面水位の上昇と豪雨によって地下水位

が上昇したところで地震があると、液状化

のリスクは非常に高くなる。適応において

は、こうした複合的な被害についても考慮

に入れる必要がある。 
                                            複合災害の概念図 
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図 3.2.13 年超過確率 1/25 の高潮偏差（上：現在気候、下：将来気候実験） 
気象研究所全球気候モデル（MRI-AGCM 20km）、SRES A1B シナリオを利用。 
現在気候は 1979-2003 年、将来気候は 2075-2099 年。出典：安田ら、2011 

 

  

コラム 17 深層崩壊について 

 

深層崩壊とは、山地及び丘陵地の斜面の一部が表土層

（風化の進んだ層）だけでなく、その下の基盤まで崩壊

する現象であり、崩壊規模が比較的大きいものをいう。

深層崩壊は、土砂災害の中でも発生頻度が低いが、平成

20 年岩手・宮城内陸地震や、平成 23 年台風第 12 号によ

る紀伊半島における河道閉塞等、大きな被害を引き起こ

すことが多い。 
 深層崩壊の危険度は、地盤の状態と豪雨の影響との重

ねあわせで決まるため、その両者の評価が必要となる。

右図は、平成 22 年 8 月に国土交通省から公表された「深

層崩壊推定頻度マップ」で、これは過去の深層崩壊発生

箇所と地形・地質条件との関連を統計的に分析したもの

である。もともと地盤の状態から危険度が高い場所では、

気候変動によって降水量が増加すると、深層崩壊のリス

クがさらに増す可能性がある。 
 
 

                      

上図：深層崩壊推定頻度マップ 出典：国土交通省、2010b 
●：深層崩壊発生個所、推定頻度が■特に高い／■高い／■低い／■特に低い 

 
 

左図：表層崩壊と深層崩壊の模式図 提供：国土交通省 
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３．２．４ 自然生態系 

 

（１）現状 

①森林 

筑波山では、落葉広葉樹が減少し、温暖な地域

に分布する常緑広葉樹が増えている63)。筑波山南

斜面には老齢な天然林が残り、中腹にアカガシ

（図 3.2.14）が優占する常緑広葉樹林、標高約

700mから山頂(876m)にブナが優占する落葉広

葉樹林が広がっている。 
1975 年と 2005 年の空中写真（図 3.2.15）を

用いて常緑広葉樹の分布図を作成・比較したとこ

ろ、すべての標高で常緑広葉樹の増加が認められ、

過去 30 年間に落葉広葉樹から置き換わったこと

が示された。筑波山の南斜面の森林は極相林18で

あると考えられるため、この森林変化は、気温上

昇の影響である可能性が高いと考えられている。 
八甲田山系では、オオシラビソ（図 3.2.16）の

分布について、1967 年と 2003 年の航空写真を

用いた解析が行われた124)。その結果、標高 1000m
以下の区域で密度の減少が見られた一方、1300m
以上で増加していた。この変化も、気温上昇に伴

う変化であると推定される。 
 
②昆虫 

暖かい気候を好み、東南アジアに広く分布する

ナガサキアゲハ（図 3.2.17）の分布北上が、冬季

の気温上昇と強い関連があることは報告されて

いた33)。環境省が 2008 年から開始した市民参加

型の調査17)によっても、1998 年までの分布と比

較すると、日本海側の分布は大きく変わっていな

いものの、太平洋側で分布の北限が愛知県南部か

ら茨城県･栃木県へと移動し、北へ分布が拡大し

ていることが明らかになった。また、この市民参

                                                      
18 極相林：樹種の構成がほとんど変化しない状態（平衡状

態）に達した森林のこと。 

加型調査によれば、暖帯から熱帯域にかけて広く

分布し日本が分布の北限となるツマグロヒョウ

モンについても、1980 年代までは近畿地方より

西に分布していたが、その後北上を続け、関東地

方での定着が確実となり、2000 年までの分布確

認では記録されていなかった岩手県、宮城県、福

島県と茨城県北部からも確認報告があった。 
 

 

図 3.2.14 気温上昇による分布拡大が確認され

たアカガシ 写真提供：福井聡 

図 3.2.15 筑波山の空中写真における南斜面

125ha プロットと常緑広葉樹の樹冠(緑) 

出典：田中ら、2012 

図 3.2.16 気温上昇により分布域が高地へ移行

するオオシラビソ 写真提供：中静透 

 

 

気候変動による動植物への影響は既に現

れており、植生の変化、野生哺乳類の増加

や分布拡大、一部昆虫類の北上、サンゴの

白化や群集変化等が確認されている。将来

は、このような影響がさらに進行すること

が予測されている。 
気候変動による生物多様性への影響を特

定することは難しい。このため生物多様性

の監視体制の取組が進んでいる。 
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図 3.2.17 気温上昇により分布域が北上しつつ

あるナガサキアゲハ (●2010 年度、●2009 年度) 
地図は環境省17)、写真提供：伊丹昆虫館 

 
③哺乳類 

近年、ニホンジカやイノシシなどによる農作物

等への被害が広がっており72)、ニホンジカ（図

3.2.18）については、木々の食害やそれに伴う森

林生態系への影響、下層植生の消滅による表土流

出等の可能性も指摘されている90)。こうしたニホ

ンジカやイノシシの分布には拡大傾向がみられ

（図 3.2.19、図 3.2.20）、その要因として、山村

地域の人口減少、耕作放棄地の増加、狩猟者の減

少等に加え、気温上昇による積雪条件の変化が挙

げられる。 
 ニホンジカやイノシシの分布は、森林の連続性

と積雪が制限要因であることから、温暖化に伴う

積雪域の変化による分布域の拡大が予測されて

いる。栃木県日光市一帯に生息するニホンジカの

越冬地について、1980 年代前半と 1990 年代初

期を比較したところ、多雪地帯である奥日光への

越冬地の拡大が確認された。これは奥日光の積雪

量が 1980 年代以降に減少したことと、冬季の気

温上昇によるものであると推察された89)。 
 
 

 
図 3.2.18 気温上昇が一因で分布を拡大しつつ

あるニホンジカ 写真提供：中静透 

 
図 3.2.19 ニホンジカ分布図 出典：環境省、2012a 
（■：2007-9 年度の拡大範囲、■：分布拡大の可能性が大） 

 

 

図 3.2.20 イノシシ分布図 出典：環境省、2012b 
（■：2007-9 年度の拡大範囲、■：分布拡大の可能性が大） 
 

④鳥類 

日本で越冬するコハクチョウの越冬数は、

1980 年代に入って増加を続け、2008 年には

40,485 羽（1975 年比で約 23 倍）に達しており、

繁殖地や渡り中継地及び越冬地での気温上昇に

よる可能性が高いとする報告がある77)。ただし、

同報告では中継地の一部で行われている給餌の

影響も検討する必要があるとしている。 
環境省が 2003 年度から開始した「モニタリン

グサイト 1000」（コラム 18 参照）の第一期とり

まとめによれば、森林に生息する鳥類群集は、気

候帯や環境によって区分され、それらの区分を説
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明付ける種として、寒冷な森林に生息するセンダ

イムシクイ、ゴジュウカラ、ヒガラ、比較的温暖

な森林に生息するヤマガラ、メジロ、シロハラ等

が挙げられた。これらの種は、気候変動による環

境変化で分布や個体数が変化する可能性があり、

今後のモニタリング結果が注目されている15)。 
 
⑤海洋生物 

第 2 章で述べたように（図 2.1.12）、太平洋、

大西洋などで海洋酸性化が起きていることが報

告されている。海洋の酸性化は、カルサイトやア

ラゴナイト 19など炭酸カルシウムの殻を形成す

る生物に影響を及ぼすが、その中でもpH の低下

によってより溶解しやすいアラゴナイトの殻を

作るサンゴ等への成長阻害が懸念されている。 
海水温の上昇による生物の分布域の変化や、サ

ンゴの白化、藻場の消失・北上等も確認されてい

る。石垣島と西表島の間に位置する石西礁湖では、

1998 年以降、サンゴの深刻な白化現象（図

3.2.21、図 3.2.22）が増加し、造礁サンゴ類の被

度が低下した。サンゴ白化の原因のひとつとして、

サンゴ内部の褐虫藻が海水温 30℃以上で色素を

失うことは知られていたが、その原因は不明であ

った。近年の研究125)では、色素を失うメカニズ

ムの一部が解明され、高温耐性の褐虫藻を共生さ

せることで白化を抑制させる可能性も示唆され

ている。また、高知県沿岸海域における造礁サン

ゴ群集の分布域は、長期的には顕著に増加した80)。 
 

⑥回遊魚 

サケは、気候変動の影響を顕著に受けていると

する報告がある11)。1980 年代後半～2000 年代は

じめにかけ、シロザケの成長は非常に良かった。

そこでサケの成長と生残、気候変動の様々な要因

を解析したところ、春と秋におけるオホーツク海

の表面の水温が高くなることで、サケの生残率が

高まり、資源量を増やしていることが示唆された。

しかし将来的には、ベーリング海でサケの分布域

が非常に狭くなり、環境収容力20も減少するため、 

                                                      
19 カルサイト、アラゴナイト：カルサイトは方解石、アラゴ

ナイトはアラレ石とも呼ばれる鉱物である。いずれも炭酸カ

ルシウム（CaCO3）から成るが、結晶の形が異なり、pH の

低下に対する影響の受けやすさにも違いがある。 
 
20 環境収容力：ある環境において、そこに継続的に存在でき

る生物の最大量のこと。 

 

図 3.2.21 白化したサンゴ 写真提供：環境省 
 

 
図 3.2.22 石西礁湖におけるサンゴの白化と 

温度との関係 (注 1)「累積白化指標気温」とは、気温か

ら 30℃を差し引いた値の合計を示す。(注 2)1988 年も危険範

囲にあるが、この年はオニヒトデの食害で気温の影響を受け

るサンゴ自体がほとんどなかった。 
出典：環境省、2011b 元図は Okamoto et al., 2007 
 

 

サケの小型化・高齢化が顕著になると予想されて

いる106)。 

 

（２）将来 

①森林 

照葉樹林の分布域の北限及び標高上限の優占

種であるアカガシへの気候変動の影響を評価し

た研究115)では、気候モデルによる 2081～2100
年の気候変動予測をもとに、気候条件、土地利用

の考慮、移動距離の考慮を入れた場合の潜在生育

域が予測された。気候条件のみから推定される潜

在生育域（現在：約 15.1 万km2）は、気温の上

昇に伴い、東北地方など緯度の高い地域や九州、

中国、四国地方の標高の高い地域に拡大し、その

面積は約 17.6 万km2に拡大すると予測される。

一方、土地利用を考慮して自然植生以外の地域を

除いた場合、現在の生育域の面積（約 7.5万km2）

は、気候的潜在生育域の面積の 49.5%と推定され

ている。土地利用を考慮し、かつ現在の潜在生育
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図 3.2.23 気候モデル(MIROC)に基づくアカガシの分布予測図 SRES A2 シナリオを利用。2081-2100 年におけ

る予測。□:潜在生息域ではない、、■、■:潜在生息域 (g): 潜在生育域に土地利用を考慮し、分布移動なしと仮定した場合。

(h)：同、分布移動 1km と仮定した場合。(j)：同、あらゆる場所に移動すると仮定した場合。出典: Nakao et al., 2011 より抜粋 
 

域からの分布移動が今後 100 年間で 1kmである

と仮定した場合は、潜在生育域の面積は約 6.0 万

km2となり、現在より減少すると予測された（図

3.2.23 の(h)）。アカガシは、将来、東北地方を北

上する可能性は低いが、九州、中国、四国地方等

において高標高域へ分布拡大し、ブナなど落葉広

葉樹と徐々に置き換わると推定されている。 
 

②淡水魚 

イワナ類の本州の生息適地は、東北地方から中

部地方までの山間部に広く分布しているほか、中

国地方や紀伊半島の高標高域にも適地が存在す

る。水温が 3℃上昇するとした予測では、中部山

岳以西の西日本の適地はほぼなくなり、東日本の

生息適地は高標高地のみに限られる。北海道の生

息適地は、石狩平野以東や十勝平野などの低標高

の平野部を除く北海道全域に広く分布する。仮に

水温が 3℃上昇すると、石狩平野以西の適地はほ

とんど無くなり、石狩平野以東も石狩山地、日高

山地、知床半島等の高標高地に分断される(図
3.2.24)。 
 

③海洋生物 

海洋の酸性化は、カルサイトやアラゴナイトな

ど炭酸カルシウムの殻を形成する生物に影響を

及ぼすため、気候変動に伴うサンゴ礁の適温海域

への移行を妨げる方向に働くと予測されてい

る133)。海水温と酸性度に着目し、気候変動予測

シナリオを用いて日本沿岸のサンゴ礁の分布域

について将来予測を行ったところ、分布域は北上

するものの、同時に、白化現象の増加域とサンゴ

骨格の形成に適さない酸性化域に挟まれる形と

なった。結果として、日本沿岸の熱帯・亜熱帯サ

ンゴ礁の分布域は、2020～30 年代に半減し、

2030～40 年代には消失すると予測されている

（図 3.2.25、図 3.2.26）。 

図 3.2.24 イワナ類の生息適地 左：現在、 
右：水温が 3℃上昇した場合 出典：環境省、2012c 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.25 熱帯・亜熱帯性サンゴ礁の生息域の 

変化（2000～2030年代） 
SRES A2 シナリオを利用。海水温のみの予測では増加するが
（黒線）、一方で酸性化が進むため生息域は消滅する（破線） 
出典：Yara et al., 2012 より抜粋。 
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図 3.2.26 現在(2000年)と将来(2040、2060、2090年)のサンゴ礁の北限の変化  
SRES A2 シナリオを利用。値は４つの気候モデル（IPSL, MPIM, NCAR CSM1.4, NCAR CCSM3）の平均値を示す。緑線：

熱帯/亜熱帯サンゴ礁の北限、黄色線：温帯サンゴの北限。黒線：サンゴ生息に不適とされる海水温 30℃。メッシュ：酸性度の
指標（アラゴナイト飽和度：スケールバー参照) アラゴナイト飽和度は二酸化炭素が海に溶け込むことで低下し、1 を下回ると
アラゴナイトは溶解する。出典：Yara et al., 2012 より一部抜粋 

コラム 18 生態系のモニタリング 

 

気候変動による生物多様性への影響を特定することは難しい。これは、人間活動や開発、外来種による生

物多様性への影響とも結びつき、複合的に作用する特殊性があることに起因する。そのため、生物多様性の

監視体制(モニタリング)の充実化を図り、影響が深刻化する前の段階から調査研究に着手することが重要であ

る。 
現在、日本のモニタリング機関として、JaLTER 及びモニタリング 1000 の整備が進みつつあり、観測を

通して気候変動の影響と生態系応答の調査研究が行われている。 
 
JaLTER 

学術的あるいは長期の生態学研究を LTER(Long-Term Ecological Research)と呼び、その研究サイトを結

ぶ国際ネットワークが 1993 年に結成された。2006 年には、国際長期生態学研究ネットワーク（ILTER）と

連携する目的で、日本長期生態学研究ネットワーク（JaLTER）が結成され、2007 年に ILTER に加盟した。

現在、森林、湖沼、草原、沿岸域の生態系を含む、15 のコアサイトと 24 の準サイトが参加している。なお、

JaLTER は環境省のモニタリングサイト 1000 にも協力しており、数多くのサイトがモニタリングサイト

1000 に含まれている。 
公式ホームページ：http://www.jalter.org/ 

 
モニタリングサイト 1000 
 国の多様な生態系に 1000 箇所程度のモニタリングサイトを設置し、生態系の指標となる動植物や基礎的

な生態系の情報を 100 年以上にわたって蓄積し、生態系の重大な変化を早期にとらえ、迅速な保全施策に資

することを目的としたものである。2003 年から、環境省自然環境局生物多様性センターが中心となって開始

した。 
公式ホームページ：http://www.biodic.go.jp/moni1000/index.html 

 
なお、地球規模・地域(アジア域等)・国別にまたがる生物多様性観測ネットワークとして、GEO BON 

(Biodiversity Observation Network) 、AP-BON (Asia-Pacific..)及び、国別 BON(日本は J-BON)がある。こ

のうち、AP-BON は、リモートセンシング、生態学的プロセスの調査研究、種/遺伝子レベルの 3 レベルで観

測を行い、多様性保全に関する政策に資することを目指している。2012 年 8 月には、AP-BON の観測結果

が AP-BON ブック第 1 巻として出版された。 

アラゴナイト飽和度 
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３．２．５ 食料 

 

（１）現状 

①水稲 

高温障害に関する調査等から、心白粒、乳白粒

など白未熟粒は出穂後約 20 日間に日平均気温が

26～27℃以上になると発生が増加し、胴割粒は

出穂後10日間の最高気温が32℃以上の条件で発

生が増加するなど、登熟期間の気温によって大き

な影響を受けることが知られている。記録的な高

温となった 2010 年は、登熟期間の平均気温は各

地とも平年値を上回り、28～29℃に達した地域

が多かった。米の内部が白く濁る白未熟粒の発生

が多発し、一等米比率の著しい低下が各地で見ら

れた(図 3.2.27)。また、北海道を除いて全国的に

品質低下が著しく、特に北陸や北関東の一部の県

での影響が大きかった。品種別に見ると、高温耐

性品種（水稲では登熟期の高温に対する耐性を有

する品種）が、従来品種と比較し品質低下の割合

が小さかったことが報告されている73)。 
 
②小麦 

2010 年北海道の秋まき小麦は、平年比 65％と

いう大幅な減収であった。要因として、春季の低

温による穂数や穂長などの増加と、夏季の高温に

よる登熟期間の短縮があげられている70)。これは、

単に平均的な気温上昇ではなく、季節による変動

幅の大きさの違いが、作物生育・収量に大きな影

響を与えることを示唆しており、今後十分に考慮

する必要がある。 
 
③果樹 

夏季の高温・少雨が果樹生産に及ぼす具体的な

影響として、強い日射と高温による日焼け果の発

生、高温が続くことによる着色不良等が知られて

いる。全国的に記録的な猛暑となった 2010 年の

夏は、高温・少雨により、各地でこれらの影響が

平年より多く発生した。うんしゅうみかんの主産

県の多くで日焼け果の多発、うんしゅうみかんと

中晩かん類で梅雨前後の乾燥による生理落果や

肥大・減酸の抑制がみられた。りんごでは、主産

県の多くで日焼け果の発生や着色不良、ぶどうで

も着色不良、果粒の軟化・萎れがみられた。 
また、モモ等の落葉果樹は、比較的温かい地域

でも凍害発生が報告されている。果樹が冬に向か

う際に（低順化期）気温が高めに推移すると、耐

凍性が発揮できず強い冷え込みに被害を受けた

り、脱順化期に気温が高く推移すると、成長を開

始し耐凍性が弱まり、その後の寒気による凍害発

生の危険性が増大するとの報告がある57)。 
 

 
図 3.2.27 2010年産水稲の作況、品質の状況 

日本地図は県別水稲作況指数（地図内の県別の数値）、一等米
比率（県別の色）。各地域の枠内の数値は 2010 年の一等米比

率（上段）と過去 5 年間平均値からの偏差（下段）。農林水
産省資料より作図（渡邊、2012）。 
 

④畜産 

家畜生産の適温域はおおよそ、乳用牛（搾乳

牛・ホルスタイン種）0～20℃、肥育牛（去勢）

10～15℃、成豚 5～20℃、採卵鶏（白色レグホ

ン）13～28℃、肉用鶏（ブロイラー）19～23℃
である。記録的暑夏であった 2010 年夏の暑熱に

よる家畜の死亡・廃用頭羽数被害は、畜種の種

類・地域を問わず、前年より多かった。暑熱環境

下では、牛乳生産量の低下（図 3.2.28）や人工授

精による受胎率の低下（図 3.2.29）がおこり、酸

化ストレスの進行が要因の一つとされている。 

北海道

88.0%

+0.9%

東北

76.1%

-14.1%

関東

75.0%

-14.9%

北陸

43.0%

-40.1%

東海

25.2%

-32.5%
近畿

35.6%

-32.4%

中国・四国

36.1%

-18.5%

沖縄

44.0%

+23.8%

九州

35.2%

+0.1%

全国

62.0%

-17.6%

気候変動が農林水産業に及ぼす影響は、

地域や作物種、動物種によってさまざまで

ある。大気中の二酸化炭素濃度の上昇は、

作物の光合成を活発にし、収量を高める効

果がある一方、温度の上昇による作物の生

育期間の短縮や高温障害、品質低下、生育

適地の変化などが懸念されている。我が国

の農林水産業への気候変動の影響として

は、水稲の高温障害、果実の着色不良、冬

季の低温不足による発芽・開花障害、若木

の凍害、家畜の体重変化や乳生産量の低下

などが報告されている。 
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図 3.2.28 牛乳生産量の月別割合の推移 

（2010年）提供：農業環境技術研究所 

平成 22 年度牛乳乳製品統計より作成 

図 3.2.29 牛の人工授精による受胎率の 

季節変化（2010 年）提供：農業環境技術研究所 

平成 22 年度家畜改良事業団調査報告－九州地区より作成 
 

⑤農業昆虫 

気候変動は、害虫の分布域の変化を通しても農

業に影響を与える。ミナミアオカメムシは、イネ、

ムギ、ダイズなど 32 科 145 種の植物を寄主とす

る害虫であり、1960 年代の分布域は、西南暖地

の太平洋岸に限られていた。しかし、近年西日本

の広い地域から関東の一部にまで分布域が拡大

していることが明らかとなってきた(図 3.2.30)。
本種の生息域は、1 月の平均気温が 5℃以上の地

域とされており、気温上昇によりその北限が北上

している88)。 
気候変動が水田動物群集に与える影響を、世代

数の増加(気温上昇により世代更新が早まること)
に着目して検討を行った研究例がある35)。年平均

気温 15℃の関東地方で月平均気温が 2℃上昇し

たと仮定して、年間世代の増加を推定式によって

求めた結果、クモ類は温度上昇への反応が鈍く世

代数の増加は起こらない一方、寄生性の天敵や捕

食者昆虫は、1～3 世代の増加が予想された。ま

た、害虫のヨコバイ類、カメムシ類等は、0.5～1
世代の増加が見込まれるだけで、天敵類に比べ増

加世代数は少ない結果が得られた。これに対して、

斑点米カメムシ類の一部（カスミカメムシ類）及

び海外から飛来するウンカ類は、世代増加の可能

性が 2 世代弱と大きく、気候変動による発生量増

加が懸念される。近年、イネ縞葉枯病ウイルスを

媒介するヒメトビウンカの海外飛来も確認され

ており、ウンカ類の発生動向には注意する必要が

ある。 
 

⑥水産 

気候変動にともなって瀬戸内海においても冬

季の水温が上昇し、1990 年代後半に入ると、熱 

 
図 3.2.30 ミナミアオカメムシの分布状況 

●：1960 年代の分布域 ●：2001 年以降に確認された府県  
農林水産省・病害虫発生予察特殊報などから作図 

 

帯性の有毒プランクトンの出現が新たに確認さ

れている65)。Alexandrium tamiyavanichiiは、

麻痺性貝毒の原因渦鞭毛藻で、日本では 1988 年

に初めて相模湾油壼において確認された（図 3.2.
31）。その後、1997、1998 年に沖縄県の塩屋湾

で増殖し、これを摂食したミドリイガイが毒化し

た。瀬戸内海でも 1997 年に初記録され、1999
年にカキ、ムラサキイガイ及びアカガイの可食部

から、それぞれ本種による麻痺性貝毒が検出され

た。2001 年には瀬戸内海のほぼ全域で出現し、

以後、瀬戸内海では毎年のように確認されている。

このプランクトンは、海水温が 15℃以下になる

と死滅することから、冬季は海底泥中でシスト

（休眠細胞）として生存し越冬していると考えら

れており、冬季の水温上昇によっては、シストの

生残率が高まって出現頻度が増加し、貝毒が発生

しやすくなると懸念されている。 
第 2 章（図 2.1.13）でも示したように、日本周

辺の海面水温は長期的にみると上昇しており、と

りわけ日本海中部では上昇率が大きい（100 年あ
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たり 1.72℃の割合）。このような日本海の水温上

昇は、漁業資源へも影響を与えている。サワラは、

体長 1m に達するサバ科の暖海性種で、主に東シ

ナ海や瀬戸内海で漁獲されてきた。ところが、日

本海の夏～秋季の水温が上昇した 1990 年代後半

以降は、日本海での漁獲量が急増し、2006 年以

降では、若狭湾沿岸域の京都府または福井県の漁

獲量が日本で最も多くなっている（図 3.2.32）。 

 

   
図 3.2.31 Alexandrium tamiyavanichiiの栄養

細胞 A は連鎖形成、B は形成シスト 
出典：長井ら、2008 より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サワラ 

Scomberomorus niphonius 

図 3.2.32 日本海におけるサワラの漁獲量の変

化と京都府沿岸域におけるサワラの漁獲風景 
出典：木所・戸嶋、2012 に我が国周辺水域の漁業資源評価（水

産庁・水産総合研究センター、2012）を加えて作成、サワラ
の漁獲風景は京都府海洋センター提供資料 
 

一方、スルメイカ（秋季発生系群）は、資源水

準が高水準を維持しているものの、日本海の水温

上昇による分布の北偏化とともに、水温の高い夏

～秋季に本州沿岸域では漁場が形成されにくく

なった。その結果、夏～秋季の本州日本海沿岸域

では、1990 年代後半以降、漁獲量が大きく減少

（95%以上）した地域も見られる108)。 

（２）将来 

①水稲 

現在より約 200 ppm 高い二酸化炭素濃度下

（平均 584 ppm）の実験区と、現在の二酸化炭

素濃度の対照区において水稲を栽培したところ、

収量は 16％増加したものの、整粒率（未熟米、

割米を除いた整った米粒の割合）は 17％低下し、

多数の白未熟粒が発生した。高温条件ではコメの

外観品質の低下だけでなく、高二酸化炭素濃度条

件が高温障害を悪化させることが明らかになっ

た（図 3.2.33）。 
寒冷地の稲作については、過去 70 年間の日本

各地の気温は、年平均では昇温傾向が認められる

が、夏の昇温量は、他の季節に比べて特に北日本

では小さい。この知見に基づいたシナリオ（春は

昇温し夏は昇温しない）での影響をモデルで解析

した結果、品種や作期を変更しない条件では、春

の昇温により発育ステージが前進し、障害型冷害

のリスクが高まることが予測された53)。 
 

②畜産 

気候変動が日本における家畜の生産性に及ぼ

す影響を評価した研究87)によると、家禽につい 
 

 

 
図 3.2.33 高二酸化炭素濃度がコシヒカリの玄米
品質に与えた影響(上）と二酸化炭素 濃度・温度・
施肥水準がコシヒカリの整粒率に与えた影響(下) 
出典：農業環境技術研究所、2011 を改変 原著は長谷川ら、

2011 
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 現在 2060年代 

8

月 

  

 
図 3.2.34 現在及び 2060年代における家禽の産

肉量の予測（月平均気温 23℃以下の増体日
量と比較した低下割合） 

気候変化メッシュデータ134)を使用した予測値。ブロイラーを
23、28 及び 33℃で、一定期間飼育後、産肉量を測定。23℃
の産肉量を 100 としたときの 28 及び 33℃区の相対値を

求め、環境温度との間の関係式を導出し、産肉量が 5 及び 
15％低下する気温を、27.2℃、30.0℃と推定し、気候メッシ
ュ値を色分け。出典：山崎ら、2006 より抜粋。 
 
 現在 2060年代 

8

月 

  

 
図 3.2.35 現在及び 2060年代における肥育豚の

増体日量の予測（月平均気温 23℃以下の増
体日量と比較した低下割合）  

気候変化メッシュデータ134)を使用した予測値。肥育去勢豚を、
23℃、28℃、30℃及び 33℃で、一定期間飼養後、温度と飼
養成績との関係式を得る。増体日量が 23℃時のそれに対して

5%、15%、30%低下する時の気温はそれぞれ 24.5℃、27.3℃、
30.4℃と推定し、気候メッシュ値を色分け。出典：高田ら、
2008 より抜粋。 
 
 
ては、現在と比べて 2020 年、2040 年、2060 年

と年代の経過とともに産肉量への影響が大きく

なり、特に西日本において、産肉量が比較的大幅

に低下する地域が拡大する。また、現在は産肉量

の低下する気温ではない東北地方においても、年

代の経過とともに産肉量の低下する地域になる

可能性がある（図 3.2.34）。 
肥育豚は、家禽と比較して生産性が低下し始め

る環境温度は低く、鶏よりも暑熱に弱いと考えら

れる59)。予測の結果、現在と比べて 2030 年、2060 
年と年代の経過とともに増体日量(日あたりの体

重増加量)の低下する地域が広がり、また低下す

る程度もより厳しくなる。増体日量の低下は、現

時点の 8 月に西日本の沿岸部を中心にみられる

が、2060 年には、北海道の一部及び標高の高い

山間部を除く大半の地域で増体日量の低下が予

測されている（図 3.2.35)。 
 
③水産 

気候変動に伴う海水温上昇は、生物生産や分

布・回遊に影響を及ぼし、沖合域の重要水産資源

の漁場位置の北偏化や沖合化、及び漁獲物の小型

化が予測されている56)。沿岸域でも、海水温の上

昇によって藻場の種組成が変化し、アワビ等の磯

根資源に大きな影響を与えることが懸念されて

いる。一方、スケトウダラ、ズワイガニなど底魚

類については、水深 100m以深の水温上昇は僅か

なため影響は現れないと予測されている37)。 
日本近海のサンマでは、気候変動によって小型

化が進むと予測されている。これは、環境の変動

に伴う栄養塩供給を通して餌生物であるプラン

クトン、及びそれを捕食する魚類がどのように変

動するのかを予測するための数値モデル

（NEMURO.FISH）を用いた結果である。その

計算結果によると、気候変動後のサンマは、回遊

経路上の水温が上昇するため、採餌能力は増加す

るものの、プランクトン密度の低下に伴って採餌

量が減少し、成長率が低下する。一方、サンマの

回遊パターンも気候変動に伴って変化し、餌条件

の良好な海域で産卵することから、サンマのサイ

ズは小さくなるものの、産卵量は増えるため個体

数としては増える可能性が示唆されている(図
3.2.36)。 

 
図 3.2.36  NEMURO を用いたサンマの成長の変
化予測 出典：水産総合研究センター、2009 より抜粋、一

部改変 
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３．２．６ 健康 

 

 人間の健康に対する影響としては、暑熱による

直接的な影響のほか、感染症への影響などが挙げ

られる。 

 

（１）現状 

①熱中症 

熱中症は、暑熱による直接的な影響の一つであ

り、気候変動との相関は強いと考えられている。

図 3.2.37 は、国内における死亡分類の方法が変

更された 1995 年以降の熱中症による年間死亡者

数の推移である。熱中症による死亡者数には増加

傾向があり、特に記録的な猛暑となった 2010 年

には、過去最多の死亡者数となっている。また、

日最高気温が高くなるにつれて熱中症の発生率

は高くなる傾向にあるが、熱中症による死亡者数

は、特に高齢者ほど多くなっている（図 3.2.38） 
 

②感染症 

感染症のリスクは、気温上昇によって全般的に

高まることが示唆されているが、その程度や内容

は、感染症の種類によって異なっている。表 3.2.1
に示したように、気温上昇の影響を最も受ける感

染症として、蚊などの媒介生物を通して感染する

もの（デング熱等）と、水を通して感染するもの

（コレラ等）がある。 
 

 
図 3.2.37 熱中症による年間死亡者数の推移 

■：女性，■：男性。夏季気温（図2.1.4等に使われている17地

点の7, 8月の平年偏差）を重ねた。資料提供：気象研究所 
 

 
図 3.2.38 年齢階級別熱中症死亡者数  

人口動態統計から 1995～2011 年までの累積を求めてグラフ
化した。資料提供：気象研究所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 19 ヒートアイランド現象 
 
ヒートアイランド現象は、人工的な構造物の増加や排熱の増大により都市域の気温が周辺地域に比べて高

くなる現象のことであり、地球全体の気温上昇に加えて、都市における気温上昇の大きな要因となっている。

大都市における気温や熱帯夜日数は、中小都市に比べて大きく上昇・増加しており、高温の時間が長く続く

ことで、都市部では熱中症の危険性がより高まるものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市化の影響が小さい地点と大都市の       東京における熱帯夜と真夏日の年間日数 
 年平均気温の長期変化傾向の比較      黒：熱帯夜、水色（含黒）：真夏日 

出典：気象庁、2012a                 資料提供：気象研究所 
 

 

 

 
 
 
 
 

年

日数
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表 3.2.1 さまざまな感染症と感染経路の例 出典：環境省、2007 

 

 

ヒトスジシマカは、デング熱の媒介蚊として知

られている。図 3.2.39 はヒトスジシマカの分布

と年平均気温との関係を示したものである。ヒト

スジシマカの分布は、年平均気温 11℃以上の地

域とほぼ一致しており、1950 年以降、分布域は

東北地方を徐々に北上していく傾向がみられる。

岩手県では、2009 年と 2010 年の調査で、北限

地点が約 30km北上したことが確認され、これは

気温の上昇が影響しているとの報告がある51)。ヒ

トスジシマカの分布拡大は、直ちにデング熱等の

流行に結びつくものではないが、今後デング熱流

行のリスクを有する地域が拡大していくことを

示唆しているといえる。 
また近年、温暖で閉鎖性の高い汽水域に多く分

布するビブリオ・バルニフィカス菌による感染症

が、九州地方で比較的多く報告されている。この

菌は下痢・腹痛や皮膚疾患等を起こすもので、海

水表面温度が 20℃以上になると検出数が増加す

るが、この 20℃の北限線は近年北上する傾向が

みられる。（図 3.2.40） 

 

 

図 3.2.39 ヒトスジシマカの分布(左)と年平均気温との関係（右） 
ヒトスジシマカは年平均気温が 11℃以上の地域に定着し、左図は 1950 年～2010 年の拡大傾向を示している。また右図は 2000
年におけるヒトスジシマカの東北地方における分布と、メッシュ気候図で年平均気温 11℃以上の地域との対応を示す。 
資料提供：国立感染症研究所 小林睦生 
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図 3.2.40 8月の海面水温 20℃線とビブリオ・

バルニフィカス症の発生地域 出典：環境省、2007 
 元データは古城ら、1999 より 

 

（２）将来 

①感染症 

気温の上昇や降雨量の変化は、将来における感

染症リスクを高める可能性がある。図 3.2.41 は

ヒトスジシマカの将来における分布を予測した

研究例である。気温 11℃以上に相当する赤色と

黄色の地域が分布可能域を示す。2035 年（左図）

には本州の北端まで、2100 年（右図）には北海

道までその分布可能域が拡大すると考えられて

いる。また、ネッタイシマカもデング熱を媒介し

うる媒介蚊であり、現在国内には分布していない

が、平均気温の上昇に伴い、沖縄・奄美地方に加

えて九州から関東地方の太平洋沿岸でも分布す

ることが可能になると予想されている（図

3.2.42）。 
 
②その他の健康影響 

気候変動が、花粉症の原因となるスギ花粉等の

飛散に及ぼす影響も指摘されている。前年の夏に

気温が高いと、翌春の花粉飛散数は多くなる傾向

があり、気温の上昇に伴って、平年並み・小飛散

年であっても総飛散量が増加するとの報告もあ

ることから60)、花粉症の発症者数や重症例が増え

る可能性もある。 

 

図 3.2.41 ヒトスジシマカの分布可能域の予測 
MIROC K-1 モデルによる。赤色と黄色の部分（年平均気温

が約 11℃以上）が分布可能域。左：2035 年、右：2100 年 
出典：環境研究総合推進費（S-8）による調査、小林睦生らの
研究結果 

 

 

図 3.2.42 2100年におけるネッタイシマカの 

分布可能域の予測 
MIROC K-1 モデルによる。2100 年頃に予測される最寒月（1
月）の平均気温の分布図。黒色（15-18.5℃）と赤色（10-15℃）

の部分が分布可能域。黒色の平均気温は、現在の台湾（台北、
台南市）と同等。資料提供：国立感染症研究所 小林睦生 
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３．２．７ 国民生活 

 

 気候変動による影響は、国民一人ひとりの日常

生活にも深く関わりを持っている。災害による家

屋への被害や熱中症等の健康影響のほか、季節感

のずれなど、日本の文化や季節感へ影響する恐れ

もある。 

 

（１）現状 

①季節と文化 

気候変動による身近な自然の変化は、我々の季

節感との乖離を生じさせうる。図 3.2.43 はさく

らの開花日、かえでの紅（黄）葉日の経年変化を

示したものである。図のように年々さくらの開花

時期は早くなり、かえでの紅（黄）葉日は遅くな

っていることが分かる。同様に、ウグイスの初鳴

日が早まるなど、動物の初見や初鳴きなどにも変

化傾向が見られ、こうした季節を感じさせる事象

について、日本の伝統的な暦からのずれが生じつ

つある。 
地域の文化へも、気候変動に関連した影響が波

及している。たとえば諏訪湖の「お神渡り」の記

録では、「明海（結氷せず）」や「お神渡りなし」

の頻度が 1979 年以降増加しており58)、こうした

自然現象に関連した伝統行事等へも影響が現れ

ている。これら季節を感じさせる事象の変化は、

それを資源のひとつとする観光産業に与える影

響も大きい。 

 

（２）将来 

①季節と文化 

気候変動は将来、自然を利用した観光やレジャ

ーにも影響を与えると考えられる。日本の降雪量

及び最深積雪は、北海道と本州の内陸の一部地域

を除いて減少すると予測される（2.2.4 降雪量、

最深積雪を参照）。それに伴い、ほとんどのスキ

ー場で積雪深が大きく減少すると予測されてい

る67)（図 3.2.44）。 
 

 

 
 
 

 

 

図 3.2.43 さくらの開花日の経年変化（上）、 

かえでの紅（黄）葉日の経年変化（下） 

出典：気象庁、2012c 

 

 

図 3.2.44 積雪深の増減率別スキー場数 
気象研究所地域気候モデル（MRI-RCM 20km）、SRES A2
シナリオを利用。1971～2000 年比、左：2031～2050 年、右：

2081～2100 年 出典：中口、2010 
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第４章 将来の気候変動に対する適応策の

現状と課題 
 

 前章までに、気候変動の観測結果と将来予測及

びその影響について解説してきた。その中に述べ

たとおり、我が国でも気候変動の影響はすでに

様々な分野で現れつつある。このため、すでに地

球温暖化の影響への対処（適応）の取組が一部の

分野においては開始されている。（表 4.1.1～4.1.7
参照）また、将来、国民生活に関係する幅広い分

野で一層の影響が予測されている。 
こうしたことから、すでに現れている気候変動

の影響に加え、今後中長期的に避けることができ

ない気候変動の影響に対して、①気候のモニタリ

ング、②将来における気候変動の予測、そして③

予測される気候変動による影響の評価を体系的

に実施して、我が国全体として適応策を実施する

ことが必要である。このため、国は平成 26 年度

末を目途に政府全体の適応計画を策定する予定

である。 
この章では、我が国及び諸外国における適応の

取組、適応策策定に当たっての留意点、技術的課

題及び今後の取組の方向性等について説明する。 
 

４．１ 我が国における適応の取組 

４．１．１ 個別分野での適応の取組 

既に個別の分野において現れつつある温暖化

影響への対処（適応）の取組が開始されている。

具体的には、農林水産分野では、影響のモニタリ

ングと将来予測・評価、高温環境に適応した品

種・系統の開発、高温下での生産安定技術の開発、

集中豪雨等に起因する山地等災害への対応等が

進められてきている。 

また、沿岸防災分野では、海面水位の上昇等に

よる高潮による災害リスク対応の検討が進めら

れ、高潮のモニタリング・予測、防護水準の把握、

災害リスクの評価といった先行的な施策が実施

されているとともに、防潮堤や海岸防災林の整備

が実施されている。 

さらに、水災害対策分野では、既に平成 20 年
6 月に「水災害分野における地球温暖化に伴う気

候変化への適応策の在り方（社会資本整備審議会

答申）」がとりまとめられ、治水安全度の評価な

ど具体的な施策が検討、実施されている。 
 

 

 

４．１．２ モニタリング及び予測 

このほか、適応策検討の基礎資料となる地球温

暖化のモニタリング及び予測に関しては、平成8
年度から毎年「気候変動監視レポート（気象庁）」

が、数年ごとに「地球温暖化予測情報（気象庁、

第7巻まで刊行）21」が、それぞれ公開されてい

るほか、モニタリング、予測や温暖化影響の予測、

評価に関する研究開発も進められ、平成21 年に

「日本の気候変動とその影響（文部科学省、気象

庁、環境省）」により、温暖化と温暖化影響の予

測評価の科学的知見のとりまとめも行われてい

る。 
 

４．１．３ 関係府省における連携 

さらに、適応に関する取組の蓄積を踏まえ、関

係府省庁で連携し、既に現れている可能性が高い

影響に対する短期的適応策の実施、数十年先の影

響予測に基づく個別分野での適応策や統合的適

応策・基盤強化施策といった中長期的適応策の検

討、情報整備の促進、意識向上の推進を、適応策

の共通的な方向性として整理（気候変動適応の方

向性に関する検討会報告書「気候変動適応の方向

性」、平成22年11月）したほか、温暖化影響に

関連する既存の統計・データの収集・分析とその

公開（「気候変動影響統計ポータルサイト」の設

置、平成24年3月）が行われている。 
 

（本節、中央環境審議会地球環境部会報告「2013
年以降の対策施策に関する報告書（地球温暖化対

策の選択肢の原案について）」平成 24 年 6 月」（以

下「中央環境審議会報告」という。）より抜粋。） 
 
以下、分野ごとの現状の取組を表 4.1.1~4.1.7

にまとめた。 
  

                                                      
21平成 25 年 3 月に「地球温暖化予測情報第 8 巻」が公開さ

れた。また、 平成 21 年から気象庁の管区気象台等において

地域の気候変動に関するレポートもまとめられている。 
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表 4.1.1 水環境・水資源分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

「気候変動等によるリスクを踏まえた総合的水資源マ

ネジメント」について（中間とりまとめ） 
平成 20 年 5 月 国土交通省土地・水資源局 

水道ビジョン（平成 20 年改訂） 平成 20 年 7 月 厚生労働省健康局 
総合水資源管理について（中間とりまとめ） 平成 20 年 10 月 国土交通省土地・水資源局 
環境省環境研究総合推進費プロジェクトD-0804温暖化

が大型淡水湖の循環と生態系に及ぼす影響評価に関す

る研究 

平成 20～22 年度 環境省 

下水処理水の再利用のあり方を考える懇談会報告書 新
たな社会的意義を踏まえた再生水利用の促進に向けて 

平成 21 年 4 月 国土交通省都市・地域整備局 

気候変動による水質等への影響解明調査 平成 21 年～ 環境省 
「平成 23 年版日本の水資源」 平成 23 年 8 月 国土交通省 
「気候変動による水資源への影響検討会」の設置 平成 24 年～ 国土交通省 
 

表 4.1.2 水災害・沿岸分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

水災害分野における地球温暖化に伴う気候変化への適

応策のあり方について（答申） 
平成 20 年 6 月 国土交通省 

地球環境の変化に伴う水災害への適応 平成 20 年 6 月 日本学術会議 他 
中小河川における局地的豪雨対策 WG 報告書 平成 21 年 1 月 国土交通省河川局 
内水ハザードマップ作成の手引き（案） 平成 21 年 3 月 国土交通省都市・地域整備局 
地球温暖化に起因する気候変動に対する港湾政策のあ

り方（答申） 
平成 21 年 3 月 国土交通省港湾局 

大規模水害対策に関する専門調査会報告書 平成 22 年 4 月 中央防災会議 
洪水に関する気候変化の適応策検討ガイドライン 平成 22 年 国土交通省 
海岸保全施設の更新等にあわせた地球温暖化適応策検

討マニュアル（案） 
平成 23 年 国土交通省 

提言 気候変動下における水・土砂災害適応策の適応策

の深化に向けて 
平成 23 年 日本学術会議土木工学・建築学

委員会 
森林・林業基本計画 平成 23 年 林野庁 
 

表 4.1.3 自然生態系分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

環境省モニタリングサイト 1000（サンゴ、高山帯など

のモニタリングの実施） 
平成 14 年 3 月～ 環境省自然環境局 

農林水産省地球温暖化対策総合戦略 平成 19 年 6 月 農林水産省 
生物多様性ちば県戦略（気候変動による影響・適応に言

及） 
平成 20 年 3 月 千葉県 

地球温暖化対策研究戦略 平成 20 年 7 月 農林水産省 
環境省地球環境研究総合推進費戦略研究開発プロジェ

クト 気候変動に対する森林帯、高山帯エコトーンの多

様性消失の実態とメカニズムの解明 

平成 21～23 年度 環境省 

農林水産省プロジェクト研究 
気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のための

技術開発 

平成 22 年度～ 農林水産省 

森林・林業基本計画 平成 23 年 林野庁 
生物多様性国家戦略 2012-2020 平成 24 年 9 月 環境省自然環境局 
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表 4.1.4 食料分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

農林水産省地球温暖化対策総合戦略 平成 19 年 6 月 農林水産省 
品目別地球温暖化適応レポート 平成 19 年 6 月 農林水産省 
平成 19 年夏季高温障害対策レポート 平成 20 年 4 月 農林水産省 
地球温暖化対策研究戦略 平成 20 年 7 月 農林水産省 
平成 20 年地球温暖化影響調査レポート 平成 21 年 9 月 農林水産省 
気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のための

技術開発 
平成 22 年度～ 農林水産省 

平成 21 年地球温暖化影響調査レポート 平成 22 年 9 月 農林水産省 
平成 22 年度高温適応技術レポート 平成 23 年 2 月 農林水産省 
地球温暖化と農林水産業に関する情報提供サイト（農業

温暖化ネット、地球温暖化と農林水産業） 
－ 農林水産省 

 

表 4.1.5 健康分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

熱中症予防情報サイト － 環境省水・大気環境局 
熱中症患者速報 平成 16 年度～ 国立環境研究所 
熱中症関係府省庁連絡会議 平成 19 年～ 消防庁、文部科学省、厚生労働

省、気象庁、環境省 
熱中症環境保健マニュアル 2009 平成 23 年 5 月 環境省環境保健部 
 

表 4.1.6 国民生活・都市生活分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

世界文化遺産の登録推薦に向けた包括的保存管理計画

の策定について（中間報告）概要版（気候変動による文

化財への影響への対策） 

平成 20 年 3 月 文化庁 

世界遺産一覧表への記載推薦に係る富士山包括的保存

管理計画 
平成 24 年 1 月 文化庁、環境省、林野庁、山梨

県・静岡県他、関係市町村 
 

表 4.1.7 府省連携の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

地球温暖化影響への適応策に関する関係府省連絡会議 平成 20 年～ 文部科学省、農林水産省、経済

産業省、国土交通省、気象庁、

環境省 
温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート「日本の

気候変動とその影響」 
平成 21 年 10 月 文部科学省、気象庁、環境省 

「気候変動適応の方向性」 平成 22 年 11 月 気候変動適応の方向性に関す

る検討会 
「気候変動影響統計ポータルサイト」 平成 24 年 3 月 環境省（関係省庁の協力のも

と、国内のデータを対象として

気候変動の影響に関する統計

の整備） 
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４．２ 我が国における適応の取組強化の必要性 

既に温暖化により生じている可能性がある影

響が農業、生態系などの分野に見られているほか、

極端な高温による熱中症の多発や、短時間での強

雨による洪水、土砂災害の被害などと温暖化の関

連性が指摘されている。将来温暖化が進行するこ

とで、このような影響の原因となる極端な現象の

大きさや頻度が増大することが予測される。 
また、カンクン合意22やダーバン合意23におけ

る「産業革命以前と比べ世界の平均気温の上昇を

2℃以内に抑制するために温室効果ガス排出量を

大幅に削減する必要があることを認識する」とい

う国際的な合意の下で 2℃目標が達成されても、

我が国において気温の上昇、降水量の変化、極端

な現象の変化など様々な気候の変化、海洋の酸性

化などの温暖化影響が生ずるおそれがある。 
こうしたことから、既に現れている温暖化影響

に加え、今後中長期的に避けることのできない温

暖化影響に対し、治山治水、水資源、沿岸、農林

水産、健康、都市、自然生態系など広範な分野に

おいて、影響のモニタリング、評価及び影響への

適切な対処（＝適応）を計画的に進めることが必

要となっている。（本節、中央環境審議会報告よ

り抜粋） 
 

４．３ 適応策の概念と枠組み及び課題等 

４．３．１ 適応とは 

適応とは、気候変動の影響に対し自然・人間

システムを調整することにより、被害を防止・軽

減し、あるいはその便益の機会を活用することで

ある。気候変動の影響は既に起こりつつあり、将

来さらに激化が予想されるために、気候変動に対

しては、短期的適応策と中長期的適応策の2 種類

の適応策が必要である。短期的適応策は、既に起

こりつつある影響の防止・軽減のために直ちに取

り組むべき施策であり、中長期的適応策は、予測

される影響の防止・軽減のための施策である。 

 

                                                      
22 カンクン合意：2010 年、メキシコのカンクンで開催され

た国連気候変動枠組条約第 16 回締約国会議（COP16）での

合意。気温上昇を工業化前 2℃以内に抑えるために、2050 年
までの世界規模の大幅排出削減及び早期の頭打ちを共有のビ

ジョンとする前提のもとで一連の合意がなされた。 
23 ダーバン合意：2011 年、南アフリカのダーバンで開催さ

れた国連気候変動枠組条約第 17 回締約国会議（COP17）で

の合意。将来の枠組みへの道筋、京都議定書第二約束期間に

向けた合意、緑の気候基金、及びカンクン合意の実施など一

連の合意がなされた。 

４．３．２ 適応策の枠組み 

適応策は、以下のような基本的コンセプトに基

づいて設計される。（「気候変動適応の方向性」気

候変動適応の方向性に関する検討会、2010 より

抜粋） 
① リスクの回避 

予想される影響の出現に対して予防的な対

策を取るもの。防災施設の強化や危険な地域

の開発の抑制などがこの例。 
② 悪影響の低減 

生じてしまった影響をなるべく少なく抑え

ようとする対策。防災分野では減災対策や復

旧への支援がこれに当たる。 
③ リスクの分散 

発生する影響を多くの住民の間で分散して

負担したり、時間的に分散させることで影響

の集中を抑える対策。損害保険が端的な例。 
④ リスクの受容 

現時点では特段の対策をとらず、または対策

の実施を延期することで様子を見つつ、悪影

響の可能性を受容するもの。 
⑤ 機会の活用 

気候変動のもたらす影響の中には、分野・地

域により新たなビジネスチャンス等の好影

響をもたらすものもあり得る。そのような機

会を積極的に活用する。 
 

４．３．３ 適応策の課題と留意すべき事項 

適応策は予防的に影響に対処しようとする点

に特色があり、気候予測・影響予測・将来の社会

動向といった将来予測に基づいて検討されるた

め、これらの予測の不確実性の取り扱いが課題と

なる（①参照）。 
適応策の計画・実施のためには、その基礎とな

る情報整備が必要とされる。また、気候変動の悪

影響をできるだけ少なく抑えるためには、緩和策

と適応策の総合的推進が必要である（②参照）。

さらに、こうした施策の推進のためには、地方公

共団体を含めた行政部局、国民各層の適応策に関

する認識の向上を図ることがすべての基盤とし

て必要である（⑤参照）。 
以下、これら適応策の課題及び留意すべき事項

について説明する。 
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コラム 20 現時点の科学的知見を踏まえた適応策の方向性と取組のステップ 

  

現時点の科学的知見を踏まえた適応策の方向性 

・短期的適応策 

既に生じている短期的影響を応急的に防止・軽減。 

・中長期的適応策 

中長期的な影響のリスクを評価し、脆弱性の低減、対応力の強化等により、適応能力を向上。 

・個別分野での適応策 

予測される特定の影響への適応を意図して実施。リスクの低減効果とコスト等の総合判断が必要。

（例：海面上昇・高潮対策としての堤防の新規整備・既存施設の機能向上等） 

・統合的適応策・基盤強化施策 

各個別分野の施策を一体的に扱い取組を合理化。また、地域や分野が持つべき技術等の基盤強化。 

・情報整備（適応策推進の条件整備） 

適応策の検討・実施の基礎となる情報を収集・蓄積・管理・利活用する体制整備、手法構築。 

・意識向上（適応策推進の条件整備） 

適応策の必要性に関する理解・意識を向上。自治体等での担当組織の明確化と主体間の連携も必要。 

・研究・技術開発 

モニタリング・予測技術の開発、短期、中長期的に地域社会全体の対応力を高める適応技術の開発。 

 

具体的な取組のステップ 

地方公共団体などがはじめて適応策に取り組もうとする場合に、まず以下のような初動ステップを実施

し、本格的取組へと発展させることが考えられる。 

 

 

ステップ１：適応策について知識と認識を共有し、既存施策を点検

ステップ２：気候変動影響のリスクを評価

ステップ３：コミュニケーションを図り、適応に関する計画と施策を決定

ステップ４：合理的な取組から着手

ステップ５：モニタリングの充実、新たな知見の活用により
リスク評価と適応策を総合化

本格的ステップへ
取組をさらに発展

 
 気候変動適応の方向性に関する検討会、2010 より抜粋 
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① 不確実性のある予測の適応策への利用 

気候変動予測および影響予測における不確実

性は完全に避けることはできない。また長期的見

通しについては影響の程度や対策の効果を実感

しにくい。不確実性のある予測情報の適応策への

利用にあたっては、柔軟で順応的な対応が必要で

あり、そのためには定期的に繰り返し影響評価を

行い、適応策を検討することが求められる。 

 

② 適応策と緩和策との関係 

 IPCC AR4第 2作業部会報告書（IPCC、2007a）
は、「最も厳しい緩和努力をもってしても、今後

数十年の気候変動の更なる影響を回避すること

ができないため、適応は特に至近の影響への対応

において不可欠」であり、また、「緩和されない

気候変動は、長期的には、自然システム、人為シ

ステム及び人間システムの適応能力を超える可

能性が高い」と述べている。このため、同統合報

告書は「適応策と緩和策のどちらも、その一方だ

けでは全ての気候変動の影響を防ぐことはでき

ないが、両者は互いに補完しあい、気候変動のリ

スクを大きく低減することが可能である」と述べ

ている。（「はじめに」中の 図１参照）。 

 

③ 適応策における脆弱性24評価の重要性 

適応策が最終的に目指すものは、気候変動に対

する対症療法ではなく、長期的視点と短期的視点

の双方から、気候変動の影響を受け得る様々なシ

ステムの脆弱性を低減し、気候変動に対して「柔

軟な対応力のあるシステム」を構築することであ

る。脆弱性は、システムの「感受性（影響の受け

やすさ）」と「適応能力」によって評価される。

たとえば、感受性の観点でみると、同じ熱波であ

っても高齢者はより影響を受けやすく脆弱性が

高いし、また、地盤が弱い場所ほど大雨に対する

脆弱性が高いと言える。 

脆弱性は地域の自然環境、社会環境、適応能力

によって大きく異なってくることから、影響評価

に加えて脆弱性の評価が適切になされることで、

効果的な適応策の実施が可能となる。 

 

④ 適応策の限界   

 IPCC AR4（IPCC、2007a）は、適応策には限

界や障壁が存在する可能性が高いとしている。た

とえば、適応策が必ずしも気候変動の影響を小さ 

                                                      
24脚注 15 を参照のこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.1 極端な気象・気候現象及び災害リスク

についての概念図   
災害リスクは、極端な気象・気候現象のみによってもたらさ
れるのではなく、それらに対する人間社会や自然の曝露と脆
弱性によって左右される。人間活動は温室効果ガスの排出等

により気候に影響を与え、気候は災害リスクにつながる気
象・気候現象や曝露、脆弱性に影響を与える。 
 開発によって、曝露や脆弱性及び災害リスクの傾向は変化

する。一方で開発も災害の影響を受けるが、災害リスク管理
と気候変動への適応策を組み込むことによって、曝露と脆弱
性を低減して災害リスクを減らし、避けられないリスクに対

する回復力を増すことができる。出典：IPCC、2012 
 
くできるわけではなく、また利用可能な適応策が

すべて実際に講じられるとも限らない。ここで言

う「限界」とは、適応策を効果のないものにする

条件や要因と定義される。ほとんどは克服できな

いものであり、気候変動の進行の速さと規模、主

な脆弱性とも密接に関係している。 
また同報告書は、自然・生態系、技術面、財政

面、情報や認識面、社会・文化面における、適応

策の限界や障壁について具体例を挙げて解説して

いる。たとえば、自然・生態系の例をあげると、

北極グマの狩猟を減らしたとしても、北極海の海

氷消失の進行により北極グマの生存は脅かされる。

キーストーン種25の喪失は、社会―生態系システ

ムを通じて伝播し、結局は人類が依存する生態系

                                                      
25 キーストーン種：生態系において、個体数が少なくとも、

その種が属する生物群集や生態系に及ぼす影響が大きい種を、

キーストーン種という。古代ローマの石橋には、石組を安定

させるために橋のアーチの頂上に小さい楔（くさび）型の石

がはめ込まれていた。この石は「キーストーン」と呼ばれ、

橋全体から見ると小さな部品に過ぎないが、これが外れると

石橋全体が崩壊してしまうことから、重要視される。これに

例えて名付けられた概念のこと。例えば、ラッコは大量のウ

ニを消費するためウニの増殖は抑えられるが、ラッコがいな

くなるとウニ個体群が大きくなり、海藻が過剰に採食され、

荒廃して海底が裸地化する。その結果、海藻を採食している

ウニ以外の生物も生息できなくなる。この場合のラッコがキ

ーストーン種である。キーストーン種は食物連鎖の上位捕食

者であることが多い。 
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サービスに影響を及ぼす可能性がある。財政面の

例では、適応策の実施は多くの財政的障壁に直面

するとしており、国際レベルでは、「耐気候」開発

の総コストが 100 億～400 億米ドル／年に達しう

ることが世界銀行によって示されており125)、投資

額の規模が重大な資金的障害となること、また地

域レベルでは財政的貧困や財源不足が、安価な措

置さえも妨げる要因になることを例示している。 
 

⑤ 地方における取組及び住民参加の推進 

適応の取組が必要となる現場は地域にあるこ

とから、地方公共団体の取組を活性化していく必

要がある。適応策はあらゆる住民にとって無関係

ではなく、協働して取組むべきものであり、その

意味でも住民に最も近い公的機関である自治体

の役割は重要である。 

また住民の参加を促すためにも、気候変動の影

響評価の結果などは住民に公表し、早い段階でリ

スクに関する情報と認識を広く共有化すること

が必要である。 

 

⑥ 技術的課題：予測の不確実性の低減とダウン

スケーリング手法研究の推進 

 適応策は気候変動とその影響に関する既存の

科学的知見と将来予測の不確実性の幅の中で総

合的な判断を行っていく必要があるため、引き続

き将来予測の不確実性の低減に向け、モデルの改

善や効率的なアンサンブル手法の開発等の努力

が必要である。また、地域の適応策の検討に利用

できる将来予測を行うためには、より小さい空間

スケールでより精度の高い予測ができるようモ

デルのダウンスケーリング手法の研究をさらに

進める必要がある。 

 

４．４ 適応に関する今後の我が国の取組について 

中央環境審議会報告書では、我が国において適

応の取組を進めるにあたっての考え方、取組の方

向性について以下のとおりまとめている。 

 
 我が国において適応の取組を進めるに当たっ

て、次の 3 つの考え方を基本とする。  
 リスクマネジメント26としての取組 

我が国において生ずる可能性のある温暖化

影響によって、災害、食料、健康などの面で社

                                                      
26 リスクマネジメント：事象が生じる前にその影響を回

避・低減させるための手法。 

会に様々なリスクが生ずることが予想される

ことから、温暖化影響への適応は、リスクマネ

ジメントという視点でとらえることが必要で

あり、ダーバン合意等で認識された 2℃目標の

下での温暖化影響への適応を基本としつつ、

2℃を超えた場合の温暖化影響に対しても備え

る取組が適切である。 
 総合的、計画的な取組 

政府全体での統一的な温暖化とその影響の

予測・評価の実施、それに基づく長期的な見通

しを持った、費用対効果を分析・検証した総合

的、計画的な取組を進める。 
 地方公共団体と連携した取組 

温暖化の影響は、気候、地形、文化に加え、（地

場）産業などによっても異なるため、適応策の

実施は、地域の取組を巻き込むことが必要不可

欠であり、国レベルの取組だけでなく地方公共

団体レベルの総合的、計画的な取組を促進する。 
 
特に、国レベルの適応の取組として、今後、以

下の取組に着手すべきである。 
① 我が国における温暖化の影響に関する最新

の科学的知見のとりまとめ（本統合レポート、

平成 24 年度末） 
② 政府全体の適応計画策定のための予測・評価

方法の策定（平成 25 年度末目途注） 
専門家による温暖化影響予測評価のための

会議を設置し、その審議を経て、IPCC 第 5 次
評価報告書の最新の知見（気候モデル、社会シ

ナリオ）をできるだけ活用し、我が国の温暖化

とその影響を予測・評価する方法を策定し、予

測・評価を実施（例えば 2020～2030 年、2040 
年～2050 年、2090 年～2100 年を予測・評価）

する。方法の策定に当たっては、適応計画策定

に必要な機能を持った予測・評価方法とするた

め、関係府省と連携、協力する。 
③ 政府全体の適応計画の策定（平成 26 年度末

目途 注） 
②の予測・評価を踏まえ、政府全体で、短期

的（～10 年）、中期的（10～30 年）、長期的（30
～100 年）に適応策を重点的に講ずべき分野・

課題を抽出し、②の予測・評価方法に基づく予

測・評価により、抽出された分野・課題別の適

                                                      
注 IPCC 第 5 次評価報告書の最新の知見の利用可能な時期、

スーパーコンピューターによる計算時間の確保などから、②

及び③は後年度にずれ込む可能性がある。 
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応策を関係府省において立案し、政府全体の総

合的、計画的な取組としてとりまとめる。 
④ 定期的な見直し 
最新の科学的知見、温暖化影響の状況、対策の

進捗等を踏まえ、上記①統合レポート、②政府全

体の適応計画策定のための予測・評価手法の策定、

③適応計画について、定期的に見直し、5 年程度

を目途に改定する。 
 
さらに、上記①～③の今後着手する取組と並行

して、関係府省においてすでに現れている温暖化

による気候変動に起因する可能性が高い影響に

対する適応策を引き続き推進する。 
 
また、国レベルの取組に今後着手するに当たっ

て、以下の視点を重視する必要がある。 
 

 既存の施策・事業への組み込み 
既存の施策・事業には、温暖化影響への適応

につながるものが多い。このため、効果的な適

応策を進めるためには、温暖化影響への適応と

いう視点を既存の施策・事業に取り込んでいく

ことが重要である。 
 並行した地域の取組の促進 

温暖化の影響が現れ、適応の取組が必要とな

る現場は地域にあることから、地方公共団体の

取組を活性化していく必要がある。このため、

国レベルの取組と並行して、地域における自主

的・先行的な取組の支援、温暖化やその影響の

予測情報を地域で活用できるようにすること

等を通じ、地方公共団体における取組を積極的

に支援することが重要である。 

 法定化の検討 

国全体での適応の取組を進めるためには、諸
外国の例にならい、適応計画の策定等の適応に
関する取組を法定化することを今後検討すべき
である。 
 

さらに、温暖化の影響は、気温上昇の大きさだ

けでなく、その変化の速さや、気温上昇以外の降

水量等の要因によってももたらされ得ることや、

我が国においてももはや避けられない影響が生じ

得ること、温室効果ガスの排出削減が進まなけれ

ばこうした影響が拡大し得ること等を、国民や事

業者に的確に情報提供していくことが重要である。 

 

４．５ 諸外国における適応の取組 

英、米、ドイツ、オランダ 等の先進国や中国・
韓国では、温暖化とその影響予測による気候変動

のリスク評価、適応計画の策定が行われ、リスク
管理という観点からの国家レベルの適応策の取
組が始められている。 

 
（英国） 
英国では、気候変動法（2008 年成立・施行）

により、政府は英国全体の気候変動リスク評価

（CCRA：Climate Change Risk Assessment）
を 5 年おきに実施し、CCRAに基づき国家適応

計画（NAP：National Adaptation Plan）を策定

することとされている97)。 
2012 年 1 月に最初の CCRA が議会に提出さ

れており、今後、2013 年に最初の NAP が策定・
公表される予定である。 

 
（米国） 
米国では、1990 年地球変動研究 107 法に基づ

き米国地球変動研究プログラム（USGCRP：

United State Global Change Research 
Program）は、4 年おきに気候変動の合衆国にお

ける影響を評価（ NCA： National Climate 
Assessment）することとされている128)。最近で

は、第 2 回NCA が 2009 年に策定、次回NCA の
策定は 2013 年に予定され、NCA に基づき連邦

政府の各機関、相当数の州や地方公共団体におい

て適応計画が策定されている。 
さらに、米国では、2009 年、連邦政府の 20 機

関の高級幹部からなる省庁間気候変動タスクフ
ォースが発足し、2010 年 10 月にこのタスクフ
ォースが、国家適応戦略の根拠となる推奨アクシ
ョンをオバマ大統領に提出し、適応策に関する横
断的な取組も始められている96)。 

 
（中国） 
中国では、第 12 次 5 カ年計画（2011~2015

年）において、適応能力向上が温暖化政策の重点
活動として定められた117)ほか、2011 年末に第二
次気候変動国家アセスメント報告書がとりまと
められている118)。 

 
（韓国） 
韓国では、2010 年に気候変動評価報告書がと

りまとめられた121)ほか、低炭素・グリーン成長

枠組み法（2010 年 4 月）に基づき 2010 年に国

家適応マスタープランが策定されている122)。こ

のマスタープランに基づき、政府の各省及び地方

政府が適応の実施計画を策定することとされ、地

方政府の取組支援のため、2011 年から国により

脆弱な地域・セクターの評価が行われている123)。 



             
                    

64 
 

大きな影響 （良い方向）

中程度の影響（良い方向）

小さな影響（良い方向）

小さな影響（悪い方向）

中程度の影響（悪い方向）

大きな影響（悪い方向）

確信度が高い

確信度が中程度

確信度が低い

不確実性が大きい

 

 

コラム 21 イギリスの適応政策の概要 

 

◆2008年 11月 気候変動法成立(Climate Change Act)・施行 

これにより政府は、英国全体の気候変動リスク評価（Climate Change Risk Assessment , CCRA）を 5
年おきに実施し、CCRA に基づき国家適応計画（National Adaptation Programme, NAP）を 5 年おき

に策定することとなった。2013 年に最初の NAP が策定・公表される予定である。 
 

◆2009年 6月 英国気候予測（The UK Climate Projections 2009 (UKCP09)）公表 

 気候リスク評価と適応策の検討を支援するために、ハドレーセンターほかが開発した全球気候モデルに

よるアンサンブル予測をダウンスケーリングし、時間的空間的により詳細な情報を提供している。また、

不確実性も定量化されている。 
 

◆2012年 1月 気候変動リスク評価（CCRA：Climate Change Risk Assessment）公表 

・定期的な（5年ごと）リスク評価（CCRA） 

英国において起こりうる 700 以上の気候変動の影響の根拠がレビューされた。また、11 の主要分野に

わたる 100 以上の影響について、その可能性や予測される影響のスケール、それに対処するための行

動の緊急性に基づいて詳細な解析が行われた。以下の「The CCRA UK Government Report」ほか 5
つの資料が提供されている。 

・The CCRA UK Government Report 

2100 年までの気候変動を低位・中位・高位の排出シナリオで予測し、農業・森林、健康・生活、建築

物・インフラ、自然環境、ビジネスの 5 分野で気候リスクを評価している。社会的及び環境的耐性を備

えた経済成長を目指す上で、気候リスクを最小限にするため、リスクに対する深い理解と短・中・長期

的計画立案に役立てるよう、分野別の主要なリスクと機会、今後の取組みのステップ、経済分析等を総

合的・体系的に整理した。予測される影響事象について、2020 年代・ 
2050 年代・2080 年代ごとに、重要度別及び確信度の高さ別に視覚的に 
わかりやすく図式化している。  

・適応小委員会 

 政府の気候変動政策に独立的に助言を行う気候変動 
委員会に設置した。CCRA に助言をし、適応策の 
進捗のモニタリングを行う。 

 

分野ごとの影響予測を示した図（健康・生活の例） 
出典：United Kingdom, 2012 
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コラム 22 自治体における適応への取組 

 

 適応策はあらゆる市民にとって無関係ではなく、協働して取組むべきものであり、その意味でも市民

に最も近い公的機関である自治体の役割は重要である。ここでは、市民の適応策に対する理解や受容性に

ついての調査による知見と、適応策について先進的な 2 つの自治体の取組について紹介する。 
 
【市民の適応策への態度形成】 
 馬場ら（2011）が、神奈川、埼玉、山梨、石川の各県において一般市民を対象に行った調査によれば、

市民の適応策への認識・態度形成には以下の特徴がある。 
 ・7 割強の人が気候変動に対して何等かの危機感を持っており、その影響として風水害を中心に実感を

持っている。 
 ・適応策の重要性の認識は緩和策に比べて低いが、防災分野の適応策は個人的対策行動の備えや協力が

得られる可能性が高い。これは自身の生命、財産を守るという根源的な便益に直結するためと考えら

れる。 
 ・適応策に対する態度の規定要因としては、性別・被災経験・居住意向等に加え、政策のベネフィット

（便益）認知と手続き的公正感が特に重要である。 
 
【埼玉県の取組】 
 「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション 2050（埼玉県地球温暖化対策実行計画）」に適応策を位置づけ、

庁内各担当部局を巻き込み、中長期的視点で適応策を検討、取組を推進。 

・県の地球温暖化対策に適応策を位置づけ 
「埼玉県地球温暖化対策推進条例」に温暖化対策の一部として適応策を位置づけ、庁内推進体制を整

備。「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション 2050（埼玉県地球温暖化対策実行計画）」に適応策を盛

り込む。適応策の方向性を検討し、埼玉県版適応策ガイドラインを策定予定。 
・個別の取組（例：気候温暖化対応農業プロジェクト） 
 温暖化の進行により、作物の生育障害、品質低下、病害虫の多発が確認され、育苗ハウスの散水に

よる冷却など様々な対応策がとられている。 
一方、マンゴー栽培の試みなど新たな作物栽培の可能性も探っている。  

出典：埼玉県環境部温暖化対策課，2012 
【長野県】 
長野県では適応策におけるモニタリングの重要性を認識し、市民参加型の取組を推進。 

・県の地球温暖化対策に適応策を位置づけ 
 「地球温暖化防止県民計画」、「地球温暖化対策条例」に適応策を位置づけた。  
・適応策検討体制 
 地球温暖化対策戦略検討会適応策部門 タスクフォース 
 長野県環境保全研究所、長野県温暖化対策課       
・「信州クールアース推進調査研究事業」 
１．長野県における温暖化の実態把握、予測 
２．温暖化影響予測・脆弱性評価 

 ３．市民参加型温暖化影響モニタリング手法の開発 
   情報共有プラットフォーム「信州・温暖化ウォッチャーズ」 
 ４．長野県における適応策立案手法の開発 
 
 

出典：長野県環境保全研究所，2013 
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コラム 23 自治体の取組の支援  

 

【他の自治体と適応策についての情報交換・情報共有したい】 

◆地域のカーボンレジストリ http://registry-japan.org/ 
イクレイ日本*による地域の地球温暖化対策推進に資するデータの報告・共有制度 
・緩和策・適応策に関する自治体間の情報共有と交換 

  温暖化対策データベースでは、自治体から提供された地球温暖化対策の 
目標・計画・事業内容を自治体名・人口・年度・事業種別などから検索。 
各自治体の「取組報告」の閲覧が可能。 

  ・アドバイザリ委員会からの協力・助言 
   自治体の気候政策に関わる専門家から成るアドバイザリ委員会が調査結果を 

分析し、プロジェクト報告書を発行。 
  ・公開セミナー 
   調査結果・分析、ベストプラクティスの発表。 
*イクレイ；International Council for Local Environmental Initiatives（国際環境自治体協議会）は、

持続可能な開発を公約した自治体で構成された国際連合組織で、2012年 9月現在、世界 83カ国から 1,000
を超える自治体が参加している。日本には 1993 年に事務所が設置された。 
 

【将来、地域にどんな温暖化影響が出てくるのか知りたい】 

◆温暖化影響総合評価システム（簡易推計ツール）“AIM/Adaptation [Policy]” 

日本全国および各都道府県を対象に様々な条件下における温暖化影響評価結果を表示するシステム。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   出典：肱岡靖明，2012 

【適応策への取組を始めたい】 

◆気候変動適応社会をめざす地域フォーラム（地域適応フォーラム）

http://www.adapt-forum.jp/index.html 

・地域適応フォーラムとは 

 温暖化影響・適応策に関する研究、あるいは温暖影響・適応策に関する計画立 

案や進行管理等について、専門的なノウハウの共有、既存研究や地域施策の事例 

共有、人材交流・研修等を行う場。 

・地域適応策研究データベース 

 地方研究機関を対象としたアンケート結果に基づいた環境、農林水産、工業、 

土木等における温暖化影響・適応策に関する研究情報を検索・閲覧できる。 

・適応策ガイドライン－地域適応策立案の支援ツール 

 長野県等でのモデルスタディをもとに、地域レベルの適応策の検討の進め方 

と立案の手順等をとりまとめた適応策の手引書。 
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 コラム 24 行政・企業等の多主体が連携した適応への取組  

 

分科会形式で議論を重ね被害を最小化す

るための計画を策定 

濃尾平野のゼロメートル地帯においては平成 18 年から国、自治体、企業が連携し「東海ネーデ

ルランド高潮・洪水地域協議会」（ネーデルランドとは低地地方を表す言葉）を設置し、計画規模

や現況施設の整備水準を超える規模の高潮・洪水が発生し、大規模浸水が生じた場合の被害を最小

化するための危機管理行動計画を関係機関が共同して策定している。 

佐賀平野においては国、自治体、企業が連携して平成 19 年に「佐賀平野大規模浸水危機管理計画」

を作成し、情報収集・伝達手法や緊急輸送路ネットワークの拡充に向けた取組みを実施している。

また、地域住民による防災マップを作成し、自主防災意識の向上を図っている。さらに、平成 24 年

度からは産業・経済被害の最小化のための適応策の実装検討を始めている。 

地域高規格道路と河川堤防の接続による

広域応援・緊急輸送ネットワークの構築 

地域住民が避難場所のシールを貼り 

作成した防災マップ 

高潮と洪水による大規模浸水が生じた場合 

の被害想定 
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おわりに 

 
現在、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

は、第 5 次評価報告書のとりまとめ作業を進めて

おり、2013 年 9 月からおおよそ 1 年をかけて順

次、第 1 作業部会報告書（自然科学的根拠）、第

2 作業部会報告書（影響・適応・脆弱性）、第 3
作業部会報告書（気候変動の緩和）及び統合報告

書が公開される予定である。これまで、IPCC 評

価報告書は、世界各国の政策決定者に対して最も

信頼できる科学的知見をとりまとめて提供し、気

候変動枠組条約の活動を支えてきた。第 5 次評価

報告書では、第 4 次評価報告書でその重要性が言

及された気候変動への適応に関する章が拡大さ

れる見込みである。 
 
日本においても、平均気温は 1898 年以降 100

年あたり 1.15℃の割合で上昇するなどしており、

こうした気候変動に伴って、水資源・水環境、水

災害・沿岸、自然生態系、食料、健康等の様々な

分野においてその影響が顕在化しつつある。気候

変動問題に対応するため、これまでも関係府省は、

気候変動に関わる観測の継続と拡充、気候変動予

測や気候変動の影響評価の高度化など、様々な取

り組みを進めてきた。 
 
今後、さらなる温暖化が進行するとともに、極

端な気象・気候現象の頻度が増加することが予測

されている。中長期的に避けることのできない気

候変動の影響に対しては、温室効果ガス等を削減

する「緩和策」とともに、気候変動に対して人や

社会、経済のシステムを再構築することで影響を

軽減する「適応策」が重要となってくる。国にお

いては、効果的かつ効率的に適応策を講じるため、

平成 24 年度より、関係府省の連携のもと、政府

全体の総合的、計画的な「適応計画」の策定に向

けた取組に着手した。その第一歩として、本レポ

ートでは国内の気候変動の観測・予測・影響に関

する現時点での科学的知見をとりまとめた。しか

し、気候変動問題への対応を的確に進めていくに

は、今後さらに広範囲でより正確な科学的知見が

必要となる。今後とも品質の高い観測の継続した

実施や拡充、予測の精緻化やその不確実性の低減

等への取り組みを進め、気候変動に関する新たな

情報・知見を提供していくとともに、説明・解説

の努力を積み重ねていくことが重要である。 
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付録 気候変動の観測・予測・影響評価に関

する研究調査 
 

 気候変動に対する適応策をより有効なものに

するためには、気候変動に関する観測を継続的に

実施するとともに、将来の予測と影響の評価を精

緻化させていく必要がある。以下では、観測・予

測・影響評価の各分野（付録図 1 の(2)～(4)）に

おける現在の取組と将来の展望について紹介す

る。 
 

 
付録図 1 気候変動問題の全体像と関連する我が

国の主な取組  
例示したプロジェクトの名称は略称 

出典：Hiramatsu et al., 2008 をもとに三村信男作成 
 
１．観測分野での取組 
気候変動の実態を正しく把握し、気候システム

における外部強制力と内部の要因（表 1.1.1）の

動向を理解するためには、世界各地で長期間にわ

たる定常的な観測（モニタリング）を継続的に実

施して均質なデータを蓄積するとともに、メカニ

ズムの解明を目的とした集中的な観測や新たな

観測技術の開発などが必要である。 
我が国は、気象庁を中心に、19 世紀末から気象

及び海洋の観測を継続しそのデータを蓄積するこ

とで、気候変動の実態解明に貢献している。また、

世界各地における観測データも気候変動の監視の

ためにデータベースとして整備している。 
このような 100 年以上の長期にわたる定常観測

の成果は、第 2 章で示したように、気温、降水量、

海面水温、海面水位における気候変動のシグナル

を見いだすために不可欠の基盤データとして活用

されている。気候変動により生じる気温や降水量

などの長期的な変化は、日々や年々の変動と比較

すると小さいため、このようなシグナルを的確に

検出するためには、引き続き精度の高い観測を継

続するとともに、観測所の情報などのメタデータ

も整備していく必要がある。気候変動の監視とし

ては、陸上の定点観測や船舶による観測に加えて、

近年は衛星による海氷分布などの観測、アルゴフ

ロートによる水温・塩分観測（コラム 25）など新

たな観測による成果も出てきている。 
気候変動の要因である二酸化炭素やメタンな

ど温室効果ガス濃度に関しては、世界気象機関/
全球大気監視（WMO/GAW）計画のもと、継続

的な観測が行われている。世界各地で観測された

温室効果ガスのデータは、気象庁が運営している

WMO温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）

に蓄積され、利用者に提供されている（コラム

26）。また、民間航空機による温室効果ガス濃度

観測（CONTRAIL27プロジェクト（コラム 27））
により、広域で高度別の二酸化炭素濃度等の観測

データが得られているほか、気象庁でも平成 23
年から北西太平洋上において航空機による上空

の温室効果ガス濃度観測を開始した。さらに、平

成 21 年に打ち上げられた温室効果ガス観測技術

衛星「いぶき」（GOSAT28）は、地表面や大気か

ら届く赤外線を観測して、二酸化炭素とメタンの

気柱平均濃度の全球分布やその変動、二酸化炭素

の亜大陸スケールでの吸収排出の正味収支の推

定等の成果を上げている（コラム 28）。また、平

成 24 年に打ち上げられた水循環変動観測衛星

「しずく」（GCOM-W29）は、高性能マイクロ波

放射計により、降水量、海面水温、積雪深、土壌

水分量などの高精度の観測を行っており、北極海

の海氷の縮小の状況などを明らかにしている（コ

ラム 29）。 
炭素循環（コラム 2）の把握のためには、二酸化

炭素の大気-海面間での交換量や海洋内部の蓄積量、

地上の植生や海洋生態系が寄与する二酸化炭素の

収支についての観測データが必要である。このため、

海洋観測船等により海洋の二酸化炭素観測が継続

的に行われているほか、国立環境研究所により森林

観測タワーでの二酸化炭素収支観測などが行われ

ている。また、「いぶき」の観測データも炭素循環

のメカニズムの解明に貢献するものと期待される。 

                                                      
27 CONTRAIL: Comprehensive Observation Network for 

Trace gases by Airliner 
28 GOSAT: Greenhouse gases Observing SATellite 
29 GCOM-W: Global Change Observation Mission -W 

1
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人類が直面している重大な問題である気候変

動には自然や生態系、人間社会などが地球規模で

関連しあっていることから、その解決には国際協

力が必要である。国際協力に基づく大規模な観測

枠組としては、全球地球観測システム(GEOSS30) 
や全球気候観測システム (GCOS31)が挙げられ

る。 
GEOSS は、大気、海洋、陸域、生態系などに

関する現場、衛星、航空機等の複数の観測システ

ムを統合した包括的な地球観測システムと、これ

らの観測データ等を管理するシステムからなる。

GEOSSは国際的に共通な利用ニーズとして 9つ

の公共的利益分野（災害、健康、エネルギー、気

候、水、気象、生態系、農業、生物多様性）を設

定し、政策決定者等の利用ニーズ主導のシステム

として構築された。現在、我が国を含む 80 以上

の国と 60 以上の国際機関が参加している。 
GCOS は、大気・海洋・氷雪・生物圏など気候

系全体にわたる観測システムで、GEOSS の中で

気候に関連する観測を担っている。気候システム

のモニタリング、気候変動の影響評価及び適応策

支援、気候システムのモデリングや予測等に必要

な総合的観測を長期にわたって行っており、我が

国を含む 130 以上の国が参加している。 
 一方、我が国では、総合学術会議が「地球観測

の推進戦略」を平成 16 年にとりまとめ、地球観測

を推進する組織と、関係府省・機関の連携を強化

するための連携拠点の設置を提言した。これを受

けて、地球観測推進組織として、文部科学省 科学

技術・学術審議会 研究計画・評価分科会に「地球

観測推進部会」が設置されるとともに、環境省と

気象庁は温暖化分野の連携拠点として「地球観測

連携拠点（温暖化分野）」を設立した。地球温暖化

の解明や信頼性の高い地球温暖化予測情報の提供

を目指して、観測施設の共同利用や観測データの

利用を促進する活動を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 

                                                      
30 GEOSS: Global Earth Observation System of Systems 
31 GCOS: Global Climate Observing System 

コラム 25 アルゴ（Argo）計画 

アルゴ（Argo）計画は、世界気象機関（WMO）や

ユネスコ政府間海洋学委員会（IOC）等の国際協力の

もとで、全世界の海洋に約 3,000 台の自動昇降式フロ

ート（アルゴフロート）を展開し、全世界の海洋の状

況をリアルタイムで監視するもので、日本では文部科

学省（海洋研究開発機構（JAMSTEC））、気象庁、水

産総合研究センター、大学等が連携して推進している。

アルゴフロートは全長約 1～2ｍ、重さ約 30kg で、通

常は深さ 1,000ｍを漂流し、およそ 10 日ごとに深さ

2,000m まで降下した後、一度海面まで浮上して、浮

上中に水温・塩分を観測し衛星を通じてデータを送信

する。1 回の投入で約 4 年間稼動し、約 150 回の観測

が可能である。データは取得後速やかに国際的に交換

されて海水温予測やエルニーニョ現象の監視・予測な

どの気象・海洋業務に利用されるほか、インターネッ

トを通じて公開され、様々な研究に用いられている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アルゴフロートの動作サイクル概念 

出典：アルゴ計画・日本公式サイト,2013a 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

稼働中のアルゴフロートの分布 
平成 25年 3月 13日の例。 

稼働している 3,566 のうち 231 が日本のフロート（赤）。 
出典：アルゴ計画・日本公式サイト,2013b 
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コラム 26 温室効果ガス世界資料センター（WDCGG） 

温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）は、世界気象機関（WMO）の全球大気監視（GAW）計画の下に

平成 2 年に設立された、温室効果ガス観測に関する唯一の国際的データセンターであり、気象庁が運営している。 
WMO/GAW の観測網（左下図）は、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）を支援する全球気候観測システム（GCOS）

の温室効果ガス（二酸化炭素とメタン）観測網と位置づけられている。WDCGG は、科学的な研究や評価、また

地球温暖化などの環境問題へ対応するための政策を支援し、それによって社会の環境リスクの軽減に貢献するこ

とを目的に、GAW の観測網をはじめとして世界中の大気や海洋上で観測された温室効果ガス等のデータの収集や

その品質管理、インターネットや印刷刊行物を通じたデータ・情報の提供などの各種サービスを提供するととも

に、データを解析して独自の情報（右下図）を作成し、世界の政策決定者等に配布している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
WMO/GAW温室効果ガス世界監視ネットワークの 
二酸化炭素観測地点 

 出典：温室効果ガス世界資料センター, 2013      

                          WDCGGが提供する各種の情報 提供：気象庁  

 

 
コラム 27 民間航空機による二酸化炭素の観測 

世界初の民間航空機による離陸から着陸までの二酸化炭素濃度の連続観測が、日本航空（JAL）、（財）日航財

団、国立環境研究所、気象庁気象研究所、（株）ジャムコが参加する共同研究プロジェクト（CONTRAIL）によ

り、JAL の路線網を活用して平成 17 年から行われている。平成 23 年 10 月までに延べ約 6,000 フライト、世界

55 空港 11,500 件以上の観測データが取得された。これらの観測データは「CONTRAIL データ」として世界中で

活用され、現在の地球温暖化をはじめとする気候変動メカニズムの基礎となる、地球上の炭素循環を解明する研

究に活かされている。 
 
 
 
 
 
 
 
                            飛行ルートと鉛直分布観測回数 

 

 

 航空機に搭載の、CO2濃度連続測定装置（下左） 

 及び自動大気サンプリング装置（下右） 

  出典：CONTRAIL, 2013 
(機体の写真は国立環境研究所提供) 

                                  成田空港上空のCO2濃度観測結果 
出典：環境省、地球環境保全試験研究費、2010 
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コラム 28 GOSAT（温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」） 

GOSAT（Greenhouse gases Observing SATellite）は、主要な温室効果ガスである二酸化炭素とメタンの気柱

平均濃度の観測を主目的とした世界初の人工衛星である。平成 21 年 1 月 23 日に打ち上げられ、平成 25 年 3 月

現在も順調に観測を行っている。GOSAT の観測データの解析から、二酸化炭素とメタンの全球にわたる気柱平均

濃度分布や、亜大陸スケールの領域ごとの二酸化炭素の吸収・排出の正味収支について、地理的分布、季節変動

や年変動を知ることができる。また、解析結果は、将来の気候変化予測の高度化や緩和策策定などの温暖化対策

に係る基礎情報として活用される。GOSAT プロジェクトは、環境省、国立環境研究所（NIES）、宇宙航空研究開

発機構（JAXA）が共同で推進している。また、更なる精度向上に向けて、後継機 GOSAT-2 も計画されている。

GOSAT の概要と最新の観測成果の一例を下図に示す。 

                        
温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）    二酸化炭素(CO2)気柱平均濃度マップ 

TANSO-FTS により二酸化炭素、メタンを観測              （平成 24 年 9月） 
TANSO-CAI により誤差要因となる雲・エアロソルを観測    注：「気柱」とは、地面から大気上端までの大気を「柱」と                             

出典：宇宙航空研究開発機構，2013a              みなしたもの。 出典：国立環境研究所，2013                              
 
 

 

コラム 29 GCOM-W（水循環変動観測衛星「しずく」） 

水循環変動観測衛星「しずく」（GCOM-W）は、平成 24 年 7 月 3 日から宇宙航空研究開発機構（JAXA）の運

用のもと、地球の観測を行っている。「しずく」は、搭載されている高性能マイクロ波放射計 2（AMSR2）によっ

て、地表や海面、大気などから放射される微弱なマイクロ波を地表から 700km の宇宙で受信し、その強さを測定

することで、降水量、海面水温、積算水蒸気量、積算雲水量、海上風速、海氷密接度、積雪深、土壌水分量の高

精度な観測を可能としている。「しずく」が観測した北極海の海氷データを解析した結果、平成 24 年 9 月 16 日に

観測史上最小の海氷面積を記録した事が明らかとなった。

                 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 水循環変動観測衛星「しずく」    (左) 1980年代の 9 月（海氷面積最小期）の平均的な分布 

  出典：宇宙航空研究開発機構，2013b        （米国衛星搭載マイクロ波センサの解析結果） 

                     (右)平成 24年 9月 16日の「しずく」/AMSR2 
                   の観測による解析結果 出典：宇宙航空研究開発機構，2013c 

http://www.satnavi.jaxa.jp/project/gcom_w1/new
http://www.satnavi.jaxa.jp/project/gcom_w1/new
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２．予測分野での取組   

予測分野では、大気や海洋等の状態を数値化し、

物理法則に従ってその将来の状態を予測する「気候

変動予測モデル」の高度化をめざしている。並行し

て、地球シミュレータや「京」をはじめとする高性

能計算機（コラム 30）の開発により、将来の気候

変動シミュレーションをこれまでにない 20km と

いう高い水平解像度で実施することを可能として

きた。このような予測研究では、地球規模の大気（気

温、風、雲、降水、放射等）、海洋（水温、海流等）、

陸域（植生、雪氷、土壌水分等）の変動メカニズム

の理解を深める取組や、予測の不確実性を評価・低

減することが必要である。また、局地的な現象や日

本の複雑な地形効果を十分に再現できる分解能の

精緻な地域気候モデルの開発も進められている。 
世界気候研究計画（WCRP）は、気候の予測可

能性の究明や、人間活動の気候への影響の程度を

評価するために必要な物理的気候システム及び気

候プロセスの科学的理解を発展させることを目的

に設立された。その活動の中でも、IPCC の評価

報告書に向けた研究で用いられている気候モデル

間の相互比較プロジェクト（CMIP）は、将来予

測情報の高度化・提供等を通じて気候変動対策に

大きく貢献している。 
国内においては、地球シミュレータを活用した、

「人・自然・地球共生プロジェクト」（平成 14～
18 年度）、それに続く「21 世紀気候変動予測革

新プログラム（以下「革新プログラム」（平成 19
～23 年度））において、当時の最新の科学的知見

に基づいた温暖化予測実験が行われてきた。革新

プログラムでは、特に、気候モデルの更なる高度

化や不確実性の定量化に焦点をあてた研究が行

われた。さらに、革新プログラムの成果を発展的

に継承し、気候変動下での極端現象による自然災

害等への影響評価について強化した「気候変動リ

スク情報創生プログラム」（平成 24 年度より 5 年

間の予定）が実施されている。 
 

●気候変動リスク情報創生プログラム 
 「気候変動リスク情報創生プログラム」は、気

候変動予測の高度化とともに、気候変動によって

生じる多様なリスクの管理に必要となる基盤的情

報の創出を目指して進められている。具体的には、

地球シミュレータ等の世界最高水準のスーパーコ

ンピュータを活用し、近未来（今後数年～数十年）

で直面する地球環境変動の予測と診断、温室効果

ガス排出シナリオ研究と連携した長期気候変動予 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付録図 2 気候変動リスク情報創生プログラムの

内容と実施体制  作成：文部科学省 

 
測、気候変動の確率的予測技術の開発及び精密な

影響評価技術の開発等を総合的に進めている。 
 
３．影響評価分野での取組 

第 3 章で述べたように、気候変動が原因となっ

ている可能性のある現象は、様々な分野で顕在化

してきている。こうした影響への適応策の検討を

行うための気候変動の影響評価においては、地域

ごとの影響の違いを考慮できる詳細な気候変動

予測や、複数のモデルに基づき、不確実性を確率

的に評価する予測が求められる。 
このような要請を鑑み、影響評価分野では、都

道府県レベルの温暖化影響予測の精緻化、排出シ

ナリオ・適応シナリオに応じた影響の定量化、自

治体レベルで適用可能な脆弱性、影響、適応効果

の評価手法・適応策立案手法の開発、地域の現

状・課題を踏まえた総合政策化手法の確立などに

ついての取組が行われている。 
その一つとして、「地球温暖化に係る政策支援と

普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合

的研究」（環境省環境研究総合推進費、S-5、平成

19～23 年度）においては、複数の気候モデル（マ

ルチ気候モデルやマルチモデルアンサンブル）の

結果を用いた不確実性の評価や日本における詳細

な予測情報を得るためのダウンスケーリングの研

究、社会経済シナリオ（人口、経済活動、土地利

用など）のダウンスケーリングの研究、および気

候変動シナリオに関する研究者と社会各層のコミ

ュニケーションに関する研究が行われた。 

【領域テーマA】
直面する地球環境
変動の予測と診断

・直面する気候変動に関する要因の
特定とメカニズムの解明

・地球環境変動研究を支える統合的
予測システムの開発

【領域テーマB】
安定化目標値設定に
資する気候変動予測

【領域テーマC】
気候変動リスク情報

の基盤技術開発

・気候変動リスクの評価の基盤とな
る確率予測情報の創出

・高度利活用（影響評価研究等）を
支える標準的気候シナリオの整備

【領域テーマD】
課題対応型の精密な影響評価

気候変動研究の推進・連携体制の構築

気候変動にかかわる研究を効果的に推進するための支援の実施

 気候変動リスク情報の関係者間における共通認識の醸成に向けた取り組み
の実施

 気候変動リスクに関する情報の提供・助言の実施に必要となる体制の整備
 本プログラムの実施・アウトリーチ等にかかわる業務の支援

・多彩なシナリオを踏まえた長期的
な地球環境変動の予測

・大規模な気候変動・改変に関する
科学的知見の創出

・自然災害に関する気候変動リスク
情報の創出

・水資源に関する気候変動リスク情
報の創出

・生態系・生物多様性に関する気候
変動リスク情報の創出
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現在、さらなる取組として「温暖化影響評価・

適応政策に関する総合的研究（環境省環境研究総

合推進費、S-8）、平成 22～26 年度」が進められ

ており、次の 3 つのテーマが設定されている。 
 
① 我が国全体への温暖化影響の信頼性の高い

定量評価に関する研究 

より詳細な分野毎の物理的・経済的影響の把

握と適応策実施の効果推定を目的にした高度

な影響・適応策評価モデル（ボトムアップ型モ

デル）と全国的なトップダウン型影響予測モデ

ルを開発し、両者を併用することで全国影響評

価を精緻化する。これにより適応策の実施が将

来の影響リスクをどの程度低減するかを予測

する。 
② 自治体レベルでの影響評価と総合的適応政

策に関する研究 

都道府県・市町村レベルでのモニタリング手

法を開発し温暖化影響を把握する。また、地域

レベルで使いやすい影響予測手法と予測結果

の可視化手法を開発して、地域における適応策

策定の支援を可能にする。 
③ アジア太平洋地域における脆弱性及び適応

策効果指標に関する研究 

国内の研究成果を基に、アジア太平洋地域に

おける適応策実施の優先順位や費用対効果の

分析を行う。そのために、途上国に適応可能な

脆弱性・影響・適応効果評価指標の開発・標準

化を行う。また、より厳しい影響が予想される

途上国における適応策の計画・実施に貢献する。 
 

 また、異なる観点から、「地球規模の気候変動

リスク管理戦略の構築に関する総合的研究（環境

省環境研究総合推進費、S-10）、平成 24～28 年

度」では、地球規模の気候変動対策目標や様々な

対策オプションの総合的な検討の一環として、気

候変動に伴うリスクの包括的なリストアップや、

人類にとって特に重要と考えられるリスクの評

価を行っている。 
さらに、次の研究プログラムやプロジェクトも

進行中である。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
付録図 3 温暖化影響評価・適応政策に関する総

合的研究（S-8）の研究体制のイメージ 

 出典：環境省・環境研究総合推進費 S-8 ホームページ 
 

●気候変動適応研究推進プログラム（RECCA32） 

 気候変動を考慮した適応策の立案には科学的

根拠となる気候変動予測情報が不可欠となるが、

現在の気候変動予測の空間解像度では地域規模

の使用には不十分であるなどの課題がある。 

文部科学省が取り組む本プログラムでは、地球

規模の気候変動予測の成果を都道府県あるいは

市区町村などの地域規模で行われる気候変動適

応策立案に科学的知見として提供するために、先

進的なダウンスケーリング手法の開発、データ同

化技術の開発、気候変動適応シミュレーション技

術の開発を実施する等、12 課題を平成 22 年度よ

り実施している。 
 

●農林水産省気候変動対策プロジェクト 

農林水産省では、農林水産分野における温室効

果ガスの排出量削減、吸収機能の向上、および地

球温暖化の進行に適応した農林水産物の収量・品

                                                      
32 RECCA: Research program on Climate Change 
Adaptation 
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質等の安定化に向けたプロジェクト研究「気候変

動に対応した循環型食料生産等の確立のための技

術開発（平成 22 年度～）」に取り組んでいる。本

プロジェクトにおいては、気候変動に対応した適

応策、緩和策の開発だけでなく、同時に、環境負

荷を最小化する低投入循環型の農業生産のための

技術開発、ゲノム情報を活用した温暖化適応品種

の開発、および REDD（途上国の森林減少・劣化

に由来する排出削減）の実効ある実施のための熱

帯林における森林バイオマスのモニタリング及び

変動予測技術の開発を目指している。 
 
こうした予測分野や影響評価分野の研究プログ

ラムは、互いの研究成果を活用し、より高度な成

果を得るためにプログラム間の連携も実施してい

る。例えば、S-8 と RECCA の間では、研究協力

や合同シンポジウムの開催などを通じたプロジェ

クト間の連携が行われている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．データインフラ構築の取組 

●地球環境情報統融合プログラム（DIAS－P33） 

  内閣府総合科学技術会議では、「地球観測の推進

戦略」（平成 16 年 12 月 総合科学技術会議）に

おいて、我が国において実施する地球観測事業に

ついて、「関係府省・機関の特徴や強みを活かしな

がら、データ収集から情報提供にいたる段階が適

切に統合された地球観測システムの構築に向けて、

連携・協調する必要がある。」としている。 
これを受けて、文部科学省では、本プログラム

において、地球観測データ、気候変動予測データ、

社会経済データ等の多種多様で大容量のデータ

を統合・解析し気候変動適応策の立案等の科学的

知見として役立つ情報を創出し、国際的・国内的

な利活用の促進を図る情報基盤「データ統合・解

析システム（DIAS）」を整備し、システムの高度

化・拡張と長期的な運用に向けた取組を平成 23
年度より進めている。 

 
 
 
 

 
 

付録図 4  データ統合・解析システム（DIAS） 
写真提供：文部科学省 

                                                      
33 DIAS-P: Data Integration & Analysis System Program 

【コラム 30】気候変動予測研究とスーパーコンピュータ 

平成 14 年に登場した「地球シミュレータ」は、気候変動の解析や将来予測の研究において、数多くの研究

成果の実現に活用され、日本の気候変動予測研究の水準を引き上げてきた。平成 21 年には新システムへ更新

されて実効性能が向上し、今後も予測研究等の地球科学分野における基盤としての活躍が期待されている。 
また、平成 24 年 9 月末から共用開始されたスーパーコンピュータ「京」は、世界に先駆けて演算性能 10

ペタフロップス（１秒間に１京回の浮動小数点演算）を達成し（平成 23 年）、気候変動予測研究分野を含め

た多様な計算科学分野で活用され、研究活動を飛躍的に加速させることが期待されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球シミュレータ（写真提供：海洋研究開発機構）    スーパーコンピュータ「京」（写真提供：理化学研究所） 
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略語集 

略語 英語表記 日本語表記 
AMeDAS Automated Meteorological Data 

Acquisition System 
地域気象観測システム 
（通称：アメダス） 

AMSR2 Advanced Microwave Scanning 
Radiometer 2 

高性能マイクロ波放射計 2 

AOGCM Atmosphere-Ocean General Circulation 
Model 

大気海洋結合モデル 

AP-BON Asia-Pacific Biodiversity Observation 
Network 

アジア太平洋地域生物多様性観測ネ

ットワーク 
AR4 IPCC Fourth Assessment Report: Climate 

Change 2007 
IPCC 第 4 次評価報告書 

Argo （ギリシャ神話に登場する船の名前に由

来） 
アルゴ（計画） 

BON Biodiversity Observation Network 生物多様性観測ネットワーク 
CCRA Climate Change Risk Assessment （英国）気候変動リスク評価 
CERN European Organization for Nuclear 

Research （開設準備理事会 Conseil Européen 
pour la Recherche Nucléaire の頭文字に由来） 

欧州原子核研究機構 

CMIP Coupled Model Intercomparison Project 結合モデル相互比較計画 
CONTRAIL Comprehensive Observation Network for 

TRace gases by AIrLiner 
航空機による大気観測プロジェクト 

DIAS Data Integration and Analysis System データ統合･解析システム 
DIAS-P Data Integration and Analysis System 

program  
地球環境情報統融合プログラム 

ENSO El Niño-Southern Oscillation エルニーニョ・南方振動 
GAW Global Atmosphere Watch （WMO）全球大気監視（計画） 
GCM Global Climate Model 全球気候モデル 
GCOM Global Change Observation Mission  地球環境変動観測ミッション 
GCOS Global Climate Observing System 全球気候観測システム 
GEO BON Group on Earth Observations  

Biodiversity Observation Network 
地球観測政府間会合 生物多様性観

測ネットワーク 
GEOSS Global Earth Observation System of 

Systems 
全球地球観測システム 

GOSAT Greenhouse gases Observing SATellite 温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」 
IOC Intergovernmental Oceanographic 

Commission 
（ユネスコ）政府間海洋学委員会 

IPCC Intergovernmental Panel on Climate 
Change 

気候変動に関する政府間パネル 

JaLTER Japan Long-term Ecological Research 
Network 

日本長期生態学研究ネットワーク 

JAMSTEC Japan Agency for Marine-Earth Science 
and Technology 

独立行政法人 海洋研究開発機構 

JAXA Japan Aerospace eXploration Agency 独立行政法人 宇宙航空研究開発機

構 
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略語 英語表記 日本語表記 
LTER Long Term Ecological Research 長期生態学研究 
MRI-AGCM Meteorological Research Institute 

atmospheric general circulation model 
気象研究所高解像度全球大気モデル 

NAP National Adaptation Plan （英国）国家適応計画 
NASA National Aeronautics and Space 

Administration 
米国航空宇宙局 

NCA National Climate Assessment （全米）気候評価 
NEMURO North Pacific Ecosystem Model for 

Understanding Regional Oceanography 
北太平洋領域海洋生態系モデル 

NEMURO.FISH NEMURO For Including Saury and 
Herring 

NEMURO 小型浮魚類モデル 

NHRCM Non-Hydrostatic Regional Climate Model 非静力学地域気候モデル 
NIES National Institute for Environmental 

Studies 
独立行政法人 国立環境研究所 

NPOGCM North Pacific Ocean General Circulation 
Model 

高解像度北太平洋海洋モデル 
  

NSIDC National Snow and Ice Data Center 米国雪氷データセンター 
PDO Pacific Decadal Oscillation 太平洋十年規模振動 
pH potential of Hydrogen 水素イオン濃度 
RCM Regional Climate Model 地域気候モデル（領域気候モデル） 
RCP Representative Concentration Pathways 代表的濃度経路 
RECCA Research Program on Climate Change 

Adaptation 
気候変動適応研究推進プログラム 

REDD Reducing Emissions from Deforestation 
and Forest Degradation    

森林減少・劣化からの温室効果ガス

排出削減 
SRES Special Report on Emissions Scenarios 排出シナリオに関する特別報告書 
SREX Special Report on Managing the Risks of 

Extreme Events and Disasters to Advance 
Climate Change Adaptation 

気候変動への適応推進に向けた極端

現象及び災害のリスク管理に関する

特別報告書 
UKCP UK Climate Projections 英国気候予測 
UNFCCC United Nations Framework Convention 

on Climate Change 
気候変動に関する国際連合枠組条約 

USGCRP United States Global Change Research 
Program 

米国地球変動研究プログラム 

WCRP World Climate Research Programme 世界気候研究計画 
WDCGG World Data Centre for Greenhouse Gases （WMO）温室効果ガス世界資料セ

ンター 
WGCM Working Group on Coupled Modeling （WCRP）結合モデル開発作業部会 
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関 
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